
午前１０時２分 開議

○議長（堀口武視君） ただいまから平成１６年第

３回泉南市議会定例会継続会を開議いたします。

直ちに本日の会議を開きます。出席議員が法定

数に達しておりますので、会議は適法に成立いた

しました。

なお、６番 東 重弘議員からは遅参の届け出

が出ておりますので、報告いたしておきます。

これより日程に入ります。

日程第１、会議録署名議員の指名を行います。

本日の会議録署名議員は、会議規則第８０条の規

定により、議長において２０番 西浦 修君、２

１番 真砂 満君の両君を指名いたします。

次に、日程第２、前回の議事を継続し、一般質

問を議題とし、順次質問を許可いたします。

まず初めに、１２番 北出寧啓君の質問を許可

いたします。北出君。

○１２番（北出寧啓君） 皆さん、おはようござい

ます。それでは、財政及び教育行政について質問

をしていきたいと思います。同志の真砂議員とは、

きのうは半そでで頑張った結果、風邪を引きまし

て声が少し届かないかもわかりませんけれども、

失礼をお許しくださいませ。

それでは、質問を始めたいと思います。

第１、財政再建策について。

３市２町の合併に関する住民投票で、各市町の

住民の大多数がノーを表明しました。３市２町と

いう合併案は、市や町の自治、市の自治体経営の

観点からすれば余りにも広域的であり、まとまる

ものではなかったと言えます。

私は、りんくうタウンを市域、町域とする２市

１町による緩やかな合併を構想していましたが、

それも当分はついえました。

しかし、国家財政及び地方財政を眺めると、地

域消費税等による大幅増税以外もはや克服の道は

ないほどに財政危機は深刻であります。実際、財

務省は、９０年代のみずからの放漫な財政支出へ

の行政行為に責任を表明することすらなく、軽々

しく増税をはやし立て始めています。皮肉なこと

ですが、増税をすれば三位一体論の一角である財

源移譲は一定図られるかもしれません。無論、省

庁が既得権益を放棄するという前提でしかありま
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せんが。

私は、合併をしてもしなくても各市町は自助努

力で再建策を戦略的に打ち立てるべきだと言い続

けてきましたが、合併が遠のいた今、自主再建と

いう唯一の選択肢の中で、私たちは体を張って再

建策を実施するしか道は残されてはいません。

ここに財政再建の議論を進めるに当たって、だ

からこそ、政治や行政の第一の役割を確認してお

きたいと思います。それは少子・高齢化時代の市

民のための、言葉の広い意味での福祉政策の体系

的な構築であります。グローバル化時代、とりわ

け小泉首相のやり方に見られるように、自己責任

の名のもとにおける弱肉強食の戦いの中で、とり

わけ子供たちや２０代の若者が窮地に追いやられ

ている事態をはっきりと知るべきであります。

年収２００万の若者の大量発生やパラサイトシ

ングルに象徴される子供たちの未来の危機に、政

治家や行政マンがいかに対処できるかが問われて

いるのであります。国家や地方の衰退、財政危機

の時代にこそ、教育に最大限の施策を展開しなけ

ればなりません。

さて、今になって普通会計上の赤字２３億円が

再建団体の指標ということで、その基準で声高に

議論がなされるようになってきていますが、臭気

公害が数値では厳密に測定できないように、行政

執行者は普通会計に赤字が生じ始めた段階、ある

いはそれ以前に真剣な財政再建策を考えるべきで

あります。

私や真砂議員らが早くから、現行職員の身分を

保障した上での一部民営化やアウトソーシングを

主張してきました。しかし、清掃課１つとっても、

現業職を一般職に切りかえることもなく、その人

件費は削減されずにきています。今では年齢が行

き過ぎて振りかえの時期は逸してしまったかもし

れません。

保育所の民営化や幼保一元化、並びに幼稚園、

小学校の統廃合にしても同じことであります。教

育問題審議会の答申が来年１０月、その後の基本

計画策定などを入れると到底財政の立て直しには

間に合いそうもありません。

人件費の削減も自然減を待つばかりで、施策的

効果が余り出ていないばかりか、昨年度の採用人



員１４名、今年度の採用３名を見ても、本気で財

政再建を考え実施しているとは思えません。

さて、平成１８年度の黒字転換策は、府の再建

策、つまり府の指示のもとでの問答無用の数字合

わせであり、その約束を実行するため急場しのぎ

で従来の基金の取り崩しや当てのない借り出しを

繰り返しているにすぎません。どれ１つとっても

根本的な財政再建策だとは言えません。本年度は

基金の繰り替え運用で７億円を捻出していますが、

そんな安易な方法は来年度はもうとれません。今

後、一体どうしようとされているのか、お答えく

ださい。

財政改革の主要な柱としては、第１に、幼保の

一元化、一部民営化やアウトソーシングによる人

員削減、第２に、公共事業の削減、第３に、徴税

率の向上が挙げられますが、財政再建に向けた腹

の据わった戦略と当面の施策をお聞きしたい。

第１の課題について、定数削減ができないなら

給与の１０％カットで対処するのか、今後の施策

をお聞きいたしたい。しかし、従来の破産した公

共事業並びに継続中の公共事業を考えると、交渉

は難航すると思われますが、断固としてヘゲモニ

ーをとれるのでしょうか。

第２の課題について、信達樽井線、砂川樫井線、

信達岡田線の１６年度の事業費と１７年度の見込

み額についてお聞きいたします。また、単独再建

を選択せざるを得なくなった今、これらすべての

３事業をちゅうちょなく行うのか、優先順位を決

めて選択していくのか、改めてお伺いいたします。

第３の課題について、追い打ちをかけるように

市税の自然減があり、昨年度末に浮上してきた三

位一体論に発する交付税・補助金減がありますが、

当面財源移譲が考えられず、現在の徴税状況と今

後の取り組みについてお聞きいたします。

最後に警告を発しておきますが、公共事業費や

人件費の削減などが行き詰まり慢性的に財源不足

が進む中で、普通会計のトリックというか、特別

会計への繰り入れを減額したり、公社負担を拡大

することで普通会計の赤字削減を行う手法は、財

政破綻の負債を拡大するにすぎず、行政倫理とし

ては行ってはならないと考えますが、そしてそれ

は市役所のモラルハザードであると思いますが、
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いかに考えていらっしゃるのでしょうか。

次に、教育行政、統廃合及び民営化についてお

聞きいたします。

今、保育所の民営化、幼稚園や小学校の統廃合

問題が一気に浮上してきています。教育問題審議

会では貴重な意見も多々出ているとはいえ、統廃

合は積年の課題であり、事態が窮するまで怠って

きたことそのものの責が問われなければなりませ

ん。

まず、教育問題審議会の議論の経過を説明して

いただきたい。それは教委の考え、つまり将来図

と審議会委員との相互作用の結果としてもあるわ

けで、教育委員会の自己責任でもあるという意味

で説明されたい。統廃合や一部民営化は、３月議

会でも述べたように、何よりも長の決断の問題で

あります。まずは統廃合に関して教育長並びに市

長の決断及びやり方を示していただきたいと考え

ます。

もう１つ、一部民営化や統廃合に当たって、ま

ず従来の俗論を整理する必要があります。私は、

単に財政破綻だから幼稚園・小学校の統廃合、幼

保一元化を提言してきたわけではありません。幼

・小の統廃合に当たり改めて公共性にまつわる官

と民の問題を整理していきたい。新たな教育哲学

がない限り、民営化や統廃合は進められるもので

ありません。

ここ１０年余りの教育哲学を見ると、公共哲学

の公私論あるいは公共性論が反映しているのがわ

かります。今では唯一官のみが公共性を担えると

する古典的二元法がもはや成立しないことを知る

べきであります。官公庁は公を担う唯一の組織で

はなく、市民社会で経済活動をする、一般に私利

私欲を追い求めると言われてきた企業や個人も、

官と同じように公を担うのだという考え方が大勢

を占めつつあります。それは、明治以来の藩閥政

治に代表される官の独善性の払拭であり、例えば

官民の協働という言葉で端的にあらわされるもの

であります。

しかも、グローバルリズムの時代には、多くは

敗者とならざるを得ない子供たちに労苦の多い生

活を余儀なくさせることは悲しいことであり、今

こそ、子供たちに自助公助の精神で市民生活がで



きるような市民教育を始めなければなりません。

そして、その教育哲学を基礎づけることが何より

も大切であります。

官僚、公務員の、衰退し一部は私利私欲をむさ

ぼるほどに腐敗し切ったえせ公共性に対し、企業

や市民の社会的貢献など、民が新たな公共性を打

ち立てる必要があります。もちろん大阪での民の

衰退は甚だしいので、事態は単純ではありません。

子供たちには、今はまさに人権教育よりも公共

性の教育を教えるべき時代であります。つまり社

会での子供たちの役割、社会参画、自己の職業性

での自己実現を学んでもらう時代であります。教

員は市民であり、市民的徳目をみずから考え、子

供たちと育っていかなければならないと私は考え

ます。

したがって、教委にあっては子供たちの未来を

はぐくむべく、文科省の官僚統制を越えて、市民

としてみずからの責任において自己の考えを述べ

なければなりません。生きる力とは個としての子

供たちに向かって言われているだけではなく、声

高に語る教育委員会の一人一人にも、しかも具体

性、社会性、職業性を持ってみずからに向けられ

なければなりません。

ここまで述べて、教委の統廃合や一部民営化に

対する教育哲学を開陳していただきたい。これは

子供たちの未来にかかわることであり、十分に考

え抜かれた答弁をお願いいたします。

これで壇上での質問を終わりたいと思います。

御清聴ありがとうございました。

○議長（堀口武視君） ただいまの北出議員の質問

に対し、理事者の答弁を求めます。向井市長。

○市長（向井通彦君） 私の方からは、財政問題に

ついての基本的な部分について御答弁を申し上げ

ます。

関西国際空港の開港を機に、おくれておりまし

た都市基盤整備や公共施設の整備を行い、市民の

利便性の向上に努めてまいりました。

しかしながら、一方ではバブルの崩壊による長

期の景気の低迷によりまして、市税収入の落ち込

みなどによりまして、平成１０年度より赤字決算

が続いているというのが現状でございます。１５

年度決算につきましては、ただいま最終の段階に
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至っておりますが、御指摘ありましたけども、一

部基金の取り崩し等もいたしまして単年度黒字と

いう形になっておりますが、累積赤字が４億少し

残っております。

本市におきましては、平成８年１２月に行財政

改革大綱を策定いたしまして、事務事業の見直し

や経費の節減等行財政改革に取り組み、財源を確

保し、市民ニーズに沿った事業、施策を行ってま

いったところでございますが、昨今の非常に長期

にわたる景気低迷による市税収入の下落などによ

りまして、本市財政は極めて厳しい状況となって

おります。そのため、平成１４年９月に大阪府の

財政支援も受けながら財政健全化計画を策定し、

また昨年９月には同計画のローリング案をまとめ

たところでございます。

しかし、その後、国におきます三位一体改革に

よります地方への財政転嫁が昨年末に急に浮上を

してまいりまして、その額は我々が行っておりま

す行財政改革で経費節減を見込んでいた内容に比

べますと、非常に大きな数字として全国自治体に

覆いかぶさってきております。

このことから、昨年の暮れに三位一体改革の影

響というものが具体に出てきた関係もございまし

て、昨年のローリング案にはそれは見込んでおら

ないという状況でございます。したがいまして、

今回、１５年度決算を踏まえまして、現在三位一

体改革の影響も含めてローリング案の策定を行っ

ております。

ただ、その影響が非常に大きいということでご

ざいますので、これをいかに打開していくかとい

うのが大変大きな課題でございます。このために

は我々市内部あるいは議会の皆様、市民の皆様の

理解と協力を得た中で、財政の健全化をなし遂げ

ていかなければならないというふうに考えており

ます。

したがいまして、この９月ぐらいをめどにロー

リング案をお示しをさしていただいて、議会の皆

様にも御理解をいただきたいというふうに考えて

おりますが、従来の内容からしますと、非常に厳

しい内容にならざるを得ないのではないかという

ふうに考えておりまして、今後これらを含めて中

長期的な財政の健全化を目指していきたいと考え



ておりますので、よろしく御理解をいただきたい

というふうに思います。

なお、２点目の統廃合の考え方、私と教育長に

ということでございますが、現在、教育問題審議

会に校・園区の問題、それとか適正規模、適正配

置の問題を諮問をいたしているというところでご

ざいまして、今鋭意審議を続けていただいている

という過程でございますので、私といたしました

ら教育委員会並びに教育問題審議会の答申を得ま

して、それに沿った形での改革に教育委員会とと

もに取り組んでまいりたいと考えております。

○議長（堀口武視君） 大前財務部長。

○財務部長（大前輝俊君） それでは、北出議員さ

んの方から２点御質問がございましたので、お答

えさしていただきます。

まず、第１点目の今後の市税の歳入見込みにつ

いてはどうかということでございますが、市税は

我が国の経済情勢と密接な関係がありますが、最

近の内閣府の月例経済報告におきましては、輸出

や生産が増加しており、企業収益の動きが拡大し、

設備投資も増加していることから、景気が堅調に

回復していると述べておりますが、企業収益の改

善が個人所得の増加につながるには、若干の期間

を要するものと考えております。

また、雇用情勢は厳しいままであり、フリータ

ーと呼ばれる若年労働者層の働き方の変化や、リ

ストラからの再就職ができた場合でも、正規雇用

からパートや派遣社員の職に移動する場合が多い

と考えております。

このようなことから、個人住民税について、大

きな増収は期待できないものの、現状程度の税収

で推移するものと考えております。

また、法人市民税につきましては、長引く景気

の低迷から脱したとは言えませんが、平成１５年

度は平成１４年度より約２５％を超える増収とな

っておりますので、中小企業は依然として厳しい

ものの一部企業の業績回復も見込めるため、ある

程度増収となるものと考えております。

一方、固定資産税につきましては、土地の価格

は景気の回復により、都市部では緩やかに上昇す

ると考えておりますが、しかしながら景気の回復

がその他の地域の土地価格へ影響を与えるには、
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まだ若干の期間を要すると考えており、次回の平

成１８年度評価替えにおきましても多少下落し、

その下落した価格のまま当面の間は推移すると考

えております。

以上のことから、市税は全般的に当面横ばい状

態で推移するものと予測いたしております。

次に、特別会計への繰り入れストップによりま

す一般会計の赤字削減についてでございますが、

本市の財政は現在危機的な状況にあることから、

財政健全化計画を策定し、財政の健全化に努めて

いるところでございます。

しかしながら、三位一体の改革の影響もあり大

きく財源不足が生じており、その対応に苦慮して

いるのが現状でございます。平成１５年度予算か

らは、目的基金の繰り替え運用など可能な範囲で

予算編成を行っております。

特別会計への繰り出しの減額による一般会計の

赤字削減につきましては、好ましい方策ではない

と認識いたしておりますが、本市全体の財政運営

を考えた場合、その中心となる一般会計を運用し

ていくためには、予算編成の必要上、一時的な繰

り出しの減額という手法についても検討しなけれ

ばならないものと考えております。

以上でございます。

○議長（堀口武視君） 谷総務部長。

○総務部長（谷 純一君） 北出議員御質問の単独

再建に向けた財政施策についての中の人件費につ

いての御質問がございました。それに対して御答

弁申し上げます。

行財政改革を推進する中、経常収支比率の改善

を目指し、人件費の抑制に努めているところでご

ざいます。職員定数につきましても、一定の削減

目標のもと年次計画的に職員数の削減を図ってお

ります。平成９年から平成１６年、ことしの４月

１日まででございますけれども、８０名の削減を

行い、平成１６年、１７年度につきましても、退

職については行革の基本方針に基づきまして退職

不補充という形で行ってまいりたいと、このよう

に考えております。この２年間におきましては、

２０名程度の削減が見込まれるというふうに予想

しております。

今後、平成１９年度以降の定員管理につきまし



ては、歳出に占める人件費の割合が一定改善され

るものの、依然として高い数値を示すということ

から、今後の人件費の推移を見きわめるための退

職補充のあり方を含めた人員体制につきましては、

行政需要の動向を勘案しつつ、事務事業の見直し

や組織・機構のフラット化を図ることも必要であ

ると、このように考えております。

また、業務における官民の役割分担のあり方を

考察する中で、民間活力を必要とする部門等の民

営化、民間委託への方向転換についても視野に入

れ、より適正な職員の配置と管理が行える、そう

いった定員管理体制づくりにも努めてまいりたい

と、このように考えております。

以上でございます。

○議長（堀口武視君） 梶本教育長。

○教育長（梶本邦光君） 議員御質問の教育問題審

議会の進捗状況につきまして御答弁を申し上げま

す。

平成１３年１０月、教育問題審議会から答申を

いただき、その実施計画であります幼稚園教育振

興計画案が議員御承知のように白紙撤回となって

おります。

泉南市教育委員会は、今回の教育問題審議会に

対しまして、前回の反省のもと、幼稚園教育だけ

ではなく学校教育及び地域家庭教育における泉南

市の現状と課題を明らかにしまして、全市的な視

点に立ち、市の実態に即した施策を展開していく

ための仮称泉南市教育改革プランを策定するため

に諮問を行ったところでございます。

進捗状況につきましては、４月３０日に第１回

審議会を開催をし、５月２２日に第２回審議会を

開催しております。その後、就学前教育部会、学

校教育部会、地域家庭教育部会の３専門部会にお

きまして、それぞれ５回の部会を持ち、審議を行

ってまいりました。

就学前教育部会におきましては、保育教育活動

の発展充実について、子育て・子育て支援の充実

及び各種機関との連携について審議を行っていま

す。学校教育部会では、開かれた学校づくり及び

学ぶ喜びをはぐくむ学校づくりについて審議をし

ております。また、地域家庭教育部会では、家庭

教育の充実のための支援について審議をしてまい
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りました。８月２３日に第３回審議会を開催いた

しまして、３専門部会の審議内容の把握を行い、

今後の専門部会の審議の進め方について確認を行

ったところでございます。

今後のスケジュールにつきましては、各専門部

会は６回の部会を開き、就学前教育部会は、保育

教育環境の充実について審議をする中で、適正規

模・適正配置及び保幼一元化についても審議され

るものと考えております。

学校教育部会は、学校規模の適正化と施設設備

の整備について審議する中で、校区等の課題につ

いても審議が進められるものと思っております。

地域家庭教育部会では、地域の教育力の向上及び

青少年の地域活動の充実について審議をしていく

運びになっております。

その後、教育問題審議会は、３専門部会から審

議内容の報告を受けまして７回の審議会を開催を

し、教育委員会に対しまして本年度末に中間報告、

平成１７年１０月に答申を出す予定になっており

ますので、御理解をお願いを申し上げたいと思い

ます。

次に、幼稚園の統廃合問題につきまして御答弁

を申し上げます。

先ほど答弁をいたしましたように、幼稚園の統

廃合問題、適正規模・適正配置及び保幼の一元化

につきましては、就学前教育部会において今後議

論が進められていくということでございます。

御承知のように教育委員会といたしましても、

幼稚園の統廃合問題というのは、避けて通れない

泉南市の就学前教育における重大な課題だという

ふうに認識をしているところでございます。

この課題を解決すべく、平成１２年度に第１回

の教育問題審議会を立ち上げまして、ほぼ１年間

にわたってこの問題を中心に審議をしてまいりま

した。平成１３年度に出されました答申に基づき

まして、実行計画である泉南市幼稚園教育振興計

画を策定いたしましたけれども、結果的にはこの

振興計画案は議会や地元説明会では理解が得られ

ませんでした。結果的には白紙撤回ということに

なった経緯がございます。教育委員会といたしま

しては、このことを重大に受けとめておるところ

でございます。



この課題につきましては、引き続き第２回の教

育問題審議会において審議をしていただく予定で

あるということは先ほど答弁をいたしましたけれ

ども、答申をいただいた後に策定予定の泉南市教

育改革プランが議会あるいは市民の皆様方に理解、

納得いただけるように慎重に進めてまいりたいと

いうふうに思っております。

それから、幼稚園の一部民営化ということにつ

いてどのように考えるのか、御質問がございまし

た。御承知のように、保育所の民営化につきまし

ては、庁内組織であります泉南市公立保育所民営

化等検討委員会において検討をされております。

この検討委員会におきまして、公立保育所の幼保

一元化も含めまして民営化を検討中でございます。

一方、教育委員会におきましては、先ほどから

答弁をいたしておりますように、教育問題審議会

の中で公立幼稚園統廃合問題とあわせて幼保一元

化について審議をしているところでございます。

今回の審議会の諮問事項の中には、民営化とい

う内容は含まれておりません。幼保一元化の議論

の中で民営化という議論も出てくるとは思います

けれども、諮問事項の中に入っていないというこ

とで御理解を賜りたいと思っております。

以上でございます。

○議長（堀口武視君） 馬場都市整備部長。

○都市整備部長（馬場定夫君） 議員質問の財政問

題のうち、単独再建に向けた財政施策、公共事業

についての今後の取り組みについての御質問にお

答えいたします。

信達樽井線、砂川樫井線、市場長慶寺砂川線の

平成１６年度の事業費につきましては、今議会に

審議をお願いしております補正予算を含めますと、

これら３路線の予算といたしましては、１２億３

２９万円、１億９，６７５万円、１億８，４５５万円

の合計１５億８，４５９万円となります。また、平

成１７年度の予定といたしましては、９億６，６７

０万円、１億３，７５０万円、１億５，０３２万７，０

００円の合計１２億５，４５２万７，０００円を予定

しております。

これらの３路線につきましては、事業認可を取

得して事業を行っている路線であり、将来の泉南

市の都市基盤を形成する非常に重要な都市計画道
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路事業として、財政状況が非常に厳しい中でござ

いますが、今後ともコスト削減に努めながら執行

してまいりたいと考えておりますので、よろしく

お願いいたしたいと思います。

○議長（堀口武視君） 北出議員。

○１２番（北出寧啓君） 今、最後の質問から入り

たいと思います。

道路事業の、これだけ財政崩壊している中で、

街づくりの基本的な道路を建設するのが市長の基

本的な考え方で、それはそうだと思うわけですけ

れども、例えばこれで今１つ整理しておきたいの

は、イオンの税収をどれぐらいに見ていらっしゃ

るのか。その結果、これはいろいろ試算の方法が

あると思うんですけれども、課によっては２億円

だとかあるいは３億円だとかあるいは４億円だと

か、ということで交付税との関係もあって、一体

どれぐらいの税収を予想されるのか、改めてお聞

きしたいと思います。

それと、それに伴って現在東拓工業が田尻町に

移転しております。ここで税収もかなり減額にな

ってきている。スカイシティは当分あそこで営業

を続けるというようにちょっと伺ってますけれど

も、東拓工業なりスカイシティが完全に撤退しま

すと、これの税収減というのはどれぐらいになる

ものか。例えばりんくうタウンの開発とそこのい

わゆる内陸部の撤退ということで、従来信樽線に

イオン税収を充てるということでしたけれども、

それを相殺すれば一体いかほどが充てられるのか、

その辺を第一にお聞きしたいと思います。

それと、この基盤整備事業という基本道路の建

設というのは、それは当然意義深いことなんです

けれども、やっぱり私ずっと主張さしていただき

ましたように、教育予算が余りにも少ないし、こ

こ２０年、３０年、新校舎建設等が全くないと。

実際雨漏りとかひどいという状況で、私は統廃合

を考えてる意味もそういうことがございまして、

いわゆる耐震性を持った補修・修繕費なんて莫大

な費用、補助金が余りつかないということになり

ますんで、やっぱり統廃合を含めた形で大きな新

校舎を考えていくべきではないのか。そして、子

供にとって豊かで快適な学校生活をしてもらうべ

きではないか。



そういうふうな枠組みがいまだに提起されてこ

ないということに、非常に疑問を感じております。

この辺が教育長なり市長なりどのようにお考えな

のか。稲留さんの時代は、校舎の建設がかなり大

規模に広域的に進められて、教育予算がかなり巨

額になってました。それはもちろん、建物という

ことで教育予算が巨額になってるということで、

それからもうずっとずっと減額の状態が来ており

ます。これが２０年ぐらいの経過であります。

改めてその問題も含めて、教育予算あるいは統

廃合を含めた子供たちのための校舎建設について

お考えを示していただきたい。今まで計画がほと

んど表へ出てこないということが問題なんです。

道路計画は出てくるけれども、校舎建設は全く出

てこないということが、やっぱり泉南市の私の申

します教育が一番大事なんで、特に財政破綻を起

こしたら何をやるかというと、やっぱり子供たち

の教育だと。これが基本だと思いますので、それ

を踏まえた御答弁をお願いしたいと思います。

○議長（堀口武視君） 梶本教育長。

○教育長（梶本邦光君） 今、世界的に教育のあり

方が国家の将来を左右するということで、非常に

国家的なプロジェクトということで教育改革がい

ろんな国で進められていると。日本におきまして

も、従来の教育制度がかなり疲弊をしてきている。

だから、教育改革をする必要があるということで、

新しい指導要領あるいは完全週５日制というよう

な新たな教育改革が日本においても進められてる

ということでございまして、泉南市におきまして

も教育問題審議会を中心に新たな答申をいただい

て、教育改革推進プランを泉南市の教育改革案と

いうことで進めているところでございます。

今、議員おっしゃいましたように、私も教育長

としてこういった新しい時代の教育を進めていく

に当たっては、やっぱり快適な教育環境で子供た

ちに勉強を、教育活動をさしていきたいと、こう

いう願いはもう強く持っていると自分では自負を

しているところでございます。今の子供たちある

いは保護者のニーズに合ったそういった教育環境

の創造をしていければいいなということは、強く

思っておるところでございます。

ただ一方、非常に厳しい泉南市の財政状況がご
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ざいます。そういった新たな校舎建設をできるよ

うな体力が現在のところはないんではないかとい

うふうに思っておりまして、今非常に老朽化した

校舎等々につきましては、教育総務の方で教育活

動に支障がないような範囲で修理、営繕等をやっ

ているところでございまして、今のところ、いろ

いろそういったことで老朽化した校舎にいろんな

メンテナンスを施しながらやってきているという

状況でございますので、御理解をいただきたいと

いうふうに思っております。

○議長（堀口武視君） 金田総務部次長。

○総務部次長（金田俊二君） 税収について御答弁

申し上げます。

イオンモール関連税収といたしましては、実質

として１億１，８００万円から９，８００万円ほどを

見込んでいるところでございます。また、内陸部

の撤退した場合の税収につきましては、土地とか

建物がある限りは所有者に課税されるわけでござ

いますが、新たに進出した場合にはそういう課税

になると思います。詳細については、まだ建物等

残ってるところがございますので把握してござい

ませんけども、そういう手順としては、新しく企

業が進出したところに課税がされるということで、

建物がある限りはその所有者に課税するというこ

とでございます。

○議長（堀口武視君） 大前財務部長。

○財務部長（大前輝俊君） 先ほど御質問の中で、

２社が撤退したらどうかということでございます

が、固定資産税等につきましては一切影響はない

ということです。ただ、法人市民税については減

収になるということで、影響額も少ないのではな

いかと考えております。

○議長（堀口武視君） 北出議員。

○１２番（北出寧啓君） 議論が並行するんで、ち

ょっと錯綜しますけれども、法人市民税の減額が

どれぐらいなのか。一応建物が残ったら固定資産

税等出るわけですけれども、ただやっぱり企業の

支払い能力がないと。例えば最悪の状態になった

場合どうなんだということを考えていただきたい

というだけで、それは実際現実化するかどうか別

問題として、最悪の場合も我々は政治責任がござ

いますので、やっぱり最悪の場合を想定した答弁



をいただきたいと。なければ後ほど答弁していた

だいて結構です。

それと教育長に申し上げたいのは、やっぱり統

廃合というのは積極的な意味を持たせなきゃなら

ないわけで、財政破綻だから統廃合じゃなくて、

先ほど申し上げたように、だから今そういう老朽

校舎をもう修理、修理しながら足りない予算でや

っているんじゃなくて、新たな展開を図るといっ

たら、統廃合といったらそういうことも含むわけ

ですよ、新校舎をつくって。

それと、別に幼稚園の民営化は考えなくてもい

いわけですけれども、ただ民でやってるところを

補助をもっとして、やっぱり民と公との競合の中

で新しい時代を担っていく子供たちをつくってい

くと。そういう意味ではいい意味での競争という

のが、緊張というのがなければ、教育というのは

展開できないと思いますので、その辺でお考えい

ただきたいと思います。

新校舎に関しては、今現状はそうなんですよ。

でもこれからつくろうという、統廃合も含めてや

るんだったら、やっぱり新校舎をつくって新しい

建物を建てて教育をやっていくんだということを

きちっと言明していただきたいと。ちょっとそれ

をお答えください。

○議長（堀口武視君） 梶本教育長。

○教育長（梶本邦光君） 統廃合問題につきまして

再度御質問がございましたので、お答えをさして

いただきます。

先ほど答弁をいたしましたように、統廃合問題

については、泉南市の行財政改革という視点のみ

で議論をしているわけではございません。もっと

積極的な意味で子供たちの健全な成長、発達のた

めの統廃合はどうあるべきか、あるいは全市的な

視点、保幼一元化の視点と、そういった意味で統

廃合を考えていきたいというふうに思っておりま

す。

やっぱり泉南市の将来を担う大事な宝である子

供たちでございますので、この将来を担う子供た

ちが心身ともにたくましく、そして学力もきちっ

と伴った、そういった将来を切り開いていくに足

る子供たちを育てていくための教育改革、統廃合

ということで考えてまいりたいというふうに思っ
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ておりますので、御理解いただきたいと思います。

○議長（堀口武視君） 大前財務部長。

○財務部長（大前輝俊君） ２社の法人市民税のこ

とですが、今ちょっと急に御質問でございますの

で、また後ほどということでお願いできたらと思

います。

それと、固定資産でございますが、不動産賃貸

ということで貸しているようでございますので、

その賃貸業を営んでいる法人がまた新たな事業展

開を図っていかれるということも模索されている

というのは聞いておりますので、新たな事業展開

を図られまして、そこに課税、当然所有者に課税

していくという方法になるということでございま

す。

○議長（堀口武視君） 北出議員。

○１２番（北出寧啓君） やっぱり我々はリスクも

プログラムを考えた上でやっていかなきゃならな

いと思うので、慎重を期したいと思うので、そう

いう質問をさしていただきましたけれども、もう

１つさっきの試算の問題なんですけども、１億云

々ということがございましたよね。

私は自分で計算したんですけれども、例えば税

収がりんくうタウン関連２億５，０００万と算定し

てましたら、大体８，５００万円ぐらいになるんで

すよね、市の収入がですね、増収がですね。４億

５，０００万とすれば市の増収が一応１億３，５００

万ということで、５，０００万ぐらいの開差がある

んですね。

これは統計的数字をどう読むか、あるいは戦略

的にどう判断するか、あるいはどういう展望を持

つかによってかなり異なってくると思うんですよ

ね。その辺が部局ではかなりばらばらだと思うん

で、これは一番低いところの２億５，０００万とい

うことになると８，５００万円、それで最悪を考え

たら、東拓とスカイシティが撤退して、固定資産

税等がやっぱりかなりきつい状況になってくると、

これを信樽線に充てるという構想がちょっとおか

しくなってくるんじゃないかと。その危険性だけ

は一応踏まえた上で戦略を立てていただきたいの

で、その辺をちょっと御説明をしていただきたい

と思います。

○議長（堀口武視君） 金田総務部次長。



○総務部次長（金田俊二君） 私どものしたシミュ

レーションでは、その時点で一番予想されるシミ

ュレーションをいたしておりますので、この数字

については、予測としては今の段階では正しいも

のと考えております。

年間税収につきましては、１年間でイオンモー

ルとそれに伴う会社も合わせまして、３億２，２０

０万円から３億２００万円の範囲を定めての算出

でございます。

以上でございます。

○議長（堀口武視君） 北出議員。

○１２番（北出寧啓君） 難しいのは、財政破綻の

中でやり方というのは、今全国の標準類似団体よ

りも数字上１０億円余り徴収率が低いと。これは

単に行政責任だけではなしに市民責任もあります

けれども、その問題をどうするんか。で、人件費

をどう削減するのか、あるいは公共事業をどう削

減するのかと、この３つぐらいしか手段はないと

思うんですよね。

今お聞きしますと、信達樽井線、砂川樫井線、

市場岡田線は、これは継続としてやっていかれる

というふうなことでお聞きしておりますので、そ

うするともう人件費の削減しかないということに

なるわけで、そうなると統廃合問題を含めて、現

業職を含めて、一定の戦略的な、もうこれほんと

５年ぐらい前から立てていかなきゃならない問題

が、今合併がつぶれてこういう形で急遽という形

になってきてるわけですけれども、その辺を最終

的にどう判断されるのかというのをお答えいただ

きたい。

だから３つありますよね。もう一回言います。

公共事業を削減するか、人件費を削減するか、あ

るいは徴税行為をもっと深めるか。恐らくその中

でどれを主眼にするのかということに政治選択と

してはなると思うんです。その辺をお答えいただ

きたい。

もう一度だけ言いたいのは、やっぱり統廃合を

含めた新庁舎建設とか、こういうのは国庫補助金

がかなり入ると思うんですけども、財政崩壊の中

で新校舎云々というのは、夢物語と言われるかも

わからないですけども、やっぱり子供たちが一番

大事なんで、そういうことも含めて４点の上でど

－６７－

ういう選択をされるのかということをお聞きした

いと思います。

○議長（堀口武視君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） 数点御指摘がございました。

公共事業につきましては、泉南市の場合は非常

にそういう華やかな箱物というのは今までつくっ

ておりません。あいぴあ泉南はつくりましたけど

も、これは福祉の中核ということで必要施設とい

うことでございます。

あとは基盤整備ですね。道路、公園、下水道、

こういう形でやってまいりました。相当進んだと

いうふうに思っております。なお、継続中の事業

がございます。先ほどの３路線あるわけでござい

ますが、これもいずれも都市計画道路ということ

と、それから既に事業認可をとってずっと継続し

てやっている事業というのがございます。したが

って、基本的には進めていきたいというふうに考

えてます。

ただ、その中で、工事についてはできるだけコ

スト縮減、全体としては事業費縮減に努めていき

たいと。必要最小限の費用で建設、あるいは今回

の補償もそうでございますが、知恵を出した中で

できるだけ抑制していくということに努めていき

たいというふうに考えております。

一方では有利な財源といいますか、交付税カウ

ントのあります臨道債の適用とか、あるいは府貸

しの制度あるいは補助率を５０％を５５にしてい

ただいてるとか、そういう中で市の負担をできる

だけ少ないという形でやっていきたいと考えてお

ります。

それから、人件費の件でございますけども、こ

れは従来から職員組合の皆さんにも御協力をいた

だいて、かなり厳しい対応をさしていただいてお

ります。

ただ、今回の三位一体改革の中では、さらにこ

の人件費関係にもう少し厳しく対応をしていかな

いと、全体としての生の歳出ですね、補助金に伴

うんじゃなくて生水の部分がなかなか減らせない

という部分がございますんで、これは今後財政健

全化の見直しを含めまして関係団体とも協議をし

てまいりたいと考えております。

それから、教育の関係でございますが、教育問



題で今審議をいただいておりますので、余り立ち

入ったことは差し控えたいというふうに思います

が、この問題についてはやはり先ほど御指摘あり

ましたように、建設にはお金がつくと、補助です

ね。しかし、メンテナンスにはつかないという、

これをやっぱり変えていかないと、今までは建設

の時代、日本の人口も伸びていった時代なんです

が、それが今後減少していくという中では、新規

の建てかえとかいうのはなかなか難しい。

その中でいかに耐震を高めていくかとか、ある

いは今言われたような集約も含めてあると思いま

すが、そういうものにやっぱり国として補助をつ

けるか、あるいは三位一体改革の中で税源移譲を

きちっとして、自由な選択の中で各市町で選択を

していくか、どちらかだというふうに思います。

今は三位一体改革の方が優先されておりますか

ら、税源移譲をきっちりと受けて、そしてその中

で一般単独でしかできなかった事業もできるよう

なシステムに変えていかないと、なかなか今の厳

しい時代でこれからいろんな事業をやっていくと

いうのは難しい時代になってきているというふう

に思いますので、その辺はシステム改革を含めて

国の方にも要望をしていきたいと考えております。

○議長（堀口武視君） 北出議員。

○１２番（北出寧啓君） 教育長に再度お尋ねいた

します。

教育哲学をちょっと述べていただきたいという

ことで申し上げたんですけれども、演壇でも申し

上げたように、人権というのはずっとやられてき

たわけですけども、今後は人権が他者の人権とい

うことで、それは公共性ということにつながると

思うんです。

それが社会参画とか協働とか、そういう中で子

供たちが困難な時代をいかに、その生きる力の具

体的内容なんですよね。生きる力というのは、抽

象的ものは幾らでも逃げられるわけで、それが具

体的にどうなのか。やっぱり社会参画の中で子供

たちがどう生きて、その後社会に出て市民として

いかに自分の権利と義務を行使できるのかという

ことの話をしていかなきゃならないわけですね。

そういうことが公教育ではかつてやられたこと

はなかった。ちょうどたまたま今審議会が行われ

－６８－

て、議論が行われている。これはいわば民の議論

ですよね。公だけのじゃなくて、民の議論なんで

す。

この議論の結果を単に諮問機関じゃなくて、そ

れを受けとめて戦略的な将来像を描くために参考

にするということの必要性と、そこまでいくなら

ば、３月に言わしていただいたように、市民と教

員と教育委員会等々が同等の権利を持って学校運

営するという今後の方向性を明示的に打ち立てる

べきじゃないか。そこで新たな公共性の哲学を教

育委員会としては打ち立てる。

旧来、文部科学省、府教育委員会、市教育委員

会という形の系列的な縦割り行政がいまだに強く

残ってるのはここですから、これを突破しながら、

困難ですけれどもやっぱりみずからの教育委員会

の個々の判断で子供たちとともに、子供たちがし

っかり市民社会で生きられるような枠組みで施策

展開をやっていただきたいと思います。

少し答弁願います。

○議長（堀口武視君） 梶本教育長。

○教育長（梶本邦光君） 現在の子供たちの現状を

見たときに、今一番子供たちに必要とされている

力は何なのか。議員は生きる力を培う、はぐくむ、

こういうことが大事であるという御指摘でありま

した。生きる力ということについて、どのように

考えているのかという御質問でございますので、

お答えをさしていただきたいと思っております。

まず、生きる力ということについて、新しい学

習指導要領では、生きる力について次のように規

定をしてあると思います。

生きる力のある子供像ということにつきまして

は、確かな学力を持った子供たちということでご

ざいまして、その確かな学力ということにつきま

しては、知識や技能を身につけて活用する力、学

ぶことへのやる気あるいは意欲、自分で考える力、

判断する力、表現する力、問題を解決して自分で

道を切り開いていく力というふうに規定をされて

おるところでございます。

私は、こうした今言いましたようなことにつき

ましては、国際的な流れであるというふうに思っ

ておりますし、これが先生方を変え、授業を変え、

また評価を変えて学校も変えて生まれ変わってい



くんではないかなというふうに思っておりまして、

学力だけではなくて、生命を尊重する心であると

か、あるいは他者への思いやり、あるいは社会性、

倫理観や正義感、美しいものや自然に感動する心

と豊かな人間性をはぐくむということも生きる力

になるんではないかなというふうに思っておりま

して、こういった力を学校教育だけではなしに、

学校、地域、家庭、こういった三者がしっかりと

スクラムを組んで教育コミュニティをつくり上げ

ることによって、こういった生きる力がはぐくま

れていくものというふうに思っております。

学校だけではなくて、地域、家庭を巻き込んだ

教育のあり方ということを今後とも模索をしてま

いりたいというふうに思っております。

○議長（堀口武視君） 北出議員。時間がないので

簡潔にしてください。

○１２番（北出寧啓君） 提案ですけど、地域主権

の府政へというのは、これは大阪府がこの間出し

ましたけども、こういうわかりやすい改革プログ

ラムを図式的に出したらいかがじゃないかと。文

字だけでは、私もいつも言われるんですが、難し

くて読めないと言われるのと同じことを言われる

と思いますんで、市長ちょっと御答弁を。

○議長（堀口武視君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） 大阪府さんも今回そういう

形でやられております。もう少しわかりやすく、

お互いにわかりやすくなるようにしたいと思いま

す。

○議長（堀口武視君） 以上で北出議員の質問を終

結いたします。

次に、２１番 真砂 満君の質問を許可いたし

ます。真砂 満君。

○２１番（真砂 満君） グループ泉南の真砂 満

でございます。振り返ってみますと４年間の月日

はあっという間に過ぎ、今期最後の議会になって

しまいました。さまざまなことがあった４年間で

ありましたが、市民の皆さんに選んでいただき、

市議会議員として仕事をこれまでさせていただい

たことに感謝し、最終議会での一般質問に臨みた

いと思います。いつも時間が足りずに質問が中途

半端になり反省の日々でしたので、早速通告に基

づきまして質問をさしていただきます。

－６９－

初めに、市町村合併、第３次行財政改革、市民

参画・市民協働について質問をさしていただきま

す。

３市２町の合併議論は、過日の住民投票結果を

受け終結をいたしました。しかしながら、今日的

な財政問題や地方分権社会における行政のあり方

につきましては、単独を選択した自治体として、

合併を選択する以上に相当なる覚悟と決意、また

は実行力を持って推進していかなければならない

と考えます。

今回の質問では、第３次行革、市民参加・市民

協働を別項目として通告をいたしておりましたが、

すべてにおいて関連をいたしますし、時間配分的

なこともあり、一括して質問さしていただきます

ので、よろしくお願いします。

市町合併では、住民投票結果が正直あれほどの

差がつくとは予想だにしていなかっただけに、合

併推進をしてきた立場としてショックを隠せませ

ん。

結果として考えられる点は数多くありますが、

今ここでそのことについて言及したとしても仕方

のないことですので行いませんが、今後単独市と

して選択をした以上、泉南市として市民の皆さん

に現在の財政状況や行政執行状況などを十分に御

理解をいただき、今後間違いなく縮減される税源

の中での行政のあり方について真摯な議論が必要

であると考えます。

そういった中で、ほかの項目も含めて数点につ

いてお聞かせいただきます。

１つ目は、合併議論は今回の住民投票結果を受

け、今後一切行わないのかどうか。

２点目に、広域行政の追求により、効率化や住

民サービスの向上を図っていく考えはないのかど

うか。

３点目は、厳しい財政状況の中で将来像が描け

ない原因の１つである三位一体改革の今後はどう

なるのかが大変重要だと考えますが、地方への税

源移譲や補助金の削減がどのように推移していく

のか、お示しをいただきたいと思います。

４点目に、第３次行財政改革については、１５

年度決算を受けローリング案を早期に示すとのこ

とですが、平成１８年度の黒字化を行うためには



相当なる覚悟と実行力が伴わなければなりません

が、具体にどのようにしていくのか、お示しをい

ただきたいと思います。

５点目、これまで行ってきた行革による削減策

は、既に限界に達している感がありますので、収

入増について真剣に今後考えていかなければなり

ません。泉南市として独自の自主課税権がどのよ

うに持てるのかどうかよくわかりませんが、仮に

そういった手法がとれるのであれば、職員の皆さ

んの優秀な頭脳で考えていくべきであると考えま

すが、いかがでしょうか。

６点目、私は自主課税権とはいかなくとも、例

えば現在の市街化調整地域の用途を変更すること

により宅地並みの課税を行い、商工業の張りつき

を推進していくことにより、まちの活性化にも寄

与する可能性が秘められているのではないかと考

えますが、いかがでしょうか。

７点目、ほかにも公社や市有地などの遊休地を

売却やリースすることによる収入確保もとらざる

を得ないと考えますが、どうでしょうか。

８点目、財政状況により何でもかんでも市役所

で行うことができなくなり、地方分権法により自

分たちのまちは自分たちの手によってつくってい

くという時代になりました。

これからの街づくりを考えていくとき、市民参

加・市民協働という観点を抜きにしては、地方自

治や住民自治は語れないと痛感をいたしておりま

す。市長も常々そういったことについて言及され

ておられますが、具体にどういったことを考えて

おられるのか、お示しをいただきたいと思います。

次に、大綱２点目のごみ収集についてお尋ねを

いたします。

さきの議会で、事業系一般廃棄物の取り扱いに

ついて行政側から御答弁をいただきました。現在

直営で行っている３６カ所の公共施設のごみ収集

のあり方について、条例に基づき該当する施設に

対し指導を行い、現行体制の変更を速やかに行う

ものであったと認識をいたしております。

私は、民間業者を指導する立場である行政がま

ず法律や条例を遵守しなければならないと考えて

いますし、行政が法や条例を逸脱することにより、

結果として民業を苦しめているとするならば、も

－７０－

ってのほかであると考えます。

今回、行政も非は非として率直に認められ、速

やかに改善されるとのことですので了としたいと

思いますが、改善後そこに従事していた仕事量が

軽減されるわけですので、市民の皆さんの要求が

強いペットボトル回収を現行の月１回から２回に

ふやすことができないのかどうか、お尋ねをいた

します。

また、以前現場職員の提言で独居老人などに対

する福祉サービスを清掃課としての観点で寄与で

きないのかということが出されていましたが、そ

の後そういった議論がどのようになったのか、お

示し願いたいと思います。

３点目に、市営住宅についてお聞きしたいと思

います。

市営３住宅は、特段の配慮の中、譲渡するとい

う方針が出されました。長い歴史の中で、譲渡の

形で円満に解決できる方向性が出たことは喜ばし

い限りでありますが、すべての住民の皆さんがこ

ぞって譲渡を受けるには余りにも時間の経過が過

ぎてしまいました。そういった状況の中、譲渡に

当たってはさまざまな問題点があろうかと思われ

ますが、すべての問題点を解決するに当たって、

まず基本的な合意点を見出すことが大切だと考え

ます。

その１つが、譲渡する金額であり、譲渡される

金額に対する借り入れの問題ではないだろうかと

考えます。国は時価の１００％を基本として譲渡

する方針であると聞きますが、１点目に、大阪府

や泉南市はどうなのか。また、２点目に、借り入

れに対して泉南市としてどのようなサポートをす

る用意があるのか、お聞きしておきたいと思いま

す。

次に、市営住宅の２点目として、これまでの同

和向け住宅の一般公募について、現在どのように

なっているのか、お示しいただきたいと思います。

また、２つ目に、市営宮本住宅の建てかえ問題

は、厳しい財政状況の中での変更はないのか、な

いとすれば今後どのようなスケジュールで進むの

か、お示しいただきたいと思います。

以上、言葉足らずの質問ではありましたが、大

綱３項目について御答弁をよろしくお願いをいた



します。

最終議会ということもあり、できる限り前向き

な答弁を引き出して、私自身選挙戦を少しでも優

位に戦いたいと勝手に思っております。どうか心

優しい理事者の皆さんでございますから、御答弁

よろしくお願い申し上げまして、壇上からの質問

を終わらしていただきたいと思います。時間があ

りましたら自席で再質問をさしていただきます。

○副議長（井原正太郎君） ただいまの真砂議員の

質問に対し、理事者の答弁を求めます。向井市長。

○市長（向井通彦君） 私の方から、市町村合併に

かかわる関連の質問で１番について御答弁を申し

上げます。

８月２２日に実施しました住民投票の結果、反

対多数となり、合併協議会から９月１日に離脱す

ることを申し入れをいたしました。私としては、

非常に残念に思っているところでございます。３

市２町の枠組みでの合併の議論は、この９月３０

日の合併協解散をもって一たん白紙になるという

ことでございます。

しかし、これからの国と地方のあり方、あるい

は国の、あるいは都道府県の市町村の財政を考え

た場合、やはりこれからはもう少し大きなといい

ますか、しっかりした自治体の方向に向いていか

ないとなかなか乗り切っていけない時代が来ると

いう危機感は、前から言っておりますように持っ

ております。

したがいまして、今回の一定の結論については、

来年３月で失効します非常に有利な合併特例法を、

これの失効を迎えざるを得ないということになっ

ております。次の合併特例法が５年間に限って、

特例債はございませんが、地方交付税は保証する

という内容でスタートされるということになって

おります。

したがいまして、今後のいろんな国と地方の関

係のあり方、あるいは三位一体改革の行方、そし

て国や地方の財政問題、これらを総合的に判断を

して再び合併の議論が展開される時期もあろうか

というふうに思いますが、現時点ではこの９月末

をもって解散という時期でございますんで、単独

市で生き抜いていくという選択になります。

ただ、この中では合併には至らないけれども、
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できるだけこれを機会に３市２町いろんなデータ

の収集もできましたし、比較もできました、課題

も抽出いたしました。これらの中で単独でやる部

分もあると思いますが、共同して対応していくと

いう、いわゆる広域行政の中でやっていった方が

より効率的あるいは効果的であるということもあ

ろうかというふうに思いますので、そういうもの

については、また近隣の市町とも協議をして、市

民のためにそれの方がプラスであるというならば、

そういうことの検討もしていきたというふうに考

えております。

いずれにいたしましても、今回一応単独市とい

うことで法期限を迎えるということでございます

ので、それに見合った行政運営をしていかなけれ

ばいけないというふうに思っておりまして、肝に

銘じてこれからの市政運営を行ってまいりたいと

考えております。

○副議長（井原正太郎君） 大前財務部長。

○財務部長（大前輝俊君） それでは、真砂議員さ

んの３点の御質問について御答弁さしていただき

ます。

まず１点目で、税源移譲と補助金削減の推移に

ついてということでございますが、国と地方の税

財政改革いわゆる三位一体改革につきましては、

国庫補助負担金の廃止・縮減、地方交付税の見直

し・縮減、国から地方への基幹税を基本とした税

源移譲の３つを一体的に進めるものとして示され

ております。

平成１６年度につきましては、公立保育所負担

金、地方交付税、臨時財政対策債などで約７億円

が減少し、一方税源移譲については、当面の措置

として所得譲与税約１億円が交付されるにとどま

っているのが現状です。

改革の初年度である平成１６年度は、国の財政

再建のみを先行させた地方分権改革にはほど遠い

内容であり、国と地方の信頼関係を著しく損なう

結果となっております。

このような中、６月４日に政府から三位一体の

改革に関連して、おおむね３兆円規模の税源移譲

を行う前提として、地方公共団体が国庫補助負担

金改革の具体案を取りまとめることを要請され、

全国市長会・知事会などの地方６団体は、国との



信頼関係を確保するため、平成１７、１８年度に

おける３兆円規模の税源移譲に見合う国庫補助負

担金廃止の具体案を取りまとめ、８月２４日に提

出するとともに、国と地方６団体との協議機関を

設け、改革の具体策について誠実に協議を行うこ

とを改革の前提条件といたしました。

提案の主なものにつきましては、税源移譲対象

補助金の規模が約３兆２，０００億円程度となって

おり、その移譲対象補助金の内容としましては、

経常的な国庫補助金が約６，０００億円、経常的な

国庫負担金が約６，０００億円、施設整備に関する

国庫補助金が約６，０００億円、公共事業等投資的

な国庫補助負担金が約６，０００億円、義務教育費

国庫負担金が約８，５００億円などとなっており、

一方税源移譲につきましては、個人住民税の１０

％比例税率化により、所得税から住民税へ３兆円

程度の移譲、ただし財源の乏しい団体につきまし

ては、地方交付税の算定を通じて確実に財源措置

を行うよう一定の配慮を求めるものとなっており

ます。

これを受けて政府は、三位一体改革に関し、国

と地方の代表による協議機関を設置し、年末の予

算編成に向けて補助金削減の具体案並びに税源移

譲の内容を盛り込んだ全体像をまとめる予定とな

っております。

また、この時期につきましては、本市の新年度

の予算編成の時期とも重なるということもござい

ますので、本市の予算編成に影響が出ないよう、

今後情報の把握に努めなければならないと考えて

おるところでございます。

次に、財政健全化に向けた取り組みでございま

すが、財政健全化計画につきましては、平成１０

年度以降赤字決算が続いたことから、平成１４年

９月に財政収支の黒字転化のみならず、財政構造

の改革を目指し策定いたしましたが、平成１４年

度決算において、健全化計画との間に乖離が生じ

たことから、昨年９月に計画のローリングを行っ

たところでございます。

しかしながら、この後、国と地方の税財政改革

として三位一体の改革が打ち出され、平成１６年

度では約６億円程度の影響が出ております。この

影響額については、健全化計画に見込んでいない
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ことから、計画達成のためには再度ローリングを

行うことが必要となってまいりました。

ローリングにつきましては、三位一体の改革の

影響が大きなことから、現在それを埋めるべく健

全化の取り組み案を検討しているところでありま

すが、項目的には他市の健全化への取り組みも参

考にさらなる人件費の削減、アウトソーシングの

推進、また使用料、手数料の改正あるいは施設の

運営のあり方など、聖域を設けることなく、相当

気を引き締めて健全化への取り組みを進めていか

なければならないと考えております。

次に、増収に向けた対策のうち、自主課税権に

ついてでございますが、法定外税の検討について

でございますが、地方自治体がみずからの判断と

責任において課税自主権の活用を図るという点で、

地方分権の推進に資するものと考えておりますが、

追加的な税負担を求めることについては、市民の

皆さんの十分な理解が必要であり、今後課税目的

や課税の効果等につきまして、先進都市の事例を

も参考に調査研究をしてまいりたいと考えており

ます。

以上でございます。

○副議長（井原正太郎君） 津野財務部参与兼行財

政改革推進室長。

○財務部参与兼行財政改革推進室長（津野和也君）

私の方から、市民参加・市民協働について御答

弁を申し上げたいと思います。

お示しのとおり、これからの市政にとりまして、

市民と行政が役割分担を行い、互いに協力してと

もにまちづくりを行っていくということは、非常

に重要であると考えております。

そのため、これまでからＡＢＣ委員会を初めと

して多方面から各種の事業に市民の参加をいただ

いておりますが、今年度は新たに子ども安全パト

ロール隊を結成し、パトロール員の皆様が子供た

ちの通園、通学の安全確保に御協力をいただいて

いるところでございます。

また、道路、公園などの管理を地域住民との協

働により行い、市民が身近な公共施設に関心を持

ってもらうことで、適切な管理の推進と住民自治

の意識醸成にもつながるものではないかとの考え

で、アドプト制度の導入を検討してまいりたいと



考えておるところでございます。

地域社会には、区、自治会、ＮＰＯ、ボランテ

ィア団体などさまざまな公共の担い手が存在し、

こういった市民との協働のための制度等を構築す

ることで、市民や活動団体に対して正しい情報を

提供し、ともに考え、ともに行動することで、限

られた財源の有効活用と自立した地域社会を目指

した健全なまちづくりを進めてまいりたいと考え

ておりますので、よろしくお願い申し上げます。

○副議長（井原正太郎君） 馬場都市整備部長。

○都市整備部長（馬場定夫君） 私の方から、御質

問の第３次行財政改革についてのうち、市街化区

域及び市街化調整区域の区域区分の変更について

お答えいたしたいと思います。

市街化区域の編入方針につきましては、基本と

なる考え方といたしまして、現在の市街化区域及

び市街化調整区域の設定を基本として、都市計画

区域の整備、開発及び保全の方針、都市計画区域

マスタープランの考え方と整合を図り、市街化区

域内の低未利用地の状況や建築物の密度構成の動

向などを総合的に勘案しまして、エネルギー効率

を踏まえた適切な市街地の配置を検討した上で、

既成市街地の再整備や現行市街地区域内の空閑地

の整序等を図り、計画的かつ良好な市街地整備に

努めるとともに、森林、農用地等については農林

業の進行や自然環境の保全の観点から、良好な保

全に努めるというものであります。

このような考えの中、具体的な市街化区域への

編入方針といたしましては、現行市街化区域と連

担している区域では、３点にわたります１点目と

しまして、既に市街地を形成しているか、または

道路等都市基盤整備が完了している区域。２つ目

としまして、土地区画整理事業等により計画的開

発を行う区域。３つ目といたしまして、幹線道路

の沿道で、周辺土地利用状況等から見て、計画的

市街地の形成が確実な区域となってございます。

また、飛び地の区域では、おおむね５０ヘクタ

ール以上の一団の土地の区域では、既存集落地等

や土地区画整理事業等により計画的開発を行う区

域。また、２０ヘクタール以上をめどとした一団

の土地の区域では、役場周辺等の既成市街地で計

画的な市街地整備を確実に行うなどの区域となっ
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てございます。また、公有水面埋め立て事業によ

る区域では、事業実施中及び事業が完了した区域

となってございます。

以上のような都市計画の基本的な方針がある中、

本市におきましては、市街化区域内の多くの空閑

地を抱えている点等を勘案しますと、まずこれら

の整序等を図らなければならないと考えておりま

す。

しかしながら、具体的に市街化編入方針に整合

するような部分につきましては、５年に一度の見

直しの際に検討すべきかと考えておるところでご

ざいます。

なお、これまで市街化区域への編入の事例とい

たしましては、議員も御承知のとおり、平成１２

年度におきまして、都市計画道路の泉南岩出線の

大阪側沿道で、樽井、馬場にわたる地域を地区計

画決定いたしまして、沿道地区としてふさわしい

市街地環境を形成するため実施しております。

続きまして、都市整備部所管の部分について御

答弁させていただきます。

市営３住宅について御答弁を申し上げます。

市営３住宅につきましては、覚書に沿いまして

問題の早期解決に向け、大阪府を通じ国土交通省

に強く働きかけを行ってきたところ、国も一定理

解を示し、先般定期借地については認められない

が、譲渡について一定の条件を付し、譲渡を認め

る旨の見解が出され、府としても譲渡の方向で協

議する旨の方向性が示されてございます。

本市といたしましてもこれを受け、現在譲渡の

ための諸条件の整理とともに、市営住宅用地の境

界・面積確定するための用地測量業務に着手して

いるところでございます。

今後これと並行し、協議を重ねながらさまざま

な検討課題の整理等に取り組み、双方が早期の合

意形成に努めるとともに、必要に応じ国・府とも

その都度協議調整を行い、諸問題の解決に向け努

力してまいりたいと考えております。

次に、市営住宅問題につきまして、市営住宅の

公募入居及び宮本住宅の建てかえ問題について御

答弁を申し上げます。

前畑・宮本住宅の募集につきましては、一定の

条件整理が整ったことにより、本年１０月より対



象地域を全市域とした住宅困窮度評定募集を導入

するものでございます。

入居の選考に当たりましては、住宅に困窮する

実情を十分調査した上で、公平性、透明性を重視

し、公開抽せん方式で困窮度の評点に応じて抽せ

んの優遇倍率を設け実施するものでございます。

次に、宮本住宅建てかえについてお答え申し上

げます。

宮本２号棟・３号棟につきましては、さきの泉

南市営住宅ストック総合活用計画における建てか

え方針を受けまして、１５年度より取り組んでお

ります。昨年は、基本計画によりたたき台として

計画の基本方針と概要を策定いたしました。本年

度においては、具体的な計画作成のための基本設

計を実施し、地元と基本的な協議調整を行ってま

いりたいと思っております。その後、１７年度に

おいては、実施設計の作成と入居者仮移転等々具

体的な協議を重ね、１８年度より工事着工にこぎ

つけたいと考えております。

何分大きな事業でございますので、今後、各方

面の方々の御助力、御指導を賜りながら事業を進

めてまいりたいと考えておりますので、よろしく

お願いいたしたいと思います。

○副議長（井原正太郎君） 池上都市整備部次長。

○都市整備部次長併土地開発公社事務局長（池上安

夫君） 私の方から、公社保有地等の有効利用等

につきまして御答弁申し上げます。

公社保有地の有効利用につきましては、暫定的

ではありますが、単年度契約で貸し出し、借地収

入を得る方針のもと既に実施をいたしております。

具体には、平成１５年度決算ベースで約３８０万

円の借地収入を得ております。今後も土地開発公

社の経営健全化指針との整合を図りつつ、土地の

有効利用の促進に努めてまいりたいと考えており

ます。

以上です。

○副議長（井原正太郎君） 梶本市民生活環境部長。

○市民生活環境部長（梶本敏秀君） それでは、私

の方から大綱２点目のごみ収集についてお答えさ

していただきます。

事業系一般廃棄物の公共施設の収集につきまし

ては、前回の定例会で御指摘を受けまして、現在
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関係機関と協議調整を行っているところでござい

ます。長年の慣例とはいえ早急に改善する必要が

あると考えておりますので、よろしくお願いした

いと思います。

ペットボトル等の収集につきましては、ここ数

年その排出量が急増し、月１回程度の収集では交

通に支障が出たり、集積場所に入り切れないなど

の問題が発生してきております。また、各区や自

治会などからもその旨の要望が寄せられており、

早急に対処しなければならないというふうに考え

ております。

収集日程や収集コース等を変更する必要が生じ

ることから、市民への周知のため、広報やカレン

ダーの作成、資源ごみ袋の追加配布などさまざま

な作業が残っております。現在、清掃課におきま

して、１７年度より月２回の収集を実施する方向

で検討しておるところでございますので、よろし

く御理解いただきたいと思います。

また、独居老人等へのサービスということでご

ざいますけれども、不燃ごみの電話申し込みの際、

独居老人の方や障害を持った方々からさまざまな

相談や要望をお聞きする中で、もっと社会福祉と

連携を持って市民サービスができるのではないか

と考え、現在検討しております。今後、関係機関

とも早急に協議をし、なるべく早い時期に実現し

てまいりたいというふうに考えておりますので、

よろしくお願いしたいと思います。

以上です。

○副議長（井原正太郎君） 真砂君。

○２１番（真砂 満君） 今回は約３０分ほど時間

がありますので、再質をゆっくりさしていただき

たいと思います。

ただ、いつも思うんですが、丁寧な答弁であり

がたいんですけども、できるだけ聞いたことに的

確にお答えをいただきたいし、経過等につきまし

ては、その経過を踏まえて質問をしているんであ

りますから、その経過については削除していただ

いて、答えだけのやりとりをできるだけしていた

だきたいというふうに思いますので、よろしくお

願いします。

まず最初に、冒頭にも言いましたように、選挙

も近いですから、答えの引き出しやすい部分から



詰めていきたいと思います。最後の梶本部長から

いただきましたごみの問題ですが、今の御答弁を

聞いておりますと、事業系一般については、泉南

市の条例に基づいて適法に処理をするということ

でありますから、ペットボトルの収集とあわして

今の御答弁でしたら平成１７年、来年の４月から

それぞれに実施をされるということで承ってよろ

しいでしょうか。確認だけさしていただきたいと

思います。

○副議長（井原正太郎君） 梶本市民生活環境部長。

○市民生活環境部長（梶本敏秀君） 先ほどの件で

ございます。

現在、関係機関と協議しながら、早い時期に実

施するようにということで調整を行っております。

我々の方は、ちょっと予算を計上する立場にはご

ざいませんので、なるべく早くしてくれという形

での関係機関に調整を図っていると、こういうこ

とでございますんで、よろしくお願いしたいと思

います。

○副議長（井原正太郎君） 真砂君。

○２１番（真砂 満君） この４年間そうでしたん

ですが、やっぱり最終議会でも役所的な御答弁で

ございますね。

これからはそんなことじゃなくて、やることは

いつまでにちゃんとやるんだと。まず答えを出し

て、それに向けて行政が日々の事務執行をしてい

くということにしないと、ちょっとやっぱりスピ

ード感がなさ過ぎると思いますよ。

梶本部長の答弁の中では、来年４月からしてい

ただけるものだというふうに十分に理解をいたし

ておりますけれども、なかなか本会議場で言うて

しまうと大変やということがあって、多分おっし

ゃられないのかわかりませんけどもね、そんなこ

とじゃなくて、やっぱりきちっとお互いに目標に

向かってやることを決めたんであれば、それに向

かってきちっとやっていくということで、お互い

に確認していきたいというふうに思うんですね。

そういうやりとりが今後やっぱり必要やと思うん

です。そういうことでぜひともお願いをしたいと

思います。

あわせまして、清掃課職員みずからが自分たち

がやっている仕事の中身を問い直す中で、自分ら
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でできる福祉サービスというものがあるん違うん

かということで、独居老人に対する収集を通じた

サービス展開が図れないのかということで、これ

はもう多分４年ぐらい前からの話だったというふ

うに思うんです。

それが今回の御答弁の中でも、今後十分前向き

にというような御答弁でありますけれども、やっ

ぱり４年かけてなぜ今日まで同じなのか。ここな

んですよね。本当にいいことであれば、また役所

的にできることであれば、市民サービスにつなが

ることであれば、お金もかからないでいけるもの

であればどんどん、どんどんしていく、そういっ

たことが必要だというふうに思うんです。その辺

改めて、そういった観点で取り組まれるのかどう

か、お聞きかせいただきたいと思います。

○副議長（井原正太郎君） 梶本市民生活環境部長。

○市民生活環境部長（梶本敏秀君） ただいまの独

居老人に対する事業でございます。私もこれ４年

前ということは、今初めてお聞きしましたんです

けれども、私の考えの中では、これは職員の中か

ら自主的にこういう形で何か対応できないかとい

うふうなことを考えていたという部分をやはり高

く評価していきたい。そして、今回議会でこのよ

うな御質問がありましたので、何ていうんですか、

これを機会に一気にこの話を進めていけたらどう

かなというふうに思っております。そのようなこ

とですので、前向きにやっていきたい。よろしく

お願いしたいと思います。

○副議長（井原正太郎君） 真砂君。

○２１番（真砂 満君） 梶本部長には直接そうい

ったお話をしていなかったかというふうに思うん

ですが、やはり私は、この本会議場の中でもその

ことについてはもう数年前に申し上げております

し、今回と同じような答弁をいただいてます。

やっぱり大事にしたいのは、職員みずからがみ

ずからの仕事を問い直す中で、そういった提案が

出てきているということであります。やっぱり今

そういったことが大事だと思うんですね。それぞ

れの職場で、まずみずからの職場、今ほんとにこ

ういった仕事でいいのかどうか。いいことも悪い

ことも含めて見直す中で何かができないのか。実

際お金をかけなくても、住民サービス向上につな



がるものがないのかどうか。そういった知恵をぜ

ひとも発揮していかなければいけない。そのこと

が公務員としての存在価値が生まれるんだという

ことでありますから、ほんとに真剣に考えていた

だきたいなというふうに思いますので、言葉では

ない前向きにぜひとも御検討をいただきたいと思

います。

次に、住宅の問題に移りたいと思います。市営

３住宅の問題でございます。

今、馬場部長の方から御答弁をいただきました。

昨日、お二方の議員さんと一部言葉は違いますが、

同じような御答弁をいただきました。ありがとう

ございますとは、とてもじゃないですが、言えな

いというふうに思います。

私が聞いたのは、譲渡金額なり、その借り入れ

の問題について、そういった基本合意が必要では

ないのかという問いであったわけでありますから、

そういったことについてどうなのかということを、

お聞かせをいただきたいというふうに思います。

その前に、私もそうなんですが、行政の皆さん

もぜひともこの辺は考えていく必要があるという

ふうに思うんです。私も最初御報告を受けたとき

に、来年３月の円満解決に向けて定期借地ではな

くて譲渡の方向が出たということで報告を受けま

した。非常にうれしかったです。そういった方向

で出たということは、非常によかったというふう

に思います。

しかし、本当に出たから住民さんにとってすべ

て万々歳なのかといえば、決してそうではないん

だということを我々も含めて行政側も理解をしな

ければいけないんではないのかなというふうに思

います。譲渡やからええんやと、おまえらうれし

いやろというような姿勢では、決してだめだとい

うふうに思うんですよね。

なぜならば、譲渡を受けるにしても余りにも時

間の経過がたち過ぎたという事実であります。当

時は当然市との約束事の中で譲渡ということで要

求もありましたし、そういった方向性でこれまで

裁判も含めたいろんな行動展開がされてきたと思

うんです。

しかし、ここの局面に至って、それぞれの入居

者の年齢を考えたときに、いろんな問題が出てき
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てるのもこれまた事実でありますから、基本的な

部分の中で譲渡するんだからいいんだと。だから

というような姿勢で臨まれると、衝突しか生じな

いんではないのかなというふうに思います。

そういった意味で、私は冒頭にも言いましたよ

うに、少なくとも譲渡の金額であるとか、その金

額に対する借り入れの問題について、細かな部分

というのはさまざまあるというふうに思うんです

よ。でも、基本的な部分での住民さんとの合意形

成を図った中で、細部の問題を詰めていくことが

重要だというふうに思うんですが、その点につい

てはいかがでしょうか。

○副議長（井原正太郎君） 馬場都市整備部長。

○都市整備部長（馬場定夫君） 御質問の点につき

ましても、担当する者としては、基本的な部分に

ついては一定の国なり府が方針を示されましたの

で、この場がまず第一歩の部分で、入居者の皆様

とは基本的な部分については議員御指摘のように

早急に詰めていきたいと考えてございます。

ただ、借り入れ等につきましても、現実の部分

としまして入居者の皆様個々の状況等もお聞きし

た上で、銀行等の借入先につきましても相談なり

乗っていきたいと考えているところでございます。

○副議長（井原正太郎君） 真砂君。

○２１番（真砂 満君） こういった本会議場の場

で質問する私の方も、御答弁いただく理事者の方

もお互いに質問しづらい、御答弁いただきたい部

分というのは理解をいたしますし、理解をしてい

ただきたいんですけれども、やはり国とか府の一

定の方針、それは当然行政というものは法律に基

づいてすべて執行していかなければいけない立場

であります。これは重々にわかっておるわけなん

ですが、この３住宅の問題につきましては、いろ

いろな経過なり等があるわけでありますから、た

だ単に法がこうであるからということのみで縛る

のではなくて、その一方で法の拡大解釈というん

ですか、そういった部分についても十分に配慮を

する中で、住民の皆さんの要求にこたえられるよ

うな方策を考えていくということが非常に重要だ

というふうに思います。

それが譲渡の金額であったり、例えば借り入れ

の問題であったり、継承の問題であったりするの



かなというふうに考えております。

私自身、この本会議場に臨むまでに行政の皆さ

ん方とさまざまなお話し合いもさしていただいて

おりますから、その行政の皆さんの、担当職員の

皆さんの思い入れというか、思いやりということ

も十分に理解をいたしております。ただ、理解を

してるんですが、住民の皆さん方にそのことが十

二分に伝わらなかったら、対立しかないというふ

うに思うんです。

交渉でありますから、お互い交渉のテクニック

として、最初にばあんとけんかしてお互いに歩み

寄っていくというような交渉のテクニックも確か

にあるというふうに思うんですけれども、過去か

らの経過からすると、向井市長がおっしゃってる

ように、来年３月末までに、円満解決に向けて双

方が努力をしていくということの大目標がある以

上、そんな最初の変なテクニックを使うんではな

くて、お互いにもう腹を割って、ここはこうなん

だというようなことを十二分に話し合いをしてい

く、そのためにお互いが努力していくことも必要

だというふうに思います。

お話を聞いてますと、７月以降余り中身的な議

論がされていないというふうにも聞いております。

答弁としてはこの９月議会が終われば直ちに話し

合いをされるということでありますので、どうで

しょうか。きちっと９月のこの議会が終わった後、

本音で腹を割って話をされるおつもりなのかどう

か、最後に聞いておきたいと思います。いかがで

すか。

○副議長（井原正太郎君） 池上都市整備部次長。

○都市整備部次長併土地開発公社事務局長（池上安

夫君） 真砂議員の再度の質問についてお答えを

いたします。

まず、話し合いの関係ですけども、当然議会が

終わり次第、速やかにそういう場を設けたいとい

うふうに我々の方で思っております。

それから、譲渡の関係のことでございますが、

一言でいえばいわゆる適正価格でもって処理をし

ていくということで御理解をいただきたいと思い

ます。

それから、金融機関の問題等につきましても、

できる限りの関係機関との協調というんですか、
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その辺の努力をしていきたいと思っております。

それから、あと継承関係のことについての御質

問もございましたが、これは我々の方に書面で出

していただく中で審査をして対応するということ

が基本になると思います。

それから、作業がおくれているんではないかと

いうふうなお声があるんですけども、実際は我々

の方も現地の方は既に着実に進んでおりまして、

８月の９日には測量業者に委託業務を発注すると

いう形で終わっております。

現在は、いわゆる境界確定のための明示申請等

々、用地測量業務をどんどんやっておるという状

態でございます。ですから、近いうちに現地での

用地立会をいたしまして、それぞれの現況が把握

できまして、最終的には用地丈量図ができるとい

うことになります。

これは、土地の価格等の問題にも直接関係する

わけですけども、まず形状を把握できないとそう

いう作業に進めないということがございますので、

まず用地測量業務を最終的に仕上げるということ

に全力を傾注していくというのも並行してやらな

ければいけないと思っております。

以上でございます。

○副議長（井原正太郎君） 真砂君。

○２１番（真砂 満君） 今、御答弁いただきまし

た適正価格、そういったその適正とは何ぞやとい

う貴重な御答弁の意味を十分に私自身かみ砕いて

内に秘めておきたいというふうに思います。

いずれにいたしましても、目標値が来年の３月

末、これは市長がはっきりと明言をいたしており

ますし、お互いにそれに向けて努力をしていくと

いうことの再確認をしたいと思います。

ただ、今、原課の方で精力的に今後されていか

れると思うんですが、場合によれば局面、局面に

よれば中谷助役の方も、この問題については助役

になる以前から中身的によく御存じでありますか

ら、そういった中谷助役の出番も迎えて、解決に

向けて最大の努力をしていただきたいというふう

に改めて申し上げたいと思います。

次に、市町合併並びにそのもろもろについてお

尋ねをいたします。

市町合併について、また広域行政についての考



え方については、私は向井市長と全く同感であり

ます。ただ、今回の住民投票の結果が出ておりま

すので、そのことについてああだこうだと言うこ

ともいかがというふうに思うんですが、私は十二

分にそういったこれからの行政のあり方等につい

て市民の皆さんに理解をされる――どういうんで

しょうかね。情報も提供はしていたとは思うんで

すけれども、受け入れる側がそのことに一種の抵

抗感があったのかなというふうに思いますし、一

方で反対運動の方も非常に頑張っておられました。

このことは、賛成する側も見習うべきだったのか

なというふうに思うんですが、どうも反対された

グループのちょっと我々と、何ていうんですか、

次元が違うと言うたらまた怒られますので、その

尺度というか、その視点が随分と違ったのかなと。

その視点での話し合いというか選択となれば、負

けても仕方なかったのかなというような気が正直

いたしております。

ただし、私自身、反対をされた皆さん方ともい

ろいろ話をさしていただきました。ただ、重要な

のは、今後の街づくりにどうなんだと。これから

の地方行政がどうあるべきなのかということにつ

いては、さほどの差異はなかったように思います。

これまでの行政のあり方、このことについてやっ

ぱりメスを入れていかなきゃいかんと。

地方分権一括法が施行されて、やっぱり自分た

ちのまちは自分たちの手でつくっていくんだと、

このことについてお互いに異議がなかったように

思うんです。ですから、そういった基本的な基本

の部分をやっぱり大切にしながら、今後お互いに

議論を深めてあるべき姿を求めていかなければい

けないというふうに思います。

今、御答弁の中で、今回の優位な特例法の法期

限の中でとてもじゃないですができません。ただ、

引き続いて知事を中心として新たな法律が施行さ

れております。５年間という枠があるんですが、

ここに向かってどうなのかと、このことも一方で

は大事かなというふうに思います。

ただ、地方交付税の問題になりますと、首をか

しげざるを得ないような、ほんとに保証するとい

ってもなかなか今の国の担保が担保でなさそうだ

ということで、他の首長もそうなんでしょうけど
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も、議員さんの多くは、この国が言うている地方

交付税の担保そのものに首をかしげてる。

だから、積極性がないんだとよく言われてるん

ですが、これは疑うか疑わないかは別としまして

も、地方交付税が保証されるというのは、今の特

例債よりは若干落ちるにしても、保証していただ

けるというのは、これからの我々にとっては非常

に大きなメリットでもあるわけですから、向こう

５年間のそういった新しい法律ですね。その法律

の中で、向井さん自身が枠組みの変更も含めて、

３市２町で追い求めるんではなくて、もっと泉南

市民にとってよりプラスになる枠組みというのも

当然あるというふうに思うんです。

そういったことも見据えて展開を図っていくこ

とが重要かなというふうに思うんですが、そのあ

たりについてどうお考えなのか、お聞かせをいた

だきたいと思います。

○副議長（井原正太郎君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） 今回の法律は来年の３月で

失効します。その後、５年間の特例法が既に可決

されておりますから、来年４月１日から施行され

るということになっております。

これについては、特にさっき披瀝ありましたよ

うに、知事の権限をかなり大幅にふやしたという

こと、それと合併しても合併前の市町を一定その

名称を冠して行政区あるいはその他の取り扱いが

できるという比較的緩やかなといいますか、そう

いうことができるようになります。

ですから、この問題というのは、やはり根幹は

何度も申し上げて恐縮ですが、国と地方のあり方

論がそもそもの合併の議論の出発点だというふう

に思います。要するに地方分権をいかに受けてし

っかりとしてやっていくかということだと思いま

す。

そこに三位一体が乗ってまいりましたので、そ

の趣旨は合ってると思うんですね。ただ、三位一

体の方は減る分が非常に多くて、いただける分が

少ないというアンバランスはありますが、こうい

うことを踏まえますと、今後の動向を見きわめな

いといけませんが、やはりこの合併問題というの

はこれからの課題でもあるというのは間違いがな

いというふうに考えております。



ただ、今回は、３市２町という枠組みと、それ

から時期の問題あるいはその他いろんな使用料、

手数料もあったと思いますが、それが受け入れら

れなかったということでございますので、今後ま

たスタートラインに戻ってもう一度今後の地方自

治のあり方、泉南市のあり方をともに考えていき

たいと、このように考えております。

○副議長（井原正太郎君） 真砂君。

○２１番（真砂 満君） 確かに住民投票結果が出

て直ちにまた新たなことをすると、今議会でも向

井市長の政治責任がどうだということで言われて

おりますから、何の反省もないというふうにまた

言われるかもわかりませんので、一定ちょっと時

間をおいて、これからの泉南市にとってやっぱり

大事なんだということがお互いに認識をある程度

できる時期が一番いいのかなと。今後５年間です

けれども、時間が足らん、タイトだと言われんよ

うな形で議論していくことも大事かなというふう

に思います。

一方で広域行政、これは例えば消防とか桜ヶ丘

の学校の問題ですね。そんなんであるとか嫌悪施

設等々の問題で、広域的にやれば市民へのサービ

スも向上いたしますし、例えば消防でいくと消防

力なんかも向上されて、市民にとって非常にプラ

スな面が多々あるというふうに感じておりますの

で、そこらについても合併問題と並行して御協議

をいただけますように、よろしくお願いをしたい

というふうに思います。

加えて地方分権の時代になってきますと、御答

弁の中でもありましたように、自分たちのまちは

自分たちでするんですから、それに伴う税の問題、

財源の問題もやっぱり必要になってきます。

自主課税権、今、地方税の上位法律の中ででき

る範囲というのは、ごくごく限られているという

ふうに思うわけでありますけれども、これからそ

ういったことも緩和されてくる時代にも当然なっ

てこようかというふうに思いますし、そういった

ことの勉強も含めて、職員の皆さんの優秀な頭の

中で何ができるんだということも含めて、ぜひと

も考えていただきたいというふうに思います。

例えば、こんなことを言うと怒られるんかわか

りませんけども、最後の議会ですからまあええか

－７９－

なと思って言いますけれども、例えば宗教法人の

関係で、きちっとした宗教法人で課税するという

のは、これはいかがかなというふうに思うんです

が、拡大をされてされているような例えば施設で

あるとか、そういったことに対して例えば課税が

できないのかとか、そういったこともぜひとも考

えていっても――やる、やれへんは別ですから、

考えていくということからまずスタートをさせて

いくということも必要ではないのかなというふう

に思います。

それとあと、やっぱり縮減には一定の限界があ

りますので、税収増を図るためにどうするんだと。

今、調整区域の拡大の話もさしていただきました

けども、法律に基づく条件というのは確かにそう

あるというのはわかりますから、その答弁で結構

なんですけども、やっぱり既にもう違法建築なん

かしてもうちゃんと店も張りついているようなと

こ、だれが見てもあそこはやっぱり生活圏がきち

っとできて、今４つか５つ言われました事柄に対

してもある程度適法化されている、そういった地

域については積極的にやっぱり見直していくこと

も大事かなというふうに思いますので、よろしく

お願い申し上げまして、もう時間もございません、

意見にかえさしていただいて質問を終わらしてい

ただきます。

ありがとうございました。

○副議長（井原正太郎君） 以上で真砂議員の質問

を終結いたします。

１時１５分まで休憩いたします。

午後０時 ３分 休憩

午後１時１７分 再開

○議長（堀口武視君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。

次に、８番 奥和田好吉君の質問を許可いたし

ます。奥和田君。

○８番（奥和田好吉君） 皆さん、こんにちは。た

だいま議長よりお許しを得ましたので、大綱３点

にわたり質問したいと思います。

本題に入る前に一言。昨日、民主党の島原議員

より過分なるお言葉をいただきました。身に余る

光栄と存じております。４４年の長きにわたり議

会の中で君臨されてきた大先輩に対して、数々の



非礼をお許し願いたいと思います。歌の中に、散

る桜、残る桜も散る桜。きょうは少し厚めのハン

カチを用意をしてきましたけども、涙が出てきま

せん。なぜなのか、うれしくて。

それでは、質問に入りたいと思います。

初めに、高齢者や児童など弱者に対する地域福

祉活動支援体制についてお伺いいたします。

厚生労働省の調査では、日本は、あと２０年も

すると世帯主が６５歳以上の世帯が全体の４割近

くを占め、５件に１件は７５歳の高齢世帯になる

と言います。

泉南市においても、現在の高齢化率１５．７％か

ら１５年後の２０２０年には１８．３％になると予

測されております。世界に類例のない高齢社会を

目前に、将来に向けて地域で高齢者を支援するた

めの体制を今から考える必要があると思います。

少なくとも今後、行政として自治会などとともに

地域福祉について高齢者の見守り体制などだけで

なく、ここが大事なことなんですけども、現体制

を見直して、新たな観点で実効性のある仕組みを

考えていかなければならないと思うものでありま

す。

地域における弱者支援について、どのように考

えておられるのか、お伺いしたいと思います。

次に、グループホームについてお伺いいたしま

す。

グループホームとは、もともとスウェーデンで、

痴呆高齢者や障害者にとって少人数で自宅に近い

環境で暮らすことが介護によいとされてきたこと

から広がり、日本でも在宅老人福祉対策の一環と

して、痴呆対応型老人共同生活援助事業として取

り入れられてまいりました。

また、厚生労働省は平成１１年度で終了した新

ゴールドプランに引き続いて、新たな数値目標を

盛り込んだ５カ年、つまり２０００年から２００

４年度のこの５カ年計画ゴールドプラン２１を策

定いたしました。この計画では、介護サービス基

盤の整備を生活支援策のための事業推進などの観

点から、主に在宅サービス面での充実が図られて

おります。中でも着目すべき点は、新ゴールドプ

ランでの設置目標がゼロだったグループホームを

２００４年度までに３，２００カ所整備すると発表
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していることであります。これは、厚生労働省が

早急にグループホームの数をふやさなければなら

ないと判断したからだと思われます。

そこで、お伺いいたしますが、泉南市における

グループホームの利用の現状と外郭からの入所率

はどうなっているのか、お聞かせ願いたいと思い

ます。

次に、介護予防と健康増進について質問いたし

ます。

冒頭で述べましたように、我が国の高齢化は世

界に類を見ない速度で進行しております。また、

今後到来が予想される高齢化率の一段と高い社会

を超高齢社会と一般では言われておりますが、確

実に超高齢社会への道を歩みつつあり、高齢者の

急増を大変厄介だと考える向きが多いようですが、

目指すべき社会を元気な高齢者が多い社会、健康

で自立して暮らすことのできる期間、つまり健康

長寿をより伸ばす社会という高齢者生き生き社会

にしていかなければならないと思います。

そこで、伺います。第１点目として、当市にお

ける現在の６５歳以上の第１号被保険者数と６５

歳以上の介護保険サービス受給者数について。

２点目に、生活習慣病予防対策についての施策

をお聞かせ願いたい。

３点目に、寝たきりとなると思われる要因と予

防策についてお聞かせ願いたいと思います。

次に、シルバー人材センターについてでござい

ます。

高齢者の就業ニーズに応じた地域社会の日常生

活に密着した臨時的かつ短期的な就業社会の提供

を促進している公益法人であり、シルバー人材セ

ンターでの仕事は、単に労働の場を提供してきた

と見るだけではなく、当事者が入会動機に明確に

しているように、健康を維持し、高齢者の医療費

抑制にどれだけ貢献したか計り知れないものがあ

ります。

近年、いろいろな病院の待合室が高齢者のサロ

ンのようになっている。きょうは、あの人いない

わね、風邪でお休みだそうだな。笑うに笑えない

笑い話が生まれているように思われます。高齢者

が医療機関に通うのが日課になるのを防ぐために

も、シルバー人材センターの果たす目的はますま



す大きくなってきていると思われます。全国的な

統計では、７５歳を過ぎると会員は急速に減少し

ていて、この年齢までは健康な限り働きたいと考

えている高齢者が多いことを物語っております。

このような現状を確認しながら、質問をさしてい

ただきたいと思います。

当市におけるシルバー人材センターの現状につ

いてでありますが、現在の会員数と１人当たりの

就業出勤日数、そして能力によって差はあります

けども、作業職別に作業延べ人数についてお聞か

せ願いたいと思います。

次に、高齢者虐待防止についてお伺いいたしま

す。

高齢者への虐待が大きな社会問題となっており

ます。介護が必要な高齢者が家の中で放置された

り、殴られてけがをしたり、年金を取り上げて使

い果たされたり、その内容は広範にわたっており

ます。昨年１１月からことし２月にかけて実施さ

れた厚生労働省の全国調査で、高齢者虐待の深刻

な実態がさらに明らかにされました。

その調査結果を見ると、ケアマネジャーを通し

て得た１，９９１件の高齢者虐待事例の分析は、脅

迫などの心理的虐待が６３．６％と最も多く、介護

・世話の放置、暴力などの身体的虐待などと続き、

経済的な虐待も２２．４％もありました。高齢者を

虐待する側に見ると、６０％が中心的な介護者で、

その半数以上が介護をかわってくれる人がいなく、

孤立状態にあることがわかってきました。

また、保健所から報告された虐待事例のうち、

自立と判定された介護サービスを受けない高齢者

の割合は２１．６％もあり、介護保険課だけでなく、

保健福祉部が一体となって取り組む必要があると

考えますが、いかがでしょうか。

横須賀市では、２００１年度から高齢者虐待防

止ネットワーク事業を先進的にスタートされてい

ます。相談窓口を設置して、保健師が緊急性の有

無を判断し、家庭訪問して生活状況を把握する。

ケースによっては主治医を含めたネットワークミ

ーティングを開催し、対処方針を明確にしており

ます。独自の取り組みとして専門の相談窓口が既

に１５５の市町村で設置されております。

本市においても、この高齢者虐待の専門相談窓
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口の設置と一時的に保護できる緊急対応型ショー

トステイの設置が必要と考えますが、当局の御見

解をお伺いいたします。

大綱２点目、市民サービスの向上と行財政改革

の取り組みについてお伺いいたします。

本市では、行財政改革の取り組みの中で、顧客

主義の徹底として何をされているのか、お伺いし

たいと思います。

また、公務員の仕事の姿勢に対する市民の見る

目は、非常に厳しいものになってきております。

職員の接遇マナーの向上について、例えば民間で

は既に行われているようなあいさつ運動、電話で

の対応のときに自分の名前を名乗る等、取り入れ

られてはいかがでしょうか。

また、休日時の事務手続等について、現在も既

に取り組まれておると思いますけども、ＩＴ技術

なども含め、一層の体制拡充を求めるものであり

ます。あわせて市長のお考えをお聞かせ願いたい

と思います。

次に、退職時特別昇給制度についてお伺いいた

します。

公明党では、庶民感覚から遊離した政治家の特

権廃止や公務員給与、退職金、各種手当制度の見

直しについて指摘してまいりました。本市におけ

る職員交通費の改善もその１つであります。

国家公務員の退職手当については、退職時に基

本給を１号俸昇給させる退職時特別昇給制度、い

わゆる退職金のかさ上げが行われてまいりました。

この制度は、本来勤続年数２０年以上で勤務状態

が特に良好とされる公務員を対象に行うものです

が、実際には特に良好どころか、ほとんどの退職

者がこの恩恵を受けていることから、お役所内で

のお手盛りであるとの批判が強くありました。

そこで、我が党の議員が国会でこの問題を取り

上げて、人事院規制が改正され、本年５月より国

家公務員については、退職時特別昇給制度が全国

的に廃止されました。このことを受けて全国４７

都道府県中、３２道府県が既に廃止、さらには廃

止に向けた検討がなされる自治体がふえておりま

す。

本市でもこの退職時特別昇給制度は、勤務成績

の特に良好な職員と定められているにもかかわら



ず、現状ではほぼ１００％の退職者がこの恩恵を

受けているとのことであります。本市での現状と

今後の取り扱い、さらにはこの制度を廃止した場

合の節減効果額についてお示し願いたいと思いま

す。

次に、人事評価システムについてお伺いいたし

ます。

地方自治体の中では、厳しい財政状況を踏まえ、

業務の効率化やサービスの向上に向けて職員の意

識改革を促しながら、その給与体系についても民

間企業並みに改めようと人事評価制度を取り入れ

る自治体が出始めております。

本年４月から職員の人事評価制度をスタートさ

せた川崎市では、職員の評価方法を業績評価、能

力評価の両面から判定し、勤勉手当やボーナスな

どに反映させ、さらには昇格などの人事にも活用

しようとしております。このような取り組みは、

職員意識の活性化にもつながることから本市にお

いても導入すべきと考えますが、御所見をお聞か

せ願いたいと思います。

次に、行政パートナー制度についてお伺いいた

します。

行政コストの削減と市民との協働作業をどう進

めていくのかという課題に対して、埼玉県志木市

では、行政パートナー制度を取り入れ、志木市地

方自治計画を推進しております。この計画は、２

０年間で職員定数６００人を３００人まで半減さ

せようとする大胆な行政改革であります。志木市

の市長は、市民との協働によるローコスト、ロー

ランニングのまちを目指して行政パートナー制度

を導入いたしました。

本市においても、行政パートナー制度の導入に

ついて当局の御所見をお聞かせ願いたいと思いま

す。

次に、食物アレルギー対策についてお伺いいた

します。

報道によりますと、アレルギー疾患で苦しむ人

は、３人に１人から次第に２人に１人に近づいて

いるとのことであります。昨年１２月に発表され

た学校保健統計調査によると、ぜんそくの子供は、

１０年前に比べ幼稚園から高校までで倍増、１昨

年前の厚生労働省の統計では、アトピー性皮膚炎
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も幼児は１歳半で１０人に１人と１０年で倍増。

３歳児でも１．７倍と広まっております。また、花

粉症も小児で増加、より低年化する傾向にあるよ

うであります。

中でも深刻な問題とされている食物アレルギー

は、乳幼児を中心に増加の傾向にあり、子供や親

たちにとって、本来、栄養となるべき食物が逆に

体に異常を来し、楽しいはずの食事が異常に神経

を敏感にさせ、大変大きな心の負担であります。

アレルギーの急性症状で１昨年までの５年間で１

６人の死亡例もあり、その原因や治療法は、まだ

明確にされていないようであります。深刻化して

いるとも言えます。

国は、免疫アレルギー科学総合研究センターを

設立し、より効果的な研究が進められております

が、食物アレルギーを初めとするアレルギー疾患

の克服が早期になされることが期待されておりま

す。

本市においても、月一度の食物アレルギー疾患

の相談窓口を設置されていると伺っておりますが、

その利用状況についてお示し願いたいと思います。

また、医療機関や乳幼児が通う保育所や幼稚園、

小・中学校との綿密な連携が必要と考えますが、

どのように対応しておられるのか、明らかにして

いただきたいと思います。

大綱３点目、教育行政についてお伺いいたしま

す。

まず、学校の安全管理についてでありますが、

報道によれば、昨年１年間に全国の学校などで起

きた犯罪は、凶悪犯罪が９９件、盗みによる侵入

が８，４４６件で、とりわけ凶悪犯罪については、

過去７年間で２倍以上にふえているとのことであ

ります。さらに、小学校に不審者が侵入し、児童

に危害を加えたり、加えるおそれがあった事件も、

昨年１年間で２２件と報じられております。憂慮

すべき社会事案の悪化は、次代を託す子供たちの

学びの場にも押し寄せ、学校の危機管理が今日課

題として問われております。

本市は、学校でのこれらの犯罪発生状況はどの

ように把握されているのか、まずお聞かせいただ

きたいと思います。

国は、既に２００２年１２月、全国の学校に独



自の防犯マニュアルを策定するよう指導しており

ますが、本市の今までの取り組み内容と課題につ

いて明らかにしていただきたい。また、防犯マニ

ュアルは、それぞれの学校の立地環境や校舎の構

造なども踏まえ、各校独自の実効性ある具体的な

対策が求められておりますが、この点についての

御所見をお聞かせ願いたい。

さらに、不審者侵入を想定した連絡、通報、避

難体制はマニュアルで明確にされているのか。そ

れらに基づく防犯教室や訓練の実施状況について

もお示し願いたい。加えて、実施結果を踏まえた

防犯上の課題についてはどのように整理され、手

だてを講じられているのか、お尋ねいたします。

あわせて、不測の事態に備え一定の防犯器具を常

備することについて、現時点での取り組み状況を

お聞かせ願いたいと思います。

次に、本市の小・中学校の校舎等の耐震診断、

耐震改修についてお尋ねいたします。

本市の校舎等それぞれについて耐震診断の実施

率と耐震化率について、現状並びに課題、今後の

対策についてお示し願いたいと思います。

次に、自主防災組織についてお尋ねいたします。

阪神大震災の体験から地域の自主防災組織の重

要性が深く認識されましたが、本市の自主防災組

織の結成の現状と今後の見通しと対策についてお

示し願いたいと思います。さらに、訓練など今後

の活動についての課題もお示し願いたい。

最後に、ＣＡＰプログラムについて。

子供の安全対策についてはさきにも触れました

が、子供が心配だからといって大人が常にそばに

ついているわけにもいきません。子供たちに何々

をしてはいけませんと危険防止策を教えるだけで

はなく、子供たちが自分で自分を守れるように、

みずからが持っている力を引き出すことの大切さ

を教える教育プログラムが必要であります。

ＣＡＰとは、子供への暴力防止という意味の略

語で、１９７８年にアメリカで開発された教育プ

ログラムであります。日本では、ＮＰＯ法人ＣＡ

Ｐセンターがこれを実践しております。

日本人の気質の中には、はっきりノーと言うこ

とで対人関係をまずくするのではと思い、誘惑や

危険から回避できず、犯罪に巻き込まれてしまう
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子供たちがおります。そこで、このＣＡＰプログ

ラムでは、危険に遭遇したら勇気を持って嫌と言

う、その場から逃げる、だれかに相談することを

基本にしながら、寸劇や歌、ディスカッションな

どを交えて、実際に起こりそうな出来事を紹介し、

危険への対処の仕方を学ばせようとするものであ

ります。常にこれを総合学習の中で予算づけして

取り組んでいる自治体も多く出始めております。

大切な未来の子供たちの生命を守るためにも、

ぜひＣＡＰプログラムの事業を取り入れていただ

きたいと願うものであります。教育委員会のお考

えをお聞かせ願いたいと思います。

以上、大綱３点、長きにわたりましたけども、

多岐にわたりましたけども、理事者の皆様の明快

なる御答弁、簡単にお願いしたいと思います。

○議長（堀口武視君） ただいまの奥和田議員の質

問に対し、理事者の答弁を求めます。向井市長。

○市長（向井通彦君） 私の方から、行財政改革の

中の市民サービスの向上と行財政改革の取り組み

について御答弁申し上げます。

少子・高齢化の進行や高度情報化社会の進展、

また長引く経済の低迷など、社会経済状況は急激

に変化してきておりまして、本市を取り巻く環境

は、極めて厳しい状況となってきております。

このような状況の中で財政の健全化を果たしな

がら、市民の多様な価値観やニーズに的確に対応

していくため、既存の行財政運営システムの見直

しと弾力的な財政構造への転換を図りながら、市

民に真に必要なサービスを効果的かつ効率的に提

供していくため、先般、第３次行財政改革大綱案

及び第３次行財政改革実施計画案をお示ししたと

ころでございます。

第３次行財政改革につきましては、財政の健全

化はもとより、よりよい市民サービスの提供及び

市民本位の行財政運営のためには、職員の意識改

革、能力の向上が不可欠であるという認識のもと、

全職員一丸となって取り組みを強力に展開してま

いりたいと考えております。

それに関する具体的な御質問については、部長

より答弁をいたさせます。

○議長（堀口武視君） 楠本健康福祉部長。

○健康福祉部長兼福祉事務所長（楠本 勇君） そ



れでは、高齢者や児童など弱者に対する地域福祉

活動支援体制につきまして、お答えさしていただ

きます。相当、数が多いもんで、順次答えさして

いただきます。

まず、支援団体の活動状況と今後の取り組みに

ついてでございますが、おおむね６０歳以上の高

齢者で組織します老人クラブにおきましては、仲

間づくりや社会参加活動を通して、友愛募金、清

掃、寝たきり老人の見舞い、特別養護老人ホーム

への慰問、金婚式への出演等の社会奉仕、またス

ポーツ大会の開催など、地域でのさまざまな活動

を行っておりますが、これら老人クラブに対しま

して助成を行っております。

また、ボランティアの育成やホームヘルパーの

養成、配食サービス受給者への対応としましては、

食生活の自立と安定に向けた事業を社会福祉協議

会にお願いし、人材確保や食生活改善についての

支援に取り組んでおります。

また、泉南市内に４カ所ございます在宅介護支

援センターにつきましても、地域貢献、地域福祉

活動の拠点として介護予防事業活動への支援を行

ってございます。

さらに、ことしの８月、泉南りんくう南浜にお

きまして高齢者の世話つき住宅として、大阪府営

のシルバーハウジングが３０戸開設されておりま

すが、生活援助員を派遣し、高齢者の安否確認や

一時的な家事援助、緊急時の対応等のサービスを

提供しながら、自立して安全かつ快適な生活を営

むことができるよう、在宅生活に対しまして支援

を行っているところでございます。

続きまして、保健センターでの取り組みにつき

まして若干申し上げたいと思います。

保健センターでは、泉南市食生活改善推進協議

会及び泉南市エイフボランタリーネットワークが

ございます。この２つの団体につきましては、と

もに泉南市民の保健予防に関するボランティア活

動を行う団体でございまして、活動に対し助成等

を行ってございます。

泉南市食生活推進協議会の活動内容としまして

は、市民の食生活改善と健康づくりを目的に、市

民の生活習慣病予防事業、子供の食育事業、高齢

者の食生活支援事業等、幅広く行ってございます。
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生活習慣病予防事業では、健康せんなん２１に

基づきまして、高血圧や糖尿病予防のための啓発

活動に努めてございます。

子供の食育事業では、子育て中の保護者グルー

プに対する調理実習や小学生とその保護者を対象

とした親子クッキングなどを実施し、子供たちが

食に対する知識を持てるよう事業を行ってござい

ます。

高齢者の食生活支援事業では、高齢者宅に訪問

し、食生活の相談に応じておりますが、ふれあい

サロンでの調理実習などの要望もございますので、

実施について検討しているところでございます。

また、泉南市エイフボランティアネットワーク

につきましては、住民健診や乳幼児健診等におけ

る健診業務への協力や地域住民への啓発活動など

を行ってございます。

このような団体への支援といたしましては、知

識や技術を深める教室の開催や経験等を交流する

場の確保が必要と考えておりまして、今年度とし

ましては介護予防の観点から教室の開催を予定し

ているところでございます。

続きまして、グループホームにつきましてお答

えさしていただきます。

痴呆対応型共同生活介護いわゆるグループホー

ムにつきましては、痴呆性高齢者の方が家庭的な

環境で、少人数で共同生活を送ることにより、痴

呆性を改善し、尊厳を保ちながら穏やかな生活を

送ることができ、家族の方も安心して社会生活を

営むことができることを目的で整備されてござい

ます。

グループホームでは、痴呆性高齢者の方が少人

数、５人から９人で生活し、介護者は付き添い役

として一緒に生活いたします。他者とのかかわり

の中で生活することによって、痴呆の進行抑制や

軽減に効果が認められております。同時に、介護

を受けながら、個人個人が家庭の延長としてグル

ープホームの中で自分らしい生活を送ることがで

き、痴呆性高齢者の方が生活の主体としてとらえ

られることから、尊厳という観点からも意義深い

ものであると考えられております。

市内におけるグループホームの数でございます

が、平成１４年度までは、１施設で定員は１８名



でございましたが、現在６施設で定員が１１７名

となってございます。また、御指摘の入所者数に

つきましては１１０人で、入所率が９４％となっ

てございます。なお、高石市以南の泉州圏域にお

けます平成１９年度整備目標数の全体をとってみ

ましても、４４８名の定員であるのに対しまして、

現在の泉南市のグループホームの定員は、今申し

上げましたように１１７名でございまして、他市

に比べて整備数は多いものという状況になってご

ざいます。

これからの高齢者介護におきましては、痴呆性

高齢者の方に対するケアというものが大変重要な

課題となると言えますので、痴呆性高齢者の方が

安心して暮らせるように適切に対応していく考え

でございますので、よろしくお願いいたします。

続きまして、６５歳以上の第１号被保険者数で

ございますが、平成１６年３月末現在で１万５０

６人となってございます。また、６５歳以上の介

護保険サービスの受給者数につきましては１，３１

３人でございます。

次に、生活習慣病の件でございますが、現在、

在宅介護支援センターとも協力し、介護予防事業

を実施する中で、高血圧や糖尿病などを悪化させ

ない生活習慣の改善指導や閉じこもり予防などの

教室の開催など数多く展開しておりますが、これ

らによりまして生活習慣病の対応に努めていると

ころでございます。

続きまして、寝たきりの要因と予防につきまし

てお答えさせていただきます。

泉南市におきましては、６５歳以上の人口は平

成１６年４月１日現在１万５７３人、また高齢化

率においては１６．３％となっておりまして、３年

後の平成１９年度におきましては１万２，３３６人、

高齢化率１８．１％と予測をさしていただいており

ます。高齢化が進む中で、泉南市第２期高齢者保

健福祉計画におきまして、重点的に取り組む方針

といたしまして、寝たきりゼロ対策の推進を打ち

出しております。

寝たきり要因としましては、特に転倒骨折が挙

げられており、現在２カ所の老人集会場におきま

して、毎月３回、運動指導士や看護師、理学療法

士による健康チェックや集団体操、レクリエーシ
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ョンやグループワークなど寝たきり原因の予防と

して各種教室を開催さしていただいております。

また、在宅介護支援センターにおきましては、

介護予防劇、転倒骨折危険度チェックや原因につ

きましての基礎知識の習得、運動や食生活の指導

と転倒骨折の予防事業として取り組んでおります

ので、よろしくお願いいたします。

続きまして、シルバー人材センターにつきまし

てお答えさせていただきます。

シルバー人材センターにつきましては、高齢者

の雇用の安定等に関する法律に基づきまして知事

の指定を受けている団体でございます。国及び地

方公共団体から補助金を交付されている公共性の

極めて高い公益法人でもございまして、健康で働

く意欲にあふれた高齢者を対象に自主、自立、共

働、共助の理念をもとに、高齢者自身が主体とな

って組織されてございます。

対象としましては、おおむね６０歳以上の健康

で働く意欲のある高齢者による会員組織でござい

まして、高齢者にふさわしい仕事をセンターが請

負または委任によって引き受け、会員が各人の希

望に沿って臨時的かつ短期的に就業するシステム

を基本としております。

平成１５年度の実績としましては、会員数が６

２９人、年間の就業実人員が４３８人、契約件数

２，２３７件、就業延べ時間２２万２４時間、１人

当たりの年間平均実労働は５０２時間となってご

ざいます。

職種といたしましては、専門技術、技能、事務

管理、施設管理、折衝外交、軽作業、サービス業

務ということで、おおむね７種別となってござい

ます。

これらの事業を通じまして、高齢者が生きがい

を発見し、自信に満ちた生き方ができ、多数仲間

も得られるなど、健康も保持でき、経済的にもゆ

とりを得ることになるものと考えております。

続きまして、高齢者の虐待防止につきましてお

答えさせていただきます。

虐待の要因につきましては身体的、心理的、性

的、経済的、介護、世話の放棄、放任が挙げられ

ますが、高齢者の虐待につきましては、特に３つ

の要因があると言われてございます。



１つの要因としましては、高齢による体力の衰

えであったり、排尿、排便等において手助けが必

要となり、介護に伴う相互の精神的ストレスから

来るものと考えられております。

２つ目の要因としましては、物忘れ等による理

解力の低下や行動、金銭面での管理のトラブルか

ら意見の相違や言動に対し、説明し切れない部分

については暴力で訴えるといったケースがござい

ます。

３つ目の要因としましては、寝たきりや閉じこ

もりによる介護疲れから来るケースがございます。

本市としましては、このようなケースを考え、

福祉施策として買い物や洗濯、掃除等の軽度の生

活援助であったり、高齢障害福祉部署にて養成し

ております相談員である安らぎ訪問員の派遣や物

忘れ予防教室の開催であったり、高齢者の自立と

支援に積極的に努めているところでございます。

なお、議員御指摘の虐待のみの相談所は設けて

おりませんが、虐待も含めての総合相談窓口とし

ましては、市内４施設の在宅介護支援センター等

で対応さしていただいております。また、虐待に

よる緊急避難場所でございますが、必要なときに

は、数は余り現在のところございませんが、その

際には大阪府女性相談センターに通報し、対応を

お願いしているところでございますが、本市とし

ましても、御指摘のとおり現在特別養護老人ホー

ム等場所の確保に努めているところでございまし

て、いろんな問題もございますが、できるだけ確

保できるよう早く努めていきたいと、このように

考えております。

続きまして、最後に食物アレルギー対策につき

ましてお答えさしていただきます。

乳幼児期のアレルギーにつきましては、生後三、

四カ月以降に湿疹等の症状があらわれることから、

４カ月児健診での相談が多く、栄養士、保健師が

相談に応じております。

食物アレルギーにつきましては、離乳食が開始

される生後６カ月以降に小児科医で血液検査を受

けていただき、アレルギー反応の有無を確認して

いただいております。医師の指示により抗アレル

ギー剤の使用や副腎皮質ホルモン剤の使用などが

ある場合もございますので、主治医を持つよう指
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導をしております。

卵、牛乳、大豆、小麦などの食品によるアレル

ギー反応があれば、その食品を除去し、それにか

わる食品のとり方などの栄養指導を実施しており

ます。食品につきましては、除去することでアレ

ルギー症状を軽減することができまして、血液検

査の結果も改善することができます。

また、湿疹等につきましては、細菌感染などを

予防するため皮膚の清潔を保ち、乾燥を防ぐため

のスキンケアの方法を主治医の指示を受け、指導

しております。

保健センターでは、栄養士や保健師による栄養

相談、また保健相談を毎月３回実施してございま

す。ぴよぴよサロン等の育児相談も月１回実施し、

保健師、栄養士の相談とともに、保護者同士の交

流の場としてございます。

また、成人のアレルギーにつきましては、相談

件数としては余りございませんが、御指摘の相談

窓口としましては、保健センターの毎週実施して

おります健康相談を利用していただいております。

成人の場合、食物以外にストレス等複雑な要因が

ございまして、また難治性でございますので、必

要に応じて府立羽曳野病院等専門医療機関を紹介

し、必要な治療を受けていただくことにしており

ます。主治医の指示により必要なときは、栄養士

が相談に応じております。

また、御指摘の保育所においては、食物アレル

ギー児対策として、医師の診断に基づいて、それ

ぞれのアレルギー原因の除去食により調理をして

ございます。

また、年３回アレルギー対策会議を開催しなが

ら、対応に努めているところでございます。

また、今後ともアレルギー対策につきましては、

教育委員会等の関係機関とも十分連携を図りなが

ら、対策に努めてまいりたいと考えておりますの

で、よろしくお願いいたします。

以上でございます。

○議長（堀口武視君） 谷総務部長。

○総務部長（谷 純一君） それでは、奥和田議員

御質問の第３次行政改革についての御質問に答弁

させていただきます。

まず最初に、顧客徹底主義ですか、それと職員



の接遇についての御質問がございました。これに

つきましては、要するに来庁された方々、市民へ

の対応という意味であると思いますので、この辺

について、その２つについて答弁さしていただき

ます。

まず、自治体の業務は、市民生活のあらゆる面

にわたっておりまして、そういう点で地域の最大

のサービス産業であると認識いたしております。

そして、職員が市民にいかに対応するかによって、

市民の行政に対する信頼感も大きく左右されるも

のと考えております。

以上のことから、従前より職員の接遇について

は研修等によりその向上に努めてまいりました。

本年度におきましても、７月に窓口業務を持つ部

署の職員を対象に接遇マナー研修を実施したとこ

ろでございます。内容は、応対の仕方と応対に必

要なコミュニケーション能力、グループ討議、説

明の仕方等でございます。

議員先ほどおっしゃられたように、あいさつで

ありますとか、電話で最初に名前を言う、そうい

ったことについては、これは接遇における一番最

初のイロハというふうに考えております。我々と

しましても、こういったことについては周知徹底

をしてまいりたいと、このように考えております。

それから次に、職員の退職時の特別昇給制度の

廃止について御質問がございました。お答えさし

ていただきます。

この問題につきましては、本年度退職者から導

入する考えで、現在、関係機関と鋭意協議してい

るところでございます。本年度中に結論が出せる

よう、今後ともさらに精力的に協議してまいりた

いと、このように考えております。

この制度が廃止されますと、本年度は、これは

効果額でございますけれども、定年退職者１名で

約４０万５，０００円程度となっております。ただ、

定年退職者の方々の勤務年数とかで違ってまいり

ますので、定年退職者の支給限度勤続３５年の場

合の影響額を参考に申し上げますと、平均的な影

響額は約４３万円程度となっております。

続きまして、人事評価制度について御答弁申し

上げます。

人事評価システム導入につきましては、御承知
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のとおり、国においても現在その導入に向けて調

査研究が進められているところでございます。地

方自治体においても地方分権、少子・高齢化、経

済の低成長、住民ニーズの高度化、多様化といっ

た厳しい社会経済情勢の中で自立した自治体を運

営していくためには、組織は人なりと言われてる

とおり、より一層人材育成を進める必要があるも

のと強く認識しております。

人事評価システムは、職員の能力と実績を公平、

公正、客観的に評価し、処遇と給与に反映させる

ことにより、職員の意欲と能力を引き出し、高め

るものであります。

評価システムの内容につきましては、これから

具体的に検討してまいりますが、行政は中長期的

スパンで施策を実施していくことが多く、また組

織として運営されているので、職員一人一人の業

績を評価しづらい面もございますが、評価システ

ム導入により職員がモチベーションを高め、自己

啓発に努めることにより、結果として分権型社会

を構築できる人材育成が図れるものと、このよう

に考えております。

続きまして、行政パートナー制度についての御

質問でございました。

この分につきましては、平成１２年に地方分権

一括法が施行されまして、国と地方との関係が対

等協力になり、地域の課題は、地域の判断と責任

により処理するという地方分権が進められており

ます。

さらに、国の三位一体の改革の取り組みにより

税源の地方への移譲、国庫補助、負担金の削減、

そして地方交付税の総額の削減等が実施される中、

今後ますます地方交付税等に依存しない財政運営

が必要になってきます。そして、限られた財源の

中でいかに良好なまちづくりを行うかが求められ

まして、こういった背景のもと、行政パートナー

制度が考えられております。

具体的に言いますと、行政パートナーは、単な

る労働力ではなく、市民みずからが市を運営する

ことを理念とし、市民公益活動団体を行政運営の

協働者として位置づけ、その団体の特性に応じて

公益施設の管理など、利用者との信頼関係を基礎

とする業務に参加させる制度となっております。



本市の行革の１つの課題として、市民との協働、

公民のパートナーシップの確立、公共施設の管理

運営の見直し等がうたわれておりまして、この行

政パートナー制度も１つの方法であると、このよ

うに考えております。今後、この制度の内容につ

いて研究してまいりたいと、このように考えてお

ります。

それとあと、教育行政の中で、自主防災組織の

御質問がございました。

現在、地域の自主防災組織につきましては、平

成１１年に下村区の方で組織されて、現在７地区

で自主防災組織が設立されております。

この自主防災組織は、あくまでも災害時の初期

活動を担うものということで、我々としても、こ

の組織活動には側面から支援をしているところで

ございますが、現在、この防災組織にはヘルメッ

トでありますとか、あるいは防災時の用具等、こ

ういうものを配布しております。

あと、防災組織の規約の中に、どうして活動を

していくかということで、連絡班でありますとか、

あるいは給食班、避難班等、地域単位で必要な活

動をしていただくということ。そして、また、年

に訓練も実施していくと、このようになっており

ます。ですから、今後我々としましても、この地

域防災組織の組織化については、十分支援をして

まいりたいと、このように考えております。

○議長（堀口武視君） 飯田教育指導部長。

○教育指導部長（飯田 実君） 学校の安全管理に

ついて御答弁申し上げます。

学校・園の不審者の侵入を防ぐため、正門に防

犯カメラを設置し、職員室のモニターでの外来者

の確認に加え、警備会社への緊急連絡ボタンや正

面のフラッシュライトの設置を行っております。

また、幼稚園でのインターホンや侵入者感知器、

小学校でのインターホンとＰＨＳ（簡易携帯電話）

緊急通報システム等、学校の安全管理のためのハ

ード面の整備を進めてまいりました。

また、各学校・園では、不審者侵入を想定した

訓練を毎年実施し、危機管理マニュアルを各学校

独自に作成しております。また、訓練実施のあと、

反省等を行い、常にマニュアル等の見直しを行っ

ているところでございます。今後とも、子供たち
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が安心して過ごせる安全な学校づくりに努めてま

いります。

続きまして、ＣＡＰプログラムにつきまして、

議員御指摘のＣＡＰプログラムにつきましては、

最近問題となっておりますさまざまな社会問題か

ら子供たちを保護するとともに、生きる力を身に

つけた子供の育成というものであります。

ＣＡＰにつきましては、泉南市におきましては

もう既に平成１４年度より実施しております。平

成１４年度におきましては、小学校７校で実施し

ました。平成１５年度につきましては、保護者対

象に２幼稚園と１小学校、また子供対象は、小学

校では４校行っております。平成１６年度８月現

在時点では、保護者対象では１幼稚園、小学校で

は１校で行っております。また、子供対象として

１幼稚園でも行っております。

各校園所、また保護者からも非常に参考になる

との感想もいただいておりますので、今後も積極

的にＣＡＰプログラムを推進してまいりたいと考

えておりますので、よろしく御理解をお願い申し

上げます。

○議長（堀口武視君） 中村教育総務部長。

○教育総務部長（中村正明君） 校舎の耐震診断に

ついてお答えいたします。

２年前の国の調査によりますと、校舎の耐震診

断の実施率は全国で３割、泉州ではさらに低く、

岸和田市で５％、和泉市で４％、貝塚で１１％と

お聞きいたしております。これに対して、国では

簡易な診断でもよいから進めてほしい旨、全国の

自治体に指示を出している状況です。

本市では、阪神・淡路大震災の教訓のもと、既

に全学校・園において耐震に関する予備診断を完

了し、各学校ごとの残し保全する施設と取り壊し

ていくべき施設など、一定の状況を明らかにして

おります。今後、耐震性を確保した施設整備を図

る上で、さまざまな手法の検討を行う必要があり、

施設整備計画を策定する上で十分検討を行ってま

いりたいと考えております。

○議長（堀口武視君） 奥和田議員。

○８番（奥和田好吉君） 若干まだ時間が残ってお

りますので、質問したいと思います。先ほど答弁

がいろいろありましたけども、ほんまに答弁が、



作戦でしょうけども、作戦負けですわ、これ。

行政パートナー制度の導入ですけども、志木市

については、市長みずからが先頭になって、この

問題で、行政で、今回のそういう行政パートナー

システムを取り入れることによって、この２０年

間に６７億ほどのお金が浮いてくるらしいんです

ね。リーダーというのは、非常に自分の考えによ

って大きく変わってくると思うんですね。

例えば、これは愛知県の高浜市ですけど、ここ

は株式会社を１００％市が出資して、高浜市の市

役所の中にその株式会社を入れているんですわ。

ここが市役所を運営してるんですね。こういうと

ころもあるわけなんですわ。

リーダーというのは、過酷な現実を背負って、

嵐の海でかじ取りをしていく重大な使命と責任が

あるんですね。これは、だれのためにそうするか

と言うと、自分のためでなしに市民のためにする

わけなんです。

今回、合併が飛んでしまいました。これは、財

政状況が非常に大変な状況になってくるんですね。

そこで、市長にちょっとお伺いしたいんですけど

も、市民にも負担がかかってくると思うんですけ

ども、市民の負担はできるだけ少なくしていただ

きたいと思うんですけど、そこらの点、どうなん

でしょうかね。市民をこれからどう幸せにしてい

くかというのは、市長の考え１つにかかってると

思うんです。ちょっとお聞かせ願いたいと思うん

ですね。

○議長（堀口武視君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） 志木市は、私も参りまして、

市長ともお話をしてきました。

行政パートナーというのは、どちらかといいま

すと、市民と行政とのいわゆる直接民主主義的な

部分もあるんですね。今の議会制民主主義と直接

民主主義とちょっといろいろあるようでございま

すが、しかしできるだけ直接任せるものは任して

いこうというシステムですから、これはそういう

方向で今後は全国になっていくというふうには思

っております。

それと今、御指摘ありましたこれから非常に厳

しい。私も、何も合併を好んでやってるわけじゃ

なくて、合併した方が市民の皆さんにプラスであ
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るという観点で推進をしてきたわけなんですが、

残念ながら違う結果が出ましたから、これはこれ

で尊重して、その中で最大の努力をしないといけ

ないと思っております。

したがって、厳しい局面が出てくると思います。

当然、市民の皆さんにもそれなりの覚悟をしてい

ただくということが必要だというふうに思ってお

ります。ただ、その中では、できるだけそういう

負担転嫁にならないように、できるだけ行財政の

改革を進めた中で、そういう投資余力なり何なり

を生み出していくということは、本当におっしゃ

るとおりでございますから、そのことを十分心得

まして、行政運営に努めていきたいと考えており

ます。

○議長（堀口武視君） 奥和田議員。

○８番（奥和田好吉君） 市長ね、泉南市長と、向

井市長とは思えないような今答弁されたんですけ

ど、泉南市の今の財政状況がどうにもならないよ

うな状況になって、合併しなければ生き延びてい

けないというところまで来て、そして合併しよう

という気持ちになったんだと思いますね。

非常に時間がのうて残念で、これから話したい

というところ、非常に残念ですけども、ほんまに

中途半端な気持ちで終わりたいと思います。

○議長（堀口武視君） 以上で奥和田議員の質問を

終結いたします。

次に、１７番 角谷英男君の質問を許可いたし

ます。角谷君。

○１７番（角谷英男君） 皆さん、こんにちは。市

政研究会の角谷英男でございます。

４点を質問通告いたしております。今回の質問

が私たちに与えられた最後の機会であります。質

問するに当たり、この４年間を振り返ってまいり

ました。大変いろんな思いが出てまいりました。

この４年間の中で大きく言いますと、りんくうタ

ウン、合併が示すように、この我が泉南市が大き

く変わろうとした４年間ではなかったかなという

ふうに思います。同時に、政治に市民が大変な期

待を寄せ、同時に注目をしてきた４年間ではなか

ったかなというふうに思うわけであります。

私は、中でもこの合併については、まさに私た

ち泉南が、市民が未来永劫にかかわる問題である。



この泉南というまちがなくなるかなくならんか、

そういう問題が問われたわけであります。

私は、今回この合併について１１人の皆さんと

ともに、この合併を市民の皆さんに素直に判断を

していただくために、メリットの部分、デメリッ

トの部分を素直に住民の皆さん、１１名の皆さん

とともに出してまいりました。結果が御案内のと

おりであります。

ただ、今回の合併問題で、市民の皆さんから大

変な声を聞かしていただくことになりました。そ

れは、議員さん、今回の合併は泉南市が財政難で

ある。よって合併するんですね。これがすべての

理由ではありませんが、大きく財政難ということ

を言われております。

ところで、泉南市は、関西国際空港を誘致し、

税収で言えば３０億円強の税収が入っておりまし

た。今、３０億円切っておると思いますが、プラ

スりんくうタウンであります。そこまで一生懸命

やってきた先輩たちがつくってきたものでありま

す。誘致もしてまいりました。大いなる決断、大

きな決断をして、今日に至りました。

税収的に言えば、阪南市よりもはるか上であろ

うと思います。阪南市は病院がある。泉南市はあ

りません。じゃ、議員さん、角谷さん、なぜ私た

ちのまちは赤字になったんですか。私たちに赤字

の原因を説明する責任があるんではないでしょう

か。同時に、民間会社であれば、当然のように説

明責任を求められ、説明を果たし、同時にこれら

の結果責任について問われるんではないでしょう

か。赤字は何だったんですか。原因は何なんです

か。

私は、農業公園２４億円、駅前再開発２５億。

そして、職員の数もあります。このような問題が

財政赤字の大きな原因ではないんでしょうか。市

民の皆さんは、この原因を知らないまま今日まで

来たんではないかなと思います。

市長は、この原因を示す必要がないんでしょう

か。民間であれば、当然のようにこの責が問われ

るわけであります。ダイエーはどうだったんでし

ょうか。中内さんは見事にやめられ、多分首を切

られたんではないかと思いますよ。リーダーとは

そんなもんではないでしょうか。
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ましてや、この合併については、市長、本当に

そう思ってされたんでしょうか。本当にそう思っ

て、この合併がよしと思ってされたんであれば、

私はあのような住民説明会の数ではなかったと思

う。あの住民説明会の数を見て、市長が本当に体

を張って政治責任をかけてやっておるなら、あん

な数ではなかった、私はそう思うんです。

まして、先ほどのようにやりたくはなかったが

と、（向井通彦君「そんなこと言うてない。違う

ことを言うたんです」と呼ぶ）しかし、それに近

いことを言われました。思わぬことを言われたわ

けであります。私は、向井通彦さんを責めてるん

ではありません。市長向井さんに対して質問をし

てるんです。

私たちは、政治家として市民から見られておる

わけであります。絶えず責任があります。前議会

において、私たちにも責任があるということを言

ってまいりました。これから当然、その責任が求

められるわけであります。お互いに真剣に政治、

ましてやこの合併の問題について考えなければい

けないんでないかなと思います。

この合併については、この泉南でまだ片づけな

ければいけないことも残っております。みなし財

産区の問題であります。財産区も含めてでありま

す。市長は、合併したら財産区の処分については

こうします、合併がなければ以前のままでありま

すということを言われました。このことについて、

改めて合併がなくなりました。お聞きをしたいと

思います。

広域行政もそうであります。改めて広域行政を

やるということでありますが、どのような広域行

政をやっていくんでしょうか。

私は、以前から広域行政の中で、病院がまさに

その例ではありませんか。済生会泉南病院にお願

いをし、大阪府にもお願いをし、そして阪南市と

話をし、済生会を中心に阪南市立病院と済生会が

一緒になったらどうなんでしょうか、そういう働

きかけをしていただくわけにいかんでしょうか、

そうすれば、少ない予算で公的病院ができる可能

性がありますよ、という問いかけを具体的にして

まいりました。この提案に対して、もうこれはだ

めだと言われるんでしょうか、それとももう一度



やろうと言われるんでしょうか、どうなんでしょ

うか、お答えを願いたいと思います。

火葬場の問題があります。後ほど第４番目に火

葬場を挙げてはおりますが、この問題も合併と大

いに関係があります。火葬場は、まず間違いなく

中止であるというふうに理解をいたしました。じ

ゃ、合併がなくなった今、この火葬場問題をどの

ように考えていかれるんでしょうか。これは、待

ったなしの問題であります。信達樽井線をつくる

と、火葬場の予算が回るんでしょうか。これは補

助がつきません。しかし、市民の皆さんは真剣に

このことを考えています。まさに、生きている人

間の最後の務めの場所であると、そのように考え

てるんです。市長、どのようにお考えでしょうか。

また、りんくうタウンのまちづくりであります

が、たくさん申し上げません、今までヒューマン

サイエンス以来ずっと語り続けてまいりました、

問い続けてまいりました。結論は、市長は違うと

言われますが、まさに結果だけを見れば、大阪府

にノーと言ってこなかった。そういうふうに結論

的に見えます。

今回、私が質問するのは、グリーンベルト、緩

衝地帯であります。イオンがどんどん、どんどん

進んでいきます。和歌山からの右折レーンの信号

も、いわゆる広場をつくり、そしてそこを公共施

設にして信号を無理やりつけたというふうにも見

えました。このグリーンベルトは市長、どうなん

でしょうか。前回も質問しております。これは、

まさに緩衝地帯、いわゆる環境問題を考えた１０

メーターのグリーンベルトであります。終わって

から、定借２０年プラス１０年終わってから、そ

してなくなったときにもとに戻すだけではだめな

んです。目的がある緩衝地帯、グリーンベルトな

んです。私たちは何も知らない中で、簡単にこれ

が道路としてなっておるんではないかなと思いま

すが、市長はどのように考えておられるんでしょ

うか、お聞かせ願いたいと思います。

救護施設もそうであります。市長は議事録の中

で、もろ手を挙げて賛成ではないがというニュア

ンスの答弁をされております。なぜ、全面的に賛

成でない、何かがあるからそのような答弁をされ

ておるんであろうと思います。

－９１－

そして、議員の質問に対して、私の前回の質問

もそうでありますが、無税である。もともと、あ

そこは地区計画で準工業地域、関西国際空港のバ

ックヤード。市内工業をあそこに持っていくんだ

という目的がありました。地区計画にそれが明快

に出ております。これは地区計画に違反するんで

はないでしょうか。前回もお聞きしましたが、改

めてお聞きをしたいと思います。

まして、得られる税収を得られないと。私たち

は財政難に苦しんでおるんです。なぜ、好まない

ものを誘致するんですか。だけどイエスと言って

ます。今、後でお聞きします。現実はそういうこ

とではないでしょうか。

以上、４点について質問いたしました。私も４

年間与えられた任期の最後であります。どうぞ市

長、簡潔明瞭に、お互い政治家としてこのまちの

ことを思い、市民のことを思い、お答えを願いた

いと思います。

以上であります。ありがとうございました。

○議長（堀口武視君） ただいまの角谷議員の質問

に対し、理事者の答弁を求めます。向井市長。

○市長（向井通彦君） まず、合併問題の議論がご

ざいましたが、合併というのは、これからの国と

地方のあり方、これが原点なんですね。ですから、

地方分権時代を迎えて地方分権一括法が施行され

て、これをいかに地方が受け皿として、しっかり

としてそれを担っていくかということが１つの原

点であります。

そうなりますと、やはり一定の規模、あるいは

面積、そして財政力、さらには人的なものも含め

て、しっかりとしたものをつくっていかなければ

いけない。我々のまちは一般市であります。２０

万以上になりますと特例市、５０万を含めて３０

万以上中核市、そして、原則１００万ですが、今

８０万くらいから政令指定都市と、こういうふう

になって、どんどん権限が非常に大きくなってく

るわけなんですね。

その点から踏まえますと、やはりこれからの時

代ということ見据えますと、その分権をしっかり

と受けて、地域のことはできるだけ、国とか都道

府県の関与を排して地方で決めていくということ

が求められている時代でありますから、それをま



ず目指すべきではないかということを考えておる

わけでございます。

あなたは反対といいますか、現時点では違うと

いうことですから、この分権についてどういうふ

うにお考えなのか、お聞かせいただきたいという

ふうに思います。

次に、財政の問題を言われましたけれども、こ

れも一緒になった方が、合併した方が財政的にプ

ラスなのか、単独でいった方がプラスなのかの比

較なんですね。我々は、いろんなシミュレーショ

ンをいたしました中では、やはりこれからの厳し

くなっていく時代を迎えたときに、合併をして、

その中からスケールメリットを生かして、できる

だけ投資余力を生み出していくと。この方が将来

市民の皆さんにとってプラスであるというふうに

考えておるわけでございますが、そうではないと

言うんであれば、そのようにおっしゃっていただ

きたいと思います。

それから、赤字になった原因ということでござ

いますが、これは全国的に最近いろいろ基金を取

り崩して黒字にしておられるとこもありますが、

大部分が赤字体質かというふうに思います。これ

は、１つは一般的なもので申し上げますと、バブ

ル崩壊後、長引く景気の低迷、失われた１０年と

言われておりますが、これが１つ税収の減、それ

と地価下落ですね、これがまだ安定してないとい

うことですから、当然固定資産税の評価の減につ

ながっていくということになります。

こういうことが重なって、一般論としては厳し

い時代になっていると。さらには、少子・高齢化

の進行ということで、その辺の福祉への負担とい

うのもふえてまいっております。

ただ、特徴的なことを申し上げますと、この付

近というのは、関西国際空港の地元市ということ

で、関西国際空港の開港に伴う地域整備事業を相

当やってまいりました。我々といたしましては、

総合福祉センターあるいは３本の都市計画道路で

すね。さらには、府県間道路も含めて下水道の整

備、こういうものに力を注いでまいりました。

それは、空港関連という有利な条件で行ってき

たという経緯もございますが、非常に早くでき上

がったわけなんですね。これは、それだけ市民の

－９２－

皆さんの利便性に供しているわけでございますが、

その起債の償還が重なってきたというのがありま

す。それは既に平成９年でピークアウトいたして

おりますが、なお高い水準にあるというのが、こ

の公債費率が上がってきている原因でございます。

ただ、それがいけなかったのかというと、私は

決してそうじゃなくて、やはりそれだけの効果を

生んだ投資をやってきてるというふうに考えてお

ります。当然、後年度負担という制度になってお

りますから、後年度負担を返していかなければい

けないということになっておりますが、そういう

形で今、特に泉佐野市さんを含めて、その償還が

重荷になっているのも事実でございます。

ただ、この間、非常にそういう面で不足してい

た部分、インフラ整備が大幅に進んだということ

が、これは評価をいただかないといけない部分だ

というふうに思っております。

今後につきましては、単独でいくということで

ございますから、当然、それに見合ったような形

での行財政改革なり、あるいはこれからの運営を

していかなければいけないというふうに考えてお

ります。

それから、広域行政という面でどういうことを

考えているのかということでございますが、既に

ごみ処理、それから公共下水道ですね。それとか

他の分野でも一緒になってやっておりますけれど

も、当面は、これは以前からやっておりまして、

合併問題があってその経過を見据えてということ

になっておりますが、休日・夜間、こういうもの

について取り組む必要があるというふうに考えて

おります。

御指摘ありました病院問題につきましては、泉

南市は一定公的病院である済生会泉南病院をりん

くうタウンに移設新設して、福祉・保健・医療と

いう新しい形でスタートしております。そのとき

にも御指摘はありましたけれども、これについて

は、阪南市は当時、スカイタウンの方に移転をす

るという考えを示されておられまして、実を結ば

なかったということがございます。これについて

は、また状況の変化もございますし、そういう課

題としては我々も認識はいたしておりますので、

またお隣の御意向も踏まえて、どういうふうなこ



とをお考えかと、あるいは単独市でできるのかと

いうことも含めて、議論をしていく必要があると

いうふうに考えております。

それから、火葬場につきましては、一応候補地

を絞って建設予定ということでいたしておりまし

たが、これも合併問題がございましたので、一応

休止という形で地元さんには御理解をいただいて

おるところでございます。これも単独でやってい

かなければいかないということになりました。現

在は当面、西信達の上物について今建てかえをや

っておりまして、ほぼ棟上げまで済んでおります

が、これを一定の短期の目的としての整備という

形にしたいというふうに考えております。

あと、根本的な炉の改修も含めてという問題に

ついては、これは今度の財政健全化の中にこの火

葬場の問題は算入いたしておりませんので、今後

の行財政運営の中で位置づけをするなり、あるい

は違う形をとるなりという形で検討をしていきた

いと考えております。

それから、りんくうタウンの中でグリーンベル

トの話もございましたけれども、これについては、

将来、企業局、大阪府の方で整備をしていただい

て市が引き継ぐと、こういうことになっておりま

す。御指摘の部分は、一部道路拡幅をいたしてお

ります。そのかわりその外側、いわゆるイオン側

に植栽帯をつくるということになっておりまして、

今回植樹を１０月に植樹祭という形でやることに

なっておりまして、緩衝の緑地というものは、当

然とっていただくということになっております。

それから、救護施設でございますが、これはり

んくうタウンの方に大阪府の方から打診がありま

して、さまざまな角度から検討いたしましたけれ

ども、決して誘致をしたものではございませんの

で、その点は御理解をいただきたいと思いますが、

ただ、やはりこれからの福祉時代ということを迎

えまして、そういう福祉施設を拒絶していいのか

という議論が一方ではあるわけでございますから、

私どもはもろ手を挙げて賛成ということではござ

いませんが、これは福祉施設の一環ということで、

やむを得ないという判断をいたしております。

あとの詳細については、担当部局から御答弁を

申し上げます。

－９３－

○議長（堀口武視君） 池上都市整備部次長。

○都市整備部次長併土地開発公社事務局長（池上安

夫君） 角谷議員御指摘の２点につきまして、内

容の説明をさせていただきます。

まず、救護施設関係のことですけども、りんく

うタウンの南中地区の用途制限にかかわる問題だ

と思いますが、りんくうタウンの場合、地区計画

を定めておりますので、建築基準法で言いますい

わゆる第４８条用途制限プラス地区計画の建築用

途等の制限がございます。いずれもそういう救護

施設につきましては、抵触しないというふうなこ

とになるという判断を関係の当局からも聞いてお

りますし、我々といたしましても、そういうこと

で該当しないと、抵触しないというふうに理解を

いたしております。

それから、グリーンベルトの問題ですが、これ

は都市計画道路泉佐野田尻泉南線に沿いまして、

山手側に１０メーターないし５メーターのグリー

ンベルトのいわゆる緑地帯で、地区計画内の地区

施設として都市計画決定をされております。

問題は、いわゆる大型スーパーの関係で、一部

１．２５メーターから４．５メーターの幅員でもちま

して、暫定的ですが、車道部分に使っておるとい

う部分だと思いますが、まず整理いたしますと、

土地利用の関係で、前面道路から接続道路の関係

で横断部分につきましては、当然これは接続させ

なければならないということになりますから、こ

れは何カ所か発生はいたしますね。横断で当該敷

地に接続さす部分につきましては、当然その部分

を切るというところが出てきます。

それから、問題に言われていますいわゆる並行

して切っております車道部分に暫定的に使ってお

ります部分ですが、先ほど言いましたように、最

大で４．５メーターの幅なんですが、緩衝的な機能

につきましては、通常、車が通ることによる緩衝

ということで、音、大気、振動、それから粉じん

ですかね。こういうのが大体言われることなんで

すが、いずれにしましても、そういう機能の部分

の緑地帯の効果につきましては、当該大型店の敷

地内に同様のものをつくっておりますので、そう

いう緩衝用途的なことにつきましてはクリアして

いるのではないかと。



それから、もう１点、都市計画上の問題ですが、

これは最終緑地帯として、完成後は泉南市の方に

引き取るという約束になっておりますので、あく

まで現在は暫定的な措置というふうなことで対応

しているということで御理解をいただきたいと思

います。

以上です。

○議長（堀口武視君） 角谷議員。

○１７番（角谷英男君） それでは、再質問させて

いただきます。

市長、先ほどそんなことは言っていないという

ことでありました。改めてちゃんと申し上げたい

と思いますが、私は合併を好んでやったのではな

い。初めてお聞きしたわけなんですよね。やっぱ

り私たちもそうでありますが、市長もそれなりの

覚悟と思いを持って、泉南市のために市民のため

にと思ってやってきたことです。

私は賛成であろうが反対であろうが、どっちが

悪いなんて思ったことありませんよ。それぞれま

ちをよくするためにお互い議論したらいいんだと。

そして、その議論の結果、住民の皆さんが判断し、

場合によっては最終議会が判断するんだというふ

うに思ってました。市長も残念だということを絶

えず言ってこられました。残念というのは、それ

だけの信念を持ってやられたわけでしょう。当然

だと思いますよ。リーダーとして、信念もなしに

こんなことできることじゃありません。そうでし

ょう。我々のまちの孫子の代まで影響することな

んです。場合によっては、孫子の代に、あのとき

の議員が、あのときの行政がなんていうことをし

たんだと問われることもあるかもわからない。場

合によっては、褒められるかもわからない。

しかし、我々は、それをその立場によって考え、

市民に問いかけ、そして一定の答えが出たわけな

んです。これはやっぱり真摯に受けとめなければ

いけないし、好んでやったことではないというの

は、これはちょっと言い過ぎではないかなと思い

ますよ。そう思われませんか。市長、私たちは意

地を張り合っているんではない。悪いときは悪い、

お互いに謙虚にこんな問題はやらなきゃ私はいけ

ないと思いますよ。

そうやって真剣に――にらみつけられてますけ

－９４－

ども、どうですか、市長。これは、けんかをして

いるんでも何でもないんですよ。正しい議論をし

てるんです。どうなんでしょうか。今の発言につ

いて、何か御意見があればおっしゃってください。

○議長（堀口武視君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） 先ほども申し上げましたよ

うに、これは泉南市、あるいは合併の場合はこの

地域になりますが、この地域、あるいは市民にと

ってプラスの方を選ぶということが大事なわけで

あります。私どもはその点を議論して、やっぱり

単独でいくよりは一緒になった方が、泉南市、こ

の周辺も含めて市民にとってもプラスだという判

断のもとに、合併の方が効果が大きいということ

で、そういう方向で進めてまいったのは事実でご

ざいます。

それは、私個人がどうこうじゃなしに、我々の

身分にもかかわる話ですから、そういうものを乗

り越えてやるという意味で申し上げたわけでござ

いまして、我々としてもこの合併問題というのは、

本当に真剣に、これは一定の住民投票の結論が出

ましたから、今の枠組みあるいは時期は白紙に戻

しますけれども、やはり今後ともどうあるべきか

というのは、真剣に考えていかなければいけない

課題だというふうに考えております。

○議長（堀口武視君） 角谷議員。

○１７番（角谷英男君） 私が好んでということに

対する直接的な回答にはなっていないんではない

かなというふうに思いますよ。これは市長、やっ

ぱりまずい発言ではなかったかなというふうに思

います。市民から聞いたら、これは残念である。

特に、市長の考え方に賛同された方もたくさんい

らっしゃいます。残念だと思いますよ。ましてや、

ましてやですよ、職員の皆さんは、このことでど

れだけの努力をされてきたか。そういう努力をさ

れてきた人が聞いたら、私は言葉じりをとらえて

いるんじゃない。発言だけを言っている。非常に

残念で悲しい思いをするんではないかなと思いま

すよ。

それとですね、市長、先ほど言いましたように、

市民は、なぜ泉南が赤字になったんだ。私たちも

がんがん追及されましたよ、市民集会なんかやっ

たら。一生懸命答えましたよ。メリットも認めな



がらやってきましたよ。しかし、民間会社では、

赤字になったらいろんな問題を問われますよ、リ

ーダーは。

その中でも、市長、農業公園２４億円は来年オ

ープンと言われてますが、どうされますか、これ。

駅前再開発に使った約２５億円の土地は、お金は、

予算は、税金は。これは中止なんですよ。まさに、

結果責任がやっぱり問われてる。

極端なことを言いましたらね、市長。やめると

か、やめないとか、そんなこと聞いてるんじゃな

いんですよ。そんなことは、市長みずからが判断

されることなんです。しかし、私たちは、今の時

代、政治家が、行政が、不信や不満でみんないっ

ぱい思ってるんですよ。政治に対してもそうでし

ょう。事実、住民投票でも３６．９５％しか投票さ

れていない。投票率はどんどん落ちてるんです。

それはなぜなんでしょう。行政や政治不信だから

でしょう。なぜ、行政や政治不信が起きるのか。

それは、説明責任や結果責任をおまえらが言わん

からやと。行政が今まで責任とったか。例えば、

国でもそうでしょう。三位一体なんて、国のツケ

を我々に回してるだけのことじゃないですか。お

かしいですよ。

そういうものを解決し、我々が謙虚な姿勢に立

って、責任を感じながら、初めて政治が信頼され

てくるんではないかと思いますよ。これは、市長

にだけでなく、私自身に言ってる言葉でもあるん

です。事実を言っているんですよ、事実を。だか

ら、その辺は明快に説明をされて、失敗やったら

失敗でいいじゃないですか。成功ばっかりじゃあ

りませんよ。そのことを私だけが言ってるんでは

なく、市民の皆さんが今度の合併を通じて感づい

たといったら言葉が間違いかもわかりませんが、

疑問に思ってきたことなんです。

だから、私たちも定数削減もやりました。これ

からも議会においては、恐らく議員各位から議会

内の行政改革案がどんどん出てくると思いますよ。

問われるわけですから、私たちは。どうなんでし

ょう、市長、今の質問に対して。

○議長（堀口武視君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） 農業公園の話も出ましたけ

ども、これはあそこにかるがもの里というのがで
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きまして、これは大阪府が主体になってやって、

今、分譲しております。あそこも大分埋まってま

いりました。

そして、あそこで地域の皆さんが集団で花卉の

栽培をされておられます。そして、また新たな企

業参入もございました。それと隣接して、あれを

ただ農地開発だけで終わらすんでなくて、その周

辺に緑を含めた、あるいは今は中心が花卉団地に

なっておりますから、花卉団地と一体となった、

市民に憩いとそれから安らぎといやしと、それか

ら農業、あるいは花と一緒に楽しんでいただこう

という趣旨でスタートしたわけでございます。

第１期といいますか、ほぼでき上がりまして、

１５年度、一応あずまや等つくりまして、第１期

の分は完成するということになりました。暫定オ

ープンで２年間ほど、春はチューリップ、秋はコ

スモスをやっておりました。行かれたかどうか知

りませんが、ワンシーズンというか、その１カ月

ぐらいの間に１万人以上、１万５，０００人ぐらい

来られた実績もございます。

そういうことで、あれを見まして、私は改めて

市民の皆さんは、そういう緑とか花とか憩いとか

安らぎとか、そういうものに対する期待の大きさ

というのを感じました、正直。ですから、今年度

で一応第１期は終わりますんで、来年オープンし

たいと。一応暫定オープンという形になりますけ

れども、やっていきたいということで今取り組ん

でおります。

当然、経費節減等加えなきゃいけませんので、

いろんな管理運営主体を考えておりますが、行政

が運営するんではなくて、違う形で、民間の活力

あるいはいろんな活動分野の方がいらっしゃいま

すので、そういう方々にお願いをしようという方

向で今検討をいたしております。

それから、和泉砂川駅の再開発の問題も言われ

まして、確かに再開発準備組合をつくって、駅前

にふさわしい整備をしようということでスタート

いたしましたが、景気の動向が非常に悪くなって、

一般的に言うキーテナントの出店が非常に難しい

ということになりまして、再開発は中止にいたし

ました。

これは、結果的には正解だったというふうに思



います。仮に無理をしてやっておれば、けさも新

聞に高石のことが載っておりましたけれども、な

かなか床の処分が非常に難しくなったんではない

かと、地価の下落がどんどん進んできてるという

中ではですね。ですから、中止したというのは、

結果論ではございますが、非常に決断であったと

いうふうに思います。

ただ、おっしゃるようにツケは残っております。

当時、代替地として先行取得した用地、これをか

なり抱えております。これは、そのとおりでござ

います。これは午前中の質問にもございましたか

と思いますが、公社として、あるいは市として負

担軽減、特に金利の負担軽減を図っていく活用と

いうことを早急に考えていきたいというふうに思

いますのと、それから今後、道路、駅広は市でや

ると、これは街路事業でできますのでね。あとは

民間の開発に任せようということでございますか

ら、その中でも、やはり転出される方が、非常に

少ないですが何件かおられますから、そういう方

々への代替地とか、そういうことも含めて、今、

確保している用地の活用については、つなげてい

きたいというふうに考えております。

○議長（堀口武視君） 角谷議員。

○１７番（角谷英男君） 市長、お答えいただいて、

まとめさしていただきますと、農業公園について

は成功と思っておられるのか、不成功と思ってお

られるのか、税金の使い方についてどう思ってお

られるのか。私がお聞きしたのは、現実に２４億

強の税金をお使いになられて、そして現在あの状

況であります。チューリップとコスモス、これだ

けで成功と思われるのなら成功と言ってください

よ。私は、２４億というのは、これ市民の税金で

あります。市民でなくても府の金が入っていれば、

すべて税金なんだ。その結果についてお尋ねをし

たわけなんです。

駅前再開発についても、確かに今言われた。し

かし、私が聞いてるのは、結果についてお聞きを

した。大事なことは、私は市長は優秀な方だと思

いますよ。間違いなく私よりはるかに優秀。当然

であります。そんな優秀な方がされたこと。しか

し、失敗もあるわけです。それは素直にお互いに

反省をし、認め合うことも大事ではないか。でな
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いと、市民はついてきませんよ。そう思いません

か。決してこれは皮肉でも何でもない。素直に申

し上げてる。

例えば、市民は市長に何を求めてるか。リーダ

ーとしての向井さんを見てるんですよ。市をどん

なふうに持っていくんか、私たちの税金をどんな

ふうに使われるんか、私たちの市のためにどんな

ことをしてくれるのか、市民がどんな幸せになる

ための施策をやってくれるのか、そう見てるわけ

ですよ。すべてが成功するなんてことありません

よ。しかし、税金の使い道だけはしっかりやって

ください、そう思ってることは事実だと思います。

例えばりんくうタウンね、市長。これはさっき

言うたことをもう一度お答え願いますけどね、結

果不成功なのか。市長は、１万人来るからそれで

にぎわいがあるやないかと、成功のように聞こえ

ましたけども、そうなんでしょうか、改めてお聞

きします。それと、どんなふうにするのか見えて

こない。

それと、もう１つ、リーダーということで、市

長はリーダー責任というものをどういうふうにお

考えになられてるんでしょうか。

例えば、市長、これも何度も言ってきました。

イオンに絡む信達樽井線ですね。市長は、これは

大阪府から府貸しをかち取ったんだと、こう言わ

れてきたわけです。今も言われてます。私は、ど

う考えても、この財政難の中で、市長に求めたの

は、期待したのは、府貸しは返さなきゃいかんわ

けですよ、間違いなく。金利も変わってきました。

そんな中で、これは改めて言うことなんですけ

ど、リーダーだからあえて言うんです。これは、

やっぱり大阪府から生の金、補助金をとるかとら

んかということが大事ではなかったか。事実、こ

れは違うと言われるかもわかりませんが、何度も

言いますよ。

貝塚の三洋電機は、大阪府から１０億円の金が

出てるんですよ。このイオン問題は、大阪府がイ

オンを引っ張ってきて、イオンが条件を出して泉

南が受けたと。そして、それはチャンスであった

と市長は言われたわけです。５０年以上かかる道

路がこれを機会に、これをインパクトに一気にで

きるからいいんだと、こう言われてきたわけです。



私たちは、道路について一切反対してないんで

す。税金が、財政難であるからこそ、今、市長を

リーダーとして、我々のリーダーとして、大阪府

に対して強い姿勢で臨んでくださいよと、これを

期待し、求めたわけです。

合併がなくなりました。大変不安であります。

いずれの機会かで、この財政について、いろんな

議員さんからもそうでしょうし、いろんな質問も

あるかと思います。今、この合併問題を中心に何

が起こってきたか。リーダーとしての向井通彦さ

んは、どうこれからされていくんですか。今まで

の問題はどう整理をされますか。残念ながら、私

たちも含めて問われるわけなんです。それを解決

しなければ、再度申し上げますが、政治不信がど

んどん、どんどん、行政不信も出てくるんではな

いかという心配をしております。私たちも含めて

ですよ。どうなんでしょうか。

○議長（堀口武視君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） １点目は、農業公園が成功

か失敗かという議論かと思います。私は失敗では

ないと思っております。

当然、これからの２１世紀の時代というものを

見据えますと、やはり市民の皆さんが求めておら

れるというのは、緑、花、あるいはいやし、憩い、

こういうものだという言うふうに思っております。

私は、あちこち見てまいっております。野上の

上にもありますよね、すばらしいのが。あそこも

何もありません。遊具が少しあって、芝生広場が

あるだけなんです。パークゴルフはちょっとあり

ますけども、そういうものがやはり休日になれば、

あるいは連休になれば、本当にすごいたくさんの

方がお越しになってるんですね。

それはなぜかといいますと、１つはお金を使わ

ない。子供さんを連れて行ってもお金は要らない

んですね。車で行って駐車場があって、広々とし

たところでボールをけったり、あるいはソフトを

したり、いろんなことができるということがあっ

て、大変にぎわっております。

ですから、今回の農業公園も、もちろん花摘み

園の分もございますし、それから近い将来オープ

ンすれば、あそこでの産品の販売というのも計画

しておりますが、芝生広場といいますかね、そう
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いうものもつくるようになっておりますから、そ

ういうことからしますと、１つの例示を挙げたの

は、この前春と秋のチューリップ、あれがすべて

ということじゃなくて、あれだけでも、それだけ

の方がお越しになると、これは実績としてあるわ

けですから、非常にその効果を期待されてる方が

大きいんじゃないかなというふうに思っておりま

す。

したがって、我々は、あれを今後いかに生かし

ていくかということについては、できるだけ管理

経費を減らして、そして市民の皆様に楽しんでい

ただくということが、市民還元につながるという

ふうに考えておるところでございます。

それから、りんくうタウンのことをおっしゃい

ました。ヒューマンサイエンスのこともおっしゃ

いましたが、あれは、やはり我が国でも最先端の

医療の研究なり、あるいは薬品の開発なりに資す

るものでありますから、これはその最先端の施設

が泉南市にあるということは大きな誇りでござい

ます。

今回のイオンも、あなたはちょっと違う立場で

おられましたけども、私は、イオンが来ることは

泉南市の将来にとって大きなプラスであると。も

ちろんプラスマイナスありますよ。ありますけれ

ども、プラスの方がはるかに大きいという判断で

決断をいたしました。それが今でき上がってきて、

雇用という問題につながっていってるわけでござ

います。

今回、秋にオープンしてどういうことになるか

ということがありますけれども、税収の効果も含

めて、非常に大きな効果があるというふうに考え

ております。数日前のＮＨＫでもそのあたり言っ

ていただいておりましたけれども、ようやくりん

くうタウンが動いてきたということで、比較的よ

い感触での報道でございましたけども、そういう

ことがあると思います。

さらに、りんくうはこれ以外にも今たくさん来

ております。間もなく、またはっきりすれば、企

業局からお示しがあろうかというふうに思います

が、ここにきて飛躍的に立地が進んできておりま

す。現在６割でありますが、ここ一、二年でほぼ

埋まるんではないかなという期待を持っておりま



す。

それと、御指摘ありましたように、りんくうタ

ウンが当初の目的と若干違ってるんじゃないかと

いう点は、これは確かにその面はあります。産業

ゾーンとして位置づけされておったんですが、も

ともと私どもは産業ゾーンだけの色塗り――色塗

りというのは用途のことを言うんですが、そうい

うのはぐあい悪いということを府に申し上げてお

ったわけでございますが、埋免との関係もあって

１０年間は辛抱してくれと、こういうことでござ

いました。１０年たった今においては柔軟な土地

利用の活用ということになってきておりますから、

そういう面では、工場団地ゾーン一色ではなくて、

いろんなバラエティーに富んだまちになっていく

というふうに考えております。

それから、三洋電機への助成というのは、これ

は最先端技術に対する大阪府の助成金ということ

でございます。太陽光発電をあそこでやられると

いうことでございますから、それに対する助成金

ということでございます。

それから、信達樽井線に対する財源については、

何度も申し上げておりますように、普通は国庫と

起債と一般財源と、こういう枠組みでありますが、

その一番苦しい一般財源分を全額府貸付金という

形で認めていただいたということが１つ大きいと

思います。これは、大阪府でもほとんど例がない

ということでございます。

それと、国庫補助金も通常５０％を５５％にと

いう形での位置づけをしていただきました。それ

と、その量的な確保ですね。泉南市にだけそんな

にたくさん国庫補助を持っていっていいのかとい

う議論はあるように聞いておりますが――大阪府

全体としてですよ。しかし、それは大阪府の責任

でちゃんとしますということと、それから起債も

有利な臨道債、交付税カウントのあるものを優先

的につけていただいているということもありまし

て、大変有利な資金スキームで行っております。

一方では、既に事業認可をとって、１０数億の

債務を土地開発公社が抱えておるという中で、そ

れを減らしていけるということでございますから、

この効果も大きいということでございます。

数十年かけてやったらいいじゃないかという議
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論もありますけれども、そうなった場合のシミュ

レーションは、今の資金スキームより相当悪くな

って、市民の負担というのが大幅にふえていくと

いうことでございますから、この機会をとらえて

やはり仕上げるということが、泉南市にとっても

市民にとってもプラスであると、そういう判断で

あります。これも決断であります。

以上。

○議長（堀口武視君） 角谷議員。

○１７番（角谷英男君） 当初から多分かみ合わな

いであろうということでありましたが、質問はさ

せていただきました。残念であるというふうに思

います。

それと、りんくうタウン内の地区計画、救護施

設の件でありますが、私、ここにりんくうタウン

内の建築物用途制限を見てるんですけども、これ

を見てて、どこがセーフになんのかなと、改めて

お聞きしたいんですけどね。あれは住宅ですね、

たしか。寄宿舎、こういう部分であろうかなと思

いますよ。実はシルバーハウジングも、たしかあ

れは市長が第９条、公益性があると認めるときと

いうことでやりました。映画館もそうでありまし

た。いろんなところで第９条が出るわけでありま

す。

私は、以前から１０年もたっておるわけであり

まして、地区計画を見直されてはいかがですかと

いうことを再三言ってまいりました。しかし、そ

れは考えてみたら見直す必要がなかったんかなと。

絶えず９条だけを出せば、こんなんいらう必要は

ないと、そういうことかなというふうに思います

が、改めてお聞きしますが、救護施設はどう理解

したらいいんでしょうか。これで見たらどうなん

でしょうね。わからない。私は、この中の住宅及

び寄宿舎とか、これに抵触するんではないかなと

思うんですけども、何をもってセーフと言われる

のか、よくわからない。

市長も、前回の議事録にも出ておりますが、も

ろ手を挙げて賛成するものではないんだと。すべ

てオーケーではない。だけど、大阪府から福祉で

あるから仕方がないんだと、簡単に言えばね。そ

ういうことなんですけど、だからそこを市長、ど

うなんでしょう。我々財政難に苦しんでおるんで



すよ。大阪府が考えなきゃいかん問題なんです、

これ。私が思うに、何も地区計画に触れるような

部分に無理やり大阪府が持ってくる。大阪府とい

うのは、実はひどいとこだなと思いましたよ、こ

れは石田さんに申しわけないですけども。

さっきヒューマンサイエンスのことを僕言いま

せんでしたけど、前は何遍も言ってきましたよ。

これつくるとき、５大製薬が絡んでるから、いず

れ５大製薬がりんくうタウンに張りつきますよと

いうような話もあったわけです。そらええことだ

なと思いましたよ。大阪府立大学農学部もひょっ

としたらその関係で泉南に来るんかなとも思いま

したよ。しかし、大阪府は言うだけ言って、押し

つけるだけ押しつけて、結果は何もなし、ずっと

この方そうですよ。また、最後に救護施設。

これは市長、やっぱり市長はトップリーダーで

すよ。間違いなくトップリーダーなんです。いい

ときは、楽なときはだれでもいい。今、こんな苦

しい泉南で、市長、あなたは問われてるわけです

よ。違いますか、市長ですから。金持ちのときだ

ったら、場合によっては申しわけないけど、こん

なこと言うたらいかんかもわからんけど、そう苦

労しないですよ。苦しいときのリーダーが一番問

われる。ましてお金がないとき。

どうなんでしょう。これ、教えてください。地

区計画にどこがセーフなのか、教えてください。

わからない。これ何遍見てもわからない。どうぞ

お願いします。

○議長（堀口武視君） 池上都市整備部次長。

○都市整備部次長併土地開発公社事務局長（池上安

夫君） りんくうタウン南中地区の用途制限等に

関します御質問に対しましてお答えいたします。

まず、御指摘の施設の件ですが、言われてるよ

うに住宅であれば、当然、地区計画の用途制限の

中で抵触するということになりますが、言われて

いる施設につきましては、いわゆる生活保護法に

規定する救護施設ということでございます。です

から、そういうものにつきましては、建築基準法

４８条の規定の中の準工業地域の中の規定、それ

からりんくうタウン南中地区の用途制限等には抵

触しないということでございます。

以上です。

－９９－

○議長（堀口武視君） 角谷議員。

○１７番（角谷英男君） これね、今言われました

けど、住宅ではないんだと言われますが、これ見

ますと、あそこで住まいをすることがもうすべて

住宅とみなされる可能性があるんです。

それと、問題は、改めて言いますけども、だん

だん時間がなくなってきましたから。問題は、大

阪府からの、言葉は悪いが押しつけなんですよ。

泉南市は税収何にもないんですよ。大阪府の事情

でこういうことをやってるわけです。そら市長、

やっぱりノーと言うべきですよ。本当にそう思い

ますよ。市民から見たらどういうことやと、財政

難、財政難と言いながら、金はりんくうから入っ

てけえへんやないの、この救護施設からとなりま

すよ。今の答弁では理解できませんな。と思いま

すね。理解できません、これはっきり言いまして。

それと、こればっかりやっててもかみ合いませ

ん、イエスと絶対言ってくれませんから。

次に、火葬場でありますけど、市長。その前に

さっきの農業公園もありますけども、来年からオ

ープンしますけども、お金が、予算かかるわけで

すよね。こんな金出てきますかね、これからの泉

南市。大変ですよ。火葬場、続いて言います。火

葬場は、補助金が多分ないと聞いておりますが、

どう考えられますか。どこで金をつくりますか。

火葬場は待ったなしですよ。

そこで、提案でありますが、前も法定協で言い

ましたが、実は泉南市域の中の男里ですね、特に。

阪南市の火葬場の煙がもくもく入ってきているわ

けですよ。迷惑で、これは阪南市にも要望してる。

泉南市にも要望してる。

そこで、市長が言われたスケールメリットでは

ないけども、まさにこれは広域行政でやる気はな

いんですか。みんな迷惑をこうむってるんです。

何とかせなあかん。どこでやるかまた考えていた

だいたらいいし、出てきた答えに対して、我々は

イエスかノーか、また対案を出すか、やりますよ。

市長は、これから広域行政と言われている以上、

先ほど改めて病院の問題も提案いたしましたが、

この火葬場についてもやる。例えば、嫌悪施設は

うちがやりましょう、そのかわり病院はうちでや

りませんかと。ギブ・アンド・テイクみたいなも



んですけども、それは別として、火葬場について

改めて、岡田の火葬場は今、改修されてます。そ

れだけですべてが済むとは思ってません、当然市

民は。事実、聖苑計画があったわけですから。も

うこれはほうりますか、それとも新たな考えを持

っていかれますか。その辺、もう時間ありません

から簡単に答えてください。

○議長（堀口武視君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） 今回の法定合併協議会にお

いて、さまざまなそれぞれのまちの課題なり、あ

るいは公共施設のあり方、この辺の議論もありま

した。当然、火葬場あるいは墓地の問題もありま

したけども、そういう議題もありました。

我々としましては、合併は今のところ一応白紙

という形になりますので、今度は、じゃその経験

を生かして、合併ではありませんけれども、広域

的な連携をとれるものは何かないかということの

議論に移っていくというふうに思います。

その中では幾つかの、先ほど言いました休日・

夜間とか、ほかもあると思います。御指摘の分も

あろうかというふうに思います。ですから、これ

らについては、もう一度我々の方も、この法定協

での資料等を十分洗い出しをして、１市だけがお

互いに何か提案してもならない話でございますか

ら、新たにそういう議論ができるのか、できない

のか含めて検討していく必要があるというふうに

考えておりますから、広域行政でやることによっ

て市民負担が減り、しかも効果が上がるというも

んがあれば、検討していく必要があると考えてお

ります。

○議長（堀口武視君） 角谷議員。

○１７番（角谷英男君） 火葬場の広域行政につい

ては、非常に前向きにお答えをいただいたわけで

ありますが、それが簡単に成功すればいいですけ

ど、なかなかそうはいかないかもわからない。一

方で、不成功ということもあるかもわからない。

しかし、火葬場は待ったなしで皆さん望んでおら

れますから、そのことについては、またお答えを

いただきたいと思います。これは、絶対やらなけ

ればいけない問題であると。これは、私たちの責

任なんです、生きている者の。これはもうイデオ

ロギーも超え、何もかも超え、私たちの務めなん

－１００－

です。

あと１分になりました。実は合併問題でも答え

ていただいていない部分もありました。財産区の

問題でありますね。これは、実は合併するしない

で大きく変わってくる。合併しないと、またもと

に戻るということであります。なぜかな。戻りま

せんの、これ。１０対０というのは変わらんわけ

ですか。たしか聞いているのは、合併をしたら１

０対０だと。樽井の場合、７対３だというふうに

聞きましたけども、それは合併を前提とした答え

であった。しかし、合併をしなかったら、以前の

ように４・５・１とか、５・５というような比率

で配分されるというふうに聞いてますが、違うん

ですか。もとに戻ると言わはったん違うんですか。

○議長（堀口武視君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） いや、もとに戻るという表

現は、前から何回も否定してますからね。そうじ

ゃなくて現状のままと、こういうことでございま

す。

○議長（堀口武視君） 角谷議員。

○１７番（角谷英男君） なぜ、合併したら１０対

０、７対３。実はできるんだ。しかし、合併しな

かったらもとのままだと。しかし、言葉の使い方

だなと思いました。

以上で終わります。ありがとうございました。

○議長（堀口武視君） 以上で角谷議員の質問を終

結いたします。

３時５０分まで休憩いたします。

午後３時１８分 休憩

午後３時５２分 再開

○議長（堀口武視君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。

次に、４番 大森和夫君の質問を許可いたしま

す。大森君。

○４番（大森和夫君） 日本共産党の大森和夫でご

ざいます。

合併の住民投票の結果、合併反対が多数を占め

ました。市長は、合併について、泉南市のため、

市民のためとよくおっしゃられます。しかし、実

際は泉南市のため、市民のためではなく、国・府

の言いなりで、市民の疑問や要望に耳を傾けず、

市民不在で短期間に強引に進めてこられました。



樽井区長の、十分な協議もせず合併をされては将

来に大きな禍根を残すとの訴えは、多くの市民の

声を代弁したものであります。

また、十分な協議がないまま進めているのは、

合併問題だけではありません。財政問題やイオン

出店と道路建設の問題、財産区問題などに及びま

す。そのため、合併の住民説明会では、これらの

意見や質問が続出いたしました。

このように住民投票の結果は、市長の政治姿勢

が否定されたものではないでしょうか。市長の見

解をお聞かせください。

また、市長は住民投票の意思を尊重すると条例

にもうたい込んでおられながら、住民投票につい

て、市民は中長期的な視点で合併効果を考えても

らえなかったと、市民の意思を尊重するどころか、

否定するかのような発言を行っております。ここ

に住民の意思より国・府の意思を尊重する市長の

姿勢があらわれているのではないでしょうか。御

見解をお聞かせください。

財政難の中、合併により貴重な予算や時間、人

材が費やされました。その反省は、市長にはない

のでしょうか。御見解をお聞かせください。

住民投票の結果から、今、市民が望んでいるこ

とは、予算の使い方を改めて財政再建を進め、き

め細やかなサービスが行き届くまち泉南をつくる

ことではないでしょうか。

財政を立て直すために、まず第１にイオンのた

めの道路整備をやめることです。この道路は、イ

オンが開店してから５年近く完成しません。最も

交通渋滞が予想されるときにはできない、まさに

不要不急な産物です。財政難と言いながら、どう

して総額５６億円にも及ぶ道路整備を進めるので

すか。どうしても必要であれば、イオン自身か、

イオンを誘致してきた大阪府の責任で行うべきで

はないでしょうか。市長の見解をお聞かせくださ

い。

市民には、財政難や受益者負担を理由に、第３

次行財政計画でも福祉、教育を削っています。ま

た、コミュニティバスの増便や乳幼児医療費無料

化の歳児引き上げなど、市民生活にかかわる要望

は実現していません。その一方で、イオンのため

の道路づくりでは、市民は納得いたしません。市

－１０１－

長の見解をお聞かせください。

市の危機的な財政の中、府下最低の市税の徴収

率を引き上げるため、高額滞納者への厳しい姿勢

が必要ではないでしょうか。同時に、滞納解消に

向け全庁を挙げて取り組み、短期間で成果を上げ

る必要があります。そのため担当職員の増員など、

特別な対策を求めます。

教育施設の問題では、信達中学校のトイレ改修

が大変喜ばれていると聞いております。全市内の

教育施設、特にトイレの改修が必要です。今後の

計画についてお聞かせください。

新家の悪臭問題は、８月中に施設改修が済む予

定でした。しかし、９月の入ってからも悪臭は解

決しておりません。悪臭の原因となっている業者

は、恒久的な解決を保証するため協定書の締結を

約束しました。しかし、行政の厳しい監視と、悪

臭が解決しなければ営業を認めないという姿勢で

取り組んでいかなければなりません。臭気指数に

よる規制が必要だと地域から声も上がってますが、

市の姿勢をお聞かせください。

新家の駅前の交通渋滞が大変です。８月だけで

も新家駅前周辺に２件のコンビニエンスストアが

開店しました。地元では交通安全や地元商店に与

える影響が心配されております。駅前の計画的な

開発が行われていないのではないのでしょうか。

市の見解をお聞かせください。

以上で壇上の質問を終わります。

○議長（堀口武視君） ただいまの大森議員の質問

に対し、理事者の答弁を求めます。向井市長。

○市長（向井通彦君） 合併問題について、私の方

から御答弁を申し上げます。

１つは、住民投票の結果をどのように受けとめ

ているかということでございますが、これについ

ては、３市２町の合併につきまして、昨年の１１

月に泉州南合併協議会を設立いたしまして、８月

２日の協議会で第１２回を数え、これらの協議内

容を踏まえて市民説明会を開催さしていただきま

した。

これらの情報提供によりまして８月２２日に住

民投票を行いまして、市民の皆様の合併に対する

意思を伺いましたが、結果として合併に対する理

解が得られず、非常に残念な結果となりました。



この結果を受けまして、本市では９月１日の合併

協議会で法定協からの離脱をいたすことといたし

ました。

それから、このことについて市長の政治姿勢そ

のものが否定されたんではないかという御質問で

ございますが、私はそうは思っておりません。合

併問題というのは、合併するしないにかかわらず、

非常に泉南市の将来にとって重要な岐路であった

というふうに思います。私どもは、３市２町でご

ざいますが、合併をすることによって、これから

の地方分権時代の国と地方のあり方、あるいは行

財政のあり方、また少子・高齢化時代を迎えての

基礎的自治体のあり方というものを真剣に考えて

きたところでございます。ただ、結果として、そ

れが反対多数という形になったものでございまし

て、このことにつきましては非常に残念な結果だ

というふうに思っております。

ただ、そういう選択がされたわけでございます

から、住民投票条例にもうたわれておりますよう

に、市長は住民投票の結果を尊重しなければなら

ないという内容を踏まえまして、法定協からの離

脱を、もちろん議会にも御相談の上、さしていた

だいたところでございます。今後は、単独市とし

て当面いくわけでございますんで、改めて行財政

運営に取り組んでいきたいと考えております。

それから、住民投票の結果によって、市民は中

長期的な視点で合併効果を考えてもらえなかった

のではないかという、私は、これはインタビュー

か何かのコメントだというふうに思いますが、こ

のことによって市民の意思を尊重するどころか、

否定する発言ではないかということでございます

が、それはそうでございません。市民の意思は市

民の意思として真摯に受けとめて、法定協からの

離脱という形をとらしていただきました。

ただ、この結果については、この合併問題とい

うのは、やはりその効果というのは中長期にあら

われてくるわけでございますから、そのあたりの

理解が十分得られなかったのではないかなという

思いをいたしております。

きのう夕方の６チャンネル、６時４０分ごろか

らのごらんいただきましたか。見てませんか。そ

の中で、この合併問題も放映されておりまして、

－１０２－

そのときインタビューを受けた方がこの合併問題

についてコメントされたんですが、将来のことも

ありますが、当面は目先のことを考えましたと、

こういうことをおっしゃっておられました。

これは１つのそういうインタビューですから、

その方のお考えかというふうに思いますが、私ど

もといたしましては、やはりこの合併問題という

のは、きょうあしたで非常に大きな効果があらわ

れるというものではなくて、やはり５年、１０年、

１５年という中長期的のスパンで効果が出てくる

ものでございますから、このあたりを十分御説明

をさしていただいたつもりでありましたけども、

結果として反対多数と、こういうことになりまし

たので、これはこれとして真摯に受けとめさして

いただいているところでございます。

それから、住民投票にかかわって、大変な労力

を使ったということについて反省はないのかとい

うことでございますが、そもそも来年３月に失効

を迎えます現在の合併特例法、これにいかに対応

するかというのが１つの課題でございました。た

だ漫然と有利な施策が盛り込まれております法律

を見過ごすというのは、一番無責任だというふう

に考えております。

したがいまして、比較的早くから、この特例法

のある間にどうすべきなのかという議論を提起を

してまいりました。そして、今日まで至ってきた

という経緯がございます。結果としては、単独の

道という選択がなされましたが、しかし法期限内

に一定の市民の皆さんの意向というのがそういう

ふうに反映されたということでございますから、

来年３月の失効については、やむを得ないという

ふうに考えておるところでございます。

ただ、今後、やはり少子・高齢化、あるいは日

本の人口が減ってくるという中で、国全体として

非常に厳しい対応が求められてくる時期に入って

いるというふうに思っております。三位一体改革

もその１つでございますが、そういう状況の中で

は、やはりこの問題というのは大いに議論して、

そしてどういう道が一番いいのかというのを今後

とも模索をしていく必要があるんじゃないかなと

いうふうに考えているところでございます。

それから、イオン問題に関連いたしましての信



達樽井線の道路についてでございますが、伊丹と

の比較をされておられますけれども、伊丹のダイ

ヤモンドシティにつきましては、ある大型工場の

跡地でございまして、そこを開発するにつけては、

道路条件等、法に基づいた整備をしないと開発許

可がおりないという中身の問題でございます。し

たがって、それをやらないと開発行為そのものが

できないという状況のものでございます。

一方、りんくうタウンにつきましては、道路ア

クセス、接道、あるいは都計法にのっとった諸条

件が整っているという中での開発と――開発行為

は要らないということでございますが、そういう

形になっております。したがって、条件が違うと

いうことが１つございます。

それと、今の時期に信達樽井線をなぜというこ

とでございますが、これも何回も御答弁申し上げ

ておりますが、信達樽井線については、かねてよ

り事業認可をとって事業中の道路でございました。

ただ、毎年七、八千万の事業費で行っておりまし

たから、例えば今の旧２６号からりんくうまで完

成しようと思えば、６０年ぐらいかかるという事

業でございます。

その間、既にかなりの権利者から買い取り申し

出がございまして、土地開発公社で１０数億の債

務を背負って用地を抱えてるという状況がござい

ました。これを放置すれば、その金利がどんどん

ふえていくと、ものはできなくて金利だけがふえ

ていくという最悪の状況になっていくわけでござ

います。

したがって、今回そういう１つのインパクトが

あったという中で大阪府とも十分協議をして、通

常の資金スキームより非常に有利な資金スキーム

のもとに事業を行う方が早く完成できて、しかも

市民負担が少ないと。しかも、公社の債務も減ら

せるということでございますから、その選択をし

たところでございます。

したがって、数十年かけてやったらいいじゃな

いかというきのうの御意見もございましたけども、

そのことが逆に市民負担が増大するという結果に

つながるわけでございますから、ここは、やはり

こういうインパクトを受けた中で、特別の資金ス

キームの中で事業を行うということが本市の都市

－１０３－

計画道路、あるいは基盤整備の進捗に大きく貢献

するという判断のもとにやっているところでござ

います。

それから、乳幼児医療とかそういうものを置き

去りにしてというようなことでございますが、乳

幼児医療の問題については、合併協でも歳児を引

き上げるという決定がされておりました。今、３

歳児未満ということでございますが、当面４歳児

未満、さらには財政の状況を見て、さらに充実し

ていこうということが確認されたわけでございま

すが、残念ながらそれもついえたということでご

ざいます。したがいまして、今後は泉南市として

どうしていくかという議論をしていかなければい

けない中に入っておるということでございます。

したがいまして、これからも単独の道を選んだ

ということの中で、行財政運営をしっかりとやっ

ていきたいと考えております。

○議長（堀口武視君） 大前財務部長。

○財務部長（大前輝俊君） 私の方から、高額滞納

者対策と職員の体制についてということで御答弁

申し上げます。

本市の市税収入状況は、長引く景気の低迷など

から非常に厳しい状況にございます。滞納額が５

００万以上の高額滞納事案に対しましては、私債

権に優先しているものにつきましては、公売も辞

さない対応で納税交渉を行っております。一方、

私債権に劣後している高額滞納事案についても、

ほとんどの事案について処分を行っており、財産

調査も随時行い、預貯金などを換価いたしており

ます。

また、御指摘の徴収体制につきましては、こと

しの４月に滞納整理の強化を目的として１名増員

するとともに、係の業務を見直し、収納係を充実

したところでございます。

今後とも、全管理職の協力を得ながら、現体制

の中で計画的に滞納整理の早期着手、夜間・休日

臨戸などを引き続き行いますことで市税の確保に

努めてまいりますので、よろしくお願いいたしま

す。

以上でございます。

○議長（堀口武視君） 中村教育総務部長。

○教育総務部長（中村正明君） 教育施設の充実と



いうことでお答えいたします。

各学校・園の施設改修については、まず我々教

育委員会の事務局の職員が各学校・園に伺い、教

職員と協力しながら保全調査を実施しております。

そして、優先順位に基づいて改修、修繕等を実施

している状況でございます。

非常に厳しい財政状況下ではございますが、今

後とも創意工夫を発揮しながら各学校・園の要望

にこたえるべく努力をしてまいりたいと考えてお

ります。

○議長（堀口武視君） 梶本市民生活環境部長。

○市民生活環境部長（梶本敏秀君） それでは、私

の方から悪臭問題について御答弁さしていただき

ます。

新家地区の悪臭飛散についてですが、この発生

源であります産業廃棄物中間処理の事業所に対し、

現在まで大阪府や泉佐野市とともにいろいろな指

導を続けてまいりましたが、悪臭発生状況に改善

は見られず、周辺の住民の方々に多大な御迷惑を

おかけしております。

このような中で、去る平成１６年５月３１日付

で当該事業所から施設の改善事業計画書が大阪府

に提出されました。その内容は、受け入れ施設の

整備、堆肥化の手法を変更し、新しい発酵機器を

設置する、貯留熟成施設の改善、脱臭装置の新設

と製造過程の全般にわたる改善となっており、平

成１６年６月１０日の府知事の事前審査が終了し、

７月１８日の周辺住民の方々への説明会を経て、

現在その改善工事中であり、間もなく稼動を開始

すると伺っております。

市といたしましては、これらの改善事業が計画

どおり施工されることを注視しており、事業の完

了後は、まず悪臭発生状況の確認を行いたいとい

うふうに考えております。

また、これらの機器、設備類、特に脱臭装置に

ついては、正常な運転管理がなされているか、受

け入れ物のチェックなどについて、今後とも大阪

府や泉佐野市とともに引き続き監視してまいりた

いと考えております。

続きまして、臭気指数の導入の件についてでご

ざいます。悪臭防止法による規制には２つの規制

基準、すなわち悪臭の原因となる物質として政令
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で定める特定２２物質の排出濃度規制であり、も

う１つは、嗅覚測定法を用いて測定される臭気指

数による規制でございます。悪臭防止法第３条に

おいて、規制基準と規制地域の指定を大阪府知事

が定めることとなっており、現在、大阪府全域に

おいて特定悪臭２２物質の規制が採用されている

ところでございます。

議員御質問にもある臭気指数による規制ですが、

においそのものを人の嗅覚で測定することから、

悪臭問題が発生したときの周辺の住民の悪臭に対

する被害感と整合しやすいというメリットがある

ことから、臭気指数規制は平成８年４月に施行さ

れたものであり、導入実績としては、平成１６年

４月末現在、２１７自治体が本規制方法を採用し

ている状況であり、大阪府においては検討中とい

うふうに伺っております。臭気は風などで運ばれ、

広範囲に拡散することがあることから、やはり大

阪府全体の規制が必要であるというふうな見解を

持っております。

なお、この件につきましては、去る７月、新家

地区区長連絡会より要望があったところであり、

その後、市長みずからが８月６日に大阪府の担当

部長に申し入れておりますので、大阪府の積極的

な対応が今後望まれるものであるというふうに考

えております。

あと１点、まだ現在においがするということで

ございますけども、８月末に確認したところによ

りますと、これは工事の進行と関係しているとい

うことでございます。今までは、開放部分をブル

ーシート等で覆って応急処置をしておりましたが、

今度は壁面の設置工事、これらを行っております

ので、このシートを取りはがしてやっておりまし

た。そのような関係から風の通りがよくなり、臭

気が外部に放出された、このようなものと思われ

ますので、そのような原因じゃないかというふう

に思われます。

ただ、間もなく脱臭並びに処理する機械が稼動

してまいりますので、いましばらくすれば、この

辺の根本的な原因がなくなるんではないかという

ふうに考えておりますので、よろしくお願いした

いと思います。

以上でございます。



○議長（堀口武視君） 馬場都市整備部長。

○都市整備部長（馬場定夫君） 私の方から、議員

御質問のまちづくりについてのうち、新家駅前の

交通渋滞にかかわっての新家駅南地区地区計画に

ついて御答弁申し上げます。

新家駅南地区地区計画区域内における地区施設

道路につきましては、でき得る限り整備を行って

まいりました。また、当区内において建築行為等

を行うときには、都市計画法に基づく届け出をし

ていただきまして道路の後退等の指導を行ってお

ります。

住民が主体となってつくった地区計画は、少し

ずつ長い時間をかけて実現されていきます。今後、

整備が促進できるようになった際には、建築行為

のときの指導等によりまして支障なく行えるもの

と考えておりますので、御理解のほどよろしくお

願いしたいと思います。

○議長（堀口武視君） 大森議員。

○４番（大森和夫君） 合併についてお聞きします

けども、市長は、市民の意思は真摯に受けたいと

か、市民の意思は尊重すると、言うてるとおりで

すよというふうにお答えになってるけど、市長の

お答えをお聞きしてると、そういうふうには思え

ないですね。さっきも壇上で言いましたけども、

否定しているかのようなふうに聞こえますし、今

のお話聞きますと、例えば、この結果が生まれた

住民投票で反対が多数を占めたというのは、将来

のことを考えずに目先のことを市民が判断したか

らだと。それから、合併特例債でのそういう有効

な条件を市民が理解してなかったから、だから合

併反対が多数を占めたんじゃないかと、そのよう

に聞こえるんですよね。

これは決してまた、市長の方はそれなりの言い

わけをされるかもしれませんけど、こういうこと

は決して市民の意思を尊重するというふうな態度

では私はないというふうに思います。

それから、合併については、幾つかいろんな意

見があるんですよ。先行した都市の例だって、決

して合併が成功してるわけじゃないんです。今の

新聞報道なんか見てますと、どっちかというと先

行した市でやっぱり合併が失敗した例なんかたく

さん紹介されてるわけでしょう。そういう情報を
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市民は得て判断してるわけですよ。

そういうところを抜きにして、合併だって賛成、

反対、メリット、デメリットいろいろあるんだか

ら、そういうことを判断して考えてるのに、それ

こそ一方的な市民を色眼鏡で見ているような発言

ではないか、尊重してるとか言うけども、実際は

尊重してるような態度ではないというふうに思う

んですけども、その点どうでしょうか。

○議長（堀口武視君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） 結果については真摯に受け

とめておりますということは、申し上げておりま

す。それと、現実にその意向を尊重して法定協か

らの離脱をいたしました。

ただ、思いとしては、先ほどもありましたけれ

ども、今回の投票に対する評価、これはまだ十分

できておりませんけれども、この合併という問題

は、やはりきょうあす効果が出るということじゃ

なくて、中長期のスパンで大きな効果が出てくる

ものだということでございますから、そのあたり

がなかなか理解されにくかったんかなという思い

は持っております。

昨夜のテレビのことを申し上げましたが、それ

はその方がそうおっしゃったんで、私は披瀝した

だけのことで、それに対していいとか悪いとかは

言っておりません。ですから、そういう中で一定

判断されたわけですから、単独で今後運営してい

くということについては、そういう形になります。

○議長（堀口武視君） 大森議員。

○４番（大森和夫君） 先ほども市長は、乳幼児医

療費の歳児引き上げの件を質問しましたら、合併

すればできたけども、合併せえへんかったら、い

かにもできないような言い方ですよね。合併せえ

へんかったら、こんだけ市民は損しますよと、負

担かぶさりますよと。こんな言い方は、市長、や

っぱり私はよくないと思いますよ。

単独でやると言うんやから、今さら合併は将来

的にメリットがあるなんてことは、これこそまだ

議論も尽くされていない分野で、はっきり結論が

出てる分野でもないんやから、こういう結果が出

てて尊重するというんやったら、そういう言葉は

やっぱり慎むべきやと。市長が心の中で思うなり、

庁内で発言されるなら結構ですよ。議会とかマス



コミでは、そういうことは慎むべきだと思うんで

す。そうじゃないと本当に尊重したということに

は私はならないと思うんで、再度お答えください。

○議長（堀口武視君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） 合併の効果というのは、こ

の前からの冊子を見ていただいてもわかるとおり、

特に人件費を中心として、１０年間ですが、１０

０数十億の削減効果があるということでございま

すから、それだけ新たな、さっき言いましたよう

な施策とか投資に向けられるいわゆる投資余力と

いうものが出てくるということでございます。そ

うでないと言うんであれば、単独でいった方が財

政的に豊かになると言うんであれば、それはお示

しいただきたいというふうに思っております。

今回の合併については、要するに合併した場合

と単独の場合といろんな比較もさしていただきま

した。もちろんサービスの負担の水準については、

サービスが上がる分もありますし、負担が下がる

分もあるし、上がる分もあります。それはそれで

率直にお示しをさしていただいて、そして冊子と

して取りまとめて、住民説明会で説明をさしてい

ただいたということでございます。ですから、我

々としても、できるだけ公平な形での説明会とい

うものを開催をさしていただきました。

○議長（堀口武視君） 大森議員。

○４番（大森和夫君） 今、合併せえへん方で財政

がよくなるんやったら教えてくださいというふう

なことを市長おっしゃったけど、これ、市長、単

独でやっていくんですよ。それわからないんです

か。僕は、それは幾つかそら方法はあると思いま

すよ。そういうことで単独で頑張ってるとこだっ

てあるでしょう。そういうとこでも１つ１つ見習

っていったらどうですか。

今ごろ未練がましく合併、合併言わないで、単

独でやっていくところ、高石市や泉大津市。財政

問題でも、滞納のとこでもお聞きしますけど、そ

ういうところでは収納、納税の職員は多いですわ。

収税率も高く引き上げるよう努力されてますわ。

高石市なんかは、市長の給料をみずから引き下げ

たり、そういうこともしてますでしょう。

そういうこともまだ幾つか方法もあるし、市長

はとりあえず単独でしていかなあかん。そのため
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にどういう形が市民に一番いいか考えなあかん市

長が、単独でええ方法あるんやったら教えてほし

いみたいな、そんな開き直りの答弁で、やり方で、

財政を単独で担っていけるんですか。今の市長の

おっしゃり方やったら、もう私、単独では財政、

市政は担っていけないと、そういうふうに聞こえ

ますよ。どうですか。

○議長（堀口武視君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） 私が言ったやつを誤解され

ては困りますよ。単独でいった場合の財政のシミ

ュレーションと合併した場合の財政のシミュレー

ションと比較した場合、我々はやはり合併した方

が大きな財政の効果があるということを申し上げ

てるわけであります。ですから、それが否定され

たということでありますから、当然単独でやって

いくわけですから、単独でやっていくという方法

を、これは従来からその路線で来てますから、こ

れを再度見直す中でやっていくということなんで

す。

ただ、単独でいった場合と合併した場合と比較

すれば、やはり合併した方が、さまざまないろん

なこれからの時代に合ったような住民サービス、

あるいは負担の水準等も含めて有利であるという

判断のもとに法定協を立ち上げと、こういうこと

になったわけでございますから、その点は比較を

してくださいということを申し上げたわけでござ

います。

ですけど、これは一定結果が出ましたから、従

来から進めております３次の行革と健全化ですね、

これを推し進めていくということで、しっかりと

行財政運営をしていきたいと考えております。

○議長（堀口武視君） 大森議員。

○４番（大森和夫君） シミュレーションまで持ち

出して、単独でもいずれにしろ１８年で黒字化す

る計画とかお持ちなんでしょう。そういう形云々

の中で、私からすれば、いかにも合併しなければ

ならないような、そういう数字合わせのようなシ

ミュレーションだというふうに思います。

市長もおっしゃるように、こんなことを議論し

たって仕方がないんやけども、市長も誤解してる

と言うけども、やっぱり言うべきと違うと思いま

すよ。本当に市民の意向を尊重するわけでしょう、



その結果は出てるんですから。

それと合併の基本というのは、市長はさっきか

ら国との関係、地方自治体の関係と言うけども、

住民が主人公で、住民の意向で合併をどうするか

決めるというのが、これ合併の基本やと思います

わ。そこを忘れたらあかんと思います。

市長は、何か言うたら国との関係、地方自治体

との関係やとか、なんやかんやおっしゃるけども、

基本は、合併するかしないかは市民が決める。そ

れを市長は尊重する。もうこれだけなんですよ。

それ以外のことをがたがた言うと、誤解を生むん

だと思いますわ。その点は僕は慎むべきだと思い

ますけども、どうですか。

○議長（堀口武視君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） がたがた言うて、なんちゅ

うこと言うんですか。

この合併の問題というのは、これは余りさかの

ぼっても仕方ありませんけれども、やっぱりこう

いう問題が出てきたというのは、国と地方の関係

を、今こういう状況にあるのを、できるだけイコ

ールパートナーにしていこうかというのが原点な

んですね。

ですから、国あるいは都道府県が持っている権

限をできるだけ地方に移して、地方に自由性を与

えて、しっかりと行政運営をしていただこうとい

うのが、この合併問題の発端であるというふうに

考えております。その面がなかなか説明してもわ

かりづらかったんかもわかりませんけれども、原

点はやっぱりそこやと。もちろん、財政問題とか

さまざまな問題、負担の水準とかありますけれど

も、やっぱり原点というのはそこだというふうに

考えております。

これは、いずれにしてもそういう時代にしてい

かないと、いつまでたっても、何でもかんでも国

や、あるいは都道府県に依存するという体質から

脱却できないわけでありますから、これをいかに

我々地方がしっかりと担っていくかというのがこ

の問題でございました。そのためには、やっぱり

一定しっかりとした自治体をつくるということが

必要であります。権限を受けるためには、先ほど

言いました一般市から特例市、あるいは中核市、

こういうふうな方向を目指す中で、しっかりと受
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け皿をつくっていくということが何よりも大切で

あるというふうに思っております。

〔「議長、議事進行」と呼ぶ者あり〕

○議長（堀口武視君） 成田議員。

○１８番（成田政彦君） 先ほどの大森議員に対し

て、がたがた言うのはこれは別に質疑で、なんち

ゅうことを言うて、これはちょっと議事録から削

除して。なんちゅうこと言うのは、ちょっと失礼

ですよ、議員に対して。

○議長（堀口武視君） 後ほど議長によって判断い

たします。大森議員。

○４番（大森和夫君） 市長、がたがた言うなとお

っしゃったそうやけども、（向井通彦君「自分

が言うてる」と呼ぶ）え、僕言うてませんよ。

（「言うたやん」と呼ぶ者あり）説明してもわか

ってもらえないとか、そういうことは言うべきと

違うんです。こう言うと、わからなかった市民の

側に問題があるように聞こえますでしょう。そう

いうことはやっぱり言うたらだめだと思います。

それから、ほかの市長なんかは、これに政治生

命かけてやってるわけですよ。辞任する町長もい

らっしゃるわけですよ。多くのとこで、幾つかの

とこでこれで辞任されてる。そういう推進した方

はやめられる方もいらっしゃるんやから、余り何

ていうんですかね、言いわけがましいことを言わ

ずに、本当に気持ちよく単独でやっていけるよう

に、そういうふうにならないのかなというふうに

思います。どうですか、市長。

○議長（堀口武視君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） 私は、住民投票の結果を真

摯に尊重すると言っているのに、そういう質問を

されるからお答えせざるを得ないわけでございま

すから、よろしくお願いします。

○議長（堀口武視君） 大森議員。

○４番（大森和夫君） 続きまして、そしたら財政

問題というか、滞納問題をお聞きしますけども、

市長と僕はここは意見が一致すると思うんですよ

ね、とにかく滞納を解消せなあかんということで。

いろんな他市の状況を見ますと、やっぱり担当

の人数に比例して税収額というのは上がると思う

んですよ。前の質問者にもお答えになったけども、

大分地域を細かにして回るという計画を立てられ



ているようやけども、やっぱりこういう部分に人

員配置をすると。また、これを言うたら嫌味かも

しれませんけども、合併よりもこういうところに

人材を派遣して克服すべき問題だと思うんですけ

ども、市長、本当に真剣に増員のことを考えてい

ただきたいと思うんです。前の議会でも堺の例を

出して質問しましたけども、増員という件、どう

ですかね。

○議長（堀口武視君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） いろんな、最近も含めまし

てですが、厳しい対応をしております。従来して

おらなかったことも含めて、預貯金の換価、ある

いは土地の公売等をやっております。そのことに

よって、かなり実績は上がってきてるというふう

に考えております。これは、もちろん職員の努力

によるところも大きいというふうに思いますし、

市民の皆さんにおかれましても、そのあたり十分

理解してきていただいてるんではないかとふうに

思っております。

人の問題につきましては、市職員全体としては

減少させる、減らしていくという方向に立ってお

ります。その中で、重点的に配置をしていくとい

う中で、今年度については昨年度から、１名では

ございますが、増員をいたしました。今後とも、

その成果も踏まえまして、徴収率が上がるような

体制づくりということについては、十分留意をし

ていきたいと考えております。

○議長（堀口武視君） 大森議員。

○４番（大森和夫君） もっと大きな増員が必要だ

と思うんですよ。単純な人数比較はできませんけ

ども、高石市、ここが滞納が８億４，０００万あり

ますけども、ここは１１人の体制ですね。徴収率

も、この泉州筋の８行政区の中で最も高い収税率

を上げてます。

泉南市は、１７億の滞納があって人数は１２人

ですよね。これはやっぱり少な過ぎると思います。

泉南市は滞納額１７億ですよ。高石の倍以上ある

のに、１２人で体制とれないと思いますよ。本当

に滞納問題、財政問題を解決するなら、ここにも

っとメスも入れなあかんし、市長がおっしゃって

るような、幾つかの効果が上がってるんでしたら、

今こそここに人数を増員してやるべきだと思うん

－１０８－

です。１人では到底足りないと思いますけども、

その点どうですか。

○議長（堀口武視君） 谷総務部長。

○総務部長（谷 純一君） 大森議員の徴収の体制

強化についての御質問でございます。

先ほど市長も申しましたように、職員の増員に

つきましては、現在、退職不補充といった形で、

行革の中で対応しておるんでございまして、特に

増員というのは、非常に難しい部分もございます。

我々としましては、現人員の中でいかに体制づく

りを強化していくかということを探ってまいりた

いと、このように思ってます。

具体例で言いますと、現在、徴収体制におきま

しては、大阪府の方から例えば職員の方をお招き

しまして、収納業務についての指導を受けている

といったこと。そして、ことし４月から１名増員

してます。

こういった増員強化のほかに、やはり我々考え

られるのは、そういった納税の体制の知識という

んですか、そういったものを上げていくというこ

とも必要かと思います。ですので、我々としまし

ては、増員のほかに職員のそういった納税知識を

向上させるために、あらゆる機会をとらえて、例

えば研修に参加していただくといった、こういっ

た形でのやり方もあると思いますので、こういっ

た方法、方針で今後も考えてまいりたいと、こう

いうふうに考えております。

○議長（堀口武視君） 大森議員。

○４番（大森和夫君） 財政難の原因がどこにある

のか、どこを解決すればいいのか。次にまたイオ

ンのための道路整備のことについても聞きますけ

ども、ここを解決せんとどうやって収入をふやす

んですか。展望はあるんですか。何年度までに今

最下位の税収率を引き上げるというような展望は

あるんですか。それを示していただけますか。

○議長（堀口武視君） 大前財務部長。

○財務部長（大前輝俊君） 財政健全化計画の中で、

自己努力ということで、１６年度につきましては

現年度分で９５．９％、滞納で１５．３％の目標率を

持っております。１７年度では現年で９６．５、滞

納では１８．２％、１８年度では現年で９７．１、滞

納で１８．２％というようなそれぞれ目標を掲げて



おります。

以上でございます。

○議長（堀口武視君） 大森議員。

○４番（大森和夫君） 今、ずっと目標の数の羅列

がありましたけども、今、具体的に高石市の例も

出してお示ししたように、ずうっと最下位なんで

すよ、何年も。高額滞納者は、この１８億のうち

３０人で１，０００万以上の滞納者が１億２，０００

万ぐらいですか、滞納をつくっているんです。こ

んな状況があるんですよ。

いかにも市民が納税意欲がないような言い方も

されたりしてるわけですよ。ここを本当に解決す

る意思があるんだったら、増員すべきだと思いま

す。そうじゃないですか、市長。１人では、私は

到底間に合わないと思うし、合併であんだけ人を

配置するなら、合併がつぶれた今こそ、そこに人

を配置すべきではないでしょうか。どうですか。

○議長（堀口武視君） 谷総務部長。

○総務部長（谷 純一君） 今回の合併協議会の職

員の配置につきましては、関係団体で何人ぐらい

必要かということもありまして、人数を出したと

いうことでございます。

ただ、基本的に我々としましても、特に先ほど

申しましたように、職員の増員というのは、今現

在退職不補充ということもありまして、非常に難

しいということは御理解をしていただきたいと思

います。ただ、現体制の中で、いかに体制を充実

できるかということも探ってまいりたいと、この

ように思っております。

そして、その増員とともに、やはり現体制の充

実ということで、特に納税に係る知識ですか、そ

ういったものを向上させる必要もあると。そうい

うことで、先ほど申しましたように、あらゆる機

会をとらえて研修に参加したり、そういった道も

探ってまいりたいと。

それとあと、現在、１人大阪府の方に派遣して

おりますけども、それも徴収の関係でその業務に

今携わってもらっておりますけども、来年また帰

ってきます。そういったことも踏まえて、これか

ら体制強化を図ってまいりたいと、このように思

っております。

○議長（堀口武視君） 大森議員。

－１０９－

○４番（大森和夫君） 市長、十分な人員配置もま

まならぬ状況があると。先ほど教育施設の問題で、

トイレの改修。信達中学校ができましたから、各

小学校、中学校にそれを広げてほしいということ

をお願いして進捗状況をお聞きしたけども、そう

いう計画すらできない。本当に老朽校舎の中で子

供たちが大変厳しい状況にあるという中で、お聞

きしますけど、本当にイオンのための道路整備で

５６億ですか、こういうことで市民の納得が得ら

れると思いますか。

市長の言葉をかりれば、乳幼児の歳児引き上げ

も合併ができなかったらできないような言い方し

て、その一方で市民負担だけふやしていくと。そ

ういう形での道路づくりというのは、市民の納得

を得られないと思うんですけども、その点、どう

お考えでしょうか。

○議長（堀口武視君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） これもまちの発展というこ

とをとらまえますと、今やらなければいけないこ

とと、１０年、２０年、３０年を見据えたことを

やらないといけないと、この２つがあります。

道路というのは、まさにそういう中長期にとら

えていかなければいけない問題でございます。幾

らお金があっても、道路１本をつくるのにやっぱ

り１０年以上かかるわけでありますから、これを

着実にやれるときに推進していくということが、

将来の泉南市の発展につながってくるわけでござ

います。

いろいろ御指摘がありましたけれども、空港関

連で道路をかなりやって、結局公債費が残ってる

じゃないかというお話もございますけれども、そ

れはそのときでないとできなかった事業でありま

して、あれも非常に有利な形で事業を展開できた

ものでございまして、現に非常に弱かった海山方

面道路が整備をされてきてるわけであります。

したがって、今回の市の中枢の道路であります

信達樽井線につきましては、総合計画でも交流軸、

あるいは都市軸として位置づけられてるもんであ

りますから、できるだけ早く完成をさして、そし

て市民の利便、あるいは交通の安全という面につ

いて確保をしていかなければいけないと考えてお

ります。



今回は、そういう中で一定非常に有利な資金ス

キームができ上がりましたので、この時点で整備

をするという方が泉南市トータルとして、債務の

減少を一方では図れますから、そういうものも含

めて非常に有利だというふうに考えておりますか

ら、これはこれで進めていくということでござい

ます。

○議長（堀口武視君） 大森議員。

○４番（大森和夫君） イオン出店のインパクトと

いうことでおっしゃってるんやけども、イオンが

できて開店して５年近くは完成しない道路なんで

すよね。これがイオンのインパクトと言うんやっ

たら、イオンがつくってくれるんやったら、イオ

ンのイオンによるインパクトですよ。

スキームがちょっとええというたって、市長が

おっしゃってたような府からの援助というけども、

府貸しの利子は上がるばっかりでしょう。イオン

は格安の条件で入ってきてると。イオンが来れば

地元業者が発展するとおっしゃるが、地元の泉南

市内でイオンに出店するのはわずか１店だけと。

１つの店舗だけですわ。

こういうことを見れば、イオンのため、イオン

のためとおっしゃってつくった道路が本当に役に

立つんかということをやっぱり考えなあかんし、

市民生活をまず応援することが第一と違うんです

か。学校施設もそうだし、コミュニティバスもそ

うだし、乳幼児もそうだし、そういうことが、今、

市民が一番求めてるのはここでしょう。

合併の際のアンケート調査がありましたよ。そ

の中でも、やっぱり福祉に力を入れてくださいと

いうのが一番の願いであって、合併を否定する声

には、合併でこれ以上赤字をつくるような、借金

をつくるようなことはやめてくださいというのが

合併反対の大きな理由やったんですよ。そのこと

を受けても、この道路はやめると、やめて財政再

建を進めていくと、福祉教育にお金を回すと、こ

れが市民の願いに沿った形と違いますか。どうい

うお考えでしょうか、その点。

○議長（堀口武視君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） 福祉は、従来から言ってお

りますように、個人的給付から施策へという転換

をいたしております。ですから、今、大阪府の方

－１１０－

でもアクションプランをつくられておりますが、

その中で府と市町村が一緒になって新しいビルド

のメニューをつくっておりますから、そういう中

で反映をしていきたいと考えております。

それから、道路そのものは、これはまちの骨格、

利便性はもとより沿道土地利用、あるいは災害対

応、いろんな面を含めて大きな効果のあるもので

す。これは、１年、２年でできるものではありま

せん。何十年かかる話でございますから、できる

だけ早く着工して、そして完成をさせていくとい

うことが、まちの将来の発展につながるわけでご

ざいますから、これはこれでいろんな補助金ある

いはその他の有利な条件がある間にやっていくと

いうことが、将来の市民負担を軽減するというこ

とにつながってまいりますから、この信達樽井線

そのもの、そのほかもやっておりますけれども、

そういうものは、やっぱりまちの骨格をつくると

いう中で、整備を進めていくということが大切だ

というふうに思っております。

○議長（堀口武視君） 大森議員。

○４番（大森和夫君） 道路づくり、道路づくりで、

今の結果がどうなってるんかということもやっぱ

り見ていかなあかんですよ。結局、道路づくり、

道路づくりとおっしゃって道路をつくってきた結

果、泉南市にはまちにはにぎわいがないと。これ

は３市２町の中で、合併をとった中での一番批判

の多い、泉南市に一番求める声は、駅前の活性化

ですよ。

道路、道路と言うけども、つくってきた結果、

まちはばらばらで、駅前はなかなか商店が立地さ

れない。今度だって、結局りんくうタウンにまち

の中心が移ってしまうようなことになって、内陸

部の問題は先送りと、商業対策も先送りと。先送

りというか、ほとんど市民の要望は聞かずに進め

ていく、強引に進めていくと、そういう手法で何

もかも推していってるんですよ。

だから、道路づくりが何も市民生活に寄与した

と全面的に言えない。それに、こういう時期に、

財政難の時期に、市民にこんだけ負担を押しつけ

てる時期に、道路づくりなどで借金を残してはい

けないというのは、やっぱり市民の要望だと思い

ますよ。どうですか、道路づくりした結果、財政



難も引き起こしたし、まちづくりも、駅前は今な

かなか大変な状況にあるというのは、お認めにな

るところと違いますか。

○議長（堀口武視君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） 商業者の皆さんも、このイ

オン出店によって危機感を持たれて、新しい事業

展開をされております。この間、新聞折り込みを

見られましたですか。――見てませんか。見てく

ださいよ。（大森和夫君「わかりました、何の件

かね。宅配のやつでしょう」と呼ぶ）そうそう、

見てくれましたか。

そういう形で、やっぱり地元の商業者も一生懸

命新たな展開をされているわけですね。これは非

常にいいことやというふうに思います。みずから

がしっかりと自分たちの商売を守っていこうと、

あるいは発展さしていこうという意欲、これが非

常に大切だというふうに思っておりますから、そ

ういう行動を起こされてるというのは、１つ大き

な成果じゃないかなというふうに考えておりまし

て、市の方も、多少ではございますが、バックア

ップをさしていただいてるところでございます。

それと、道路は何かいけないようなことをおっ

しゃいますけれども、全く手をつけていない道路

を手をつけるというんじゃなくて、旧２６号から

りんくうタウンというのは、既に事業をやってお

って、事業認可というのをとっているわけなんで

すね。事業認可をとりますと、沿道の方々に非常

に強い権利制限が発生いたします。買い取り申し

出、買ってくださいと言えば買わなきゃいけない

んですね。そうなりますと、ますます公社の債務

がどんどんふえていくということになります。そ

れは一番危険なわけでございますから、今回この

イオンという１つのインパクトを受けた中で、有

利な条件で、それらの債務解消も含めて、あるい

は沿道の方々のそういう御心配、あるいは御懸念

を払拭するという意味においても、整備をしてい

かなければいけないわけなんです。そうすること

によって、道ができることによって、まちが沿道

利用、あるいは利便性の向上、あるいは防災、そ

の他多くの利便性の向上が認められるわけでござ

いますから、そういう形でやれるときにやるとい

うことでないと、なかなかこの問題というのは進

－１１１－

まないわけでございます。

七、八千万でやっていきゃいいじゃないかとい

う意見もあるかもわかりませんが、それでは本当

に５０年、６０年かかってしまう。その間の金利

負担というのは、もう大幅なものになってきます

から、ますます逆に市民負担がふえるということ

になりますから、短期間にやって、しかも債務は

減らして、有利な条件で整備をするということが

一番大切だというふうに考えております。

○議長（堀口武視君） 大森議員。

○４番（大森和夫君） 土地開発公社の借金は、市

がちゃんと５年ごとに購入してたら問題ないわけ

でしょう。そういうことを今まで放置しといて、

この機会だけに買う、買う、買うということでは

だめだと思いますよ。

それやったら、例えば連絡橋をね、結局この信

達樽井線の問題点というのは、１つは立ち退き料、

補償料にごっついお金がかかるわけですよ。ここ

をやめればどうですか。この部分を除いてする方

法だってあるわけですよ。連絡橋のやつをやめる

と。そうすれば借金をする必要もないし、土地開

発公社の分の買い戻しはいけると、そういう方法

だってあるわけでしょう。そういうことも考えた

らどうですか。

４０年、５０年かかるというけども、イオン道

路のこの信達樽井線のために、どんだけ市民の福

祉、教育がおざなりにされていくんですか。そう

いうことも考えてやらなあかんのと違いますか。

一方的に道路のそれこそ強調ばっかりして、その

間市民に我慢せえ、職員に我慢せえ。それじゃ、

やっぱり財政再建はできないというふうに思いま

すけど、その点どうですか。

○議長（堀口武視君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） 公社で買うのを今さらとい

うことでございますけれども、法律的なことを私

は申し上げておりまして、都市計画法の事業認可

を受けますと、買い取ってくださいという買い取

り申し出があれば買わなければなりません。そう

いうシステムになってます。ということは、仮に

５０年、６０年かかってやるとしても、買い取り

申し出があれば買わなきゃいけないわけですから、

どんどん公社債務がふえていくわけなんですね。



金利がどんどんふえていくということになるわけ

ですから、そういうことが果たしていいのかとい

うことを私は申し上げてるわけでございます。

それと、道路について、連絡橋というのはオー

バーパスの部分ですか、おっしゃってるのは。そ

れは都市計画道路として既に計画決定して事業認

可をとってるところですから、やらなければなり

ません。したがって、今回大型工場の理解もいた

だけるということでございますから、このときに

やらないとできないということであります。

それと、道路をやめて、学校やそういうとこへ

回せということですが、これは違うんですね。お

金の性質が違いますし、道路というのは、片や補

助金がつき、あるいは起債がつき、そして今回の

場合ですと府貸しで賄えると。それは将来、イオ

ン税収等で還元していけると、こういう算定です

ね。（発言する者あり）静かにしてください。一

般財源の部分というのは、非常に厳しいわけなん

ですね。これをいかにうまく活用していくかとい

うのは、また別の議論であります。したがって、

こっちをやめてこっちへ回すという、そういうも

のではございませんので、その点だけ、これはも

うわかっていただいてると思いますが、システム

的なもんですから十分御理解をいただきたいと思

います。

○議長（堀口武視君） 以上で大森議員の質問を終

結いたします。

お諮りいたします。本日の会議はこの程度にと

どめ延会とし、来る９月６日午前１０時から本会

議を継続開議したいと思います。

これに御異議ありませんか。

〔「異議なし」の声あり〕

○議長（堀口武視君） 御異議なしと認めます。よ

って本日の会議はこの程度にとどめ延会とし、来

る９月６日午前１０時から本会議を継続開議する

ことに決しました。

本日はこれをもって延会といたします。どうも

お疲れさまでございました。

午後４時５５分 延会

（了）

－１１２－
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